
「誰もが地域に愛着を持って

快適に暮らし続けることができるまち」の

実現に貢献します

豊 中市の住 宅政 策である

当社は、現指定管理期間の経験・全国の管理実績から指定管理者制度の主旨や公営

住宅の特性、貴市の住宅政策を十分に理解しています。

下記の方針のもと、すべての方に公平公正な立場で平等な管理運営を実施します。

また、指定管理期間 5年間だけではなく、10年後、15年後以降も貴市・市民に貢献でき

ビスを向上させていきます。

実績
F

ヽ

声
ぅ

‐

ヽ
．
ヽ

実績を活かした

質の高い管理運営

甲現行指定管理者としての管理運営経験

B公営住宅管理実績 民間企業No l

四効率的・効果的な管理運営

ヽ
■

市の住宅政策・社会貢献につなげる

3っの方針

サービス向上

安心・安全
入居者等の安心日安全な

住生活を構築

コ日常的な減災、大規模災害へも迅速に対応

日予防保全の観点で維持保全を行い、

長寿命化に寄与
B法令連守 個人情報保護の徹底

ミ
ヽ

様々なサービス向上策

を実施

日公平・公正なサービスを提供
日定められた仕様以上の取組みを実施

日高齢者・障害者を含むすべての方に

寄 り添つた取組みを提案
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3つの方針に基づく適切な管理運営で、豊中市の住宅政策に貢献します

現指定期間中、大きな事故もなく、無事に業務を全 うできたのは入居者等・豊中市・関係機関の

皆様による指導の賜物だと実感 しています。次期指定期間についても、市営住宅等の目的・本施

設の運営方針、豊中市の住宅政策や評価やモニタリングの結果を踏まえた上で、以下の管理方針

を掲げ、住宅政策の実現に貢献 していきます。

]方針① 実績を活かした資の高い管理運営

【現行指定管理者としての管理運営経験】

・当社は、現行指定管理者として豊中市 ,選定評価委員会からA～ Cの中で最高位である「AJ

評価を頂いています。この評価で満足せず、豊中市や入居者等のご意見から現状の問題点を洗

い出し、より良い住環境の創出に努めます。

<公営住宅の管理戸数推移>

実績

【公営住宅管理実績 民間企業 No.1】

・当社は総合不動産管理業を営んでおり、60万戸超の

共同住宅をはじめ、ビル・ホール・空港等様々な管理

業務を行つています。中でも指定管理者制度導入以降

公営住宅管理事業に、積極的に取組んだ結果、現在で

は民間企業血 1の公営住宅管理実績となっています。

当社が業界のリーディングカンパニーとなれた理由

は、建物の問題を提起し、実情にあつた解決を行う建

物管理のプロフェッショナルだからです。建物の課題

を発見すること、問題が起こる前に未然に防ぐ管理を

行います。

民F日辱企業Nα l

21万 戸超の

公営住宅管理実績

イヌ2ゆ

=

山
弾
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本業務は引き続き、西日本エリアの公共住宅 (約 13
万戸)を管理運営 している「公共住宅管理部」が所管

部門として組織的なバックアップを行います。

【効率的・効果的な管理運営】

夜間・休日等にも迅速に対応できるよう、時間別に緊急対応の協力事業者を定めるなど、入居

者等からの緊急対応依頼に対して、迅速に対応できる体制を構築します。

全国43契約の豊富な管理運営実績によるスケールメリット及び組織力とノウハウのシステ

ム化を行い、サービス向上と費用対効果の最大化を実現します。

現行指定管理者として業務内容・ボリュームを理解しているため、効率的な各業務の兼務体制

や業務の一括発注による費用縮減等が可能です。

現指定期間では、特段大きな事故もなく、入居者の皆様が安心・安全に生活できるよう、管理

運営を実施してきました。今後も市・入居者の声や他公営住宅で培つたノウハウを最大限発揮

し、快適な住環境の構築に努めます。

公共住宅管理部

第一エリアセンター

他公営住宅(4契約)

第ニエリアセンター

豊中市営住宅

募集・管理センター

他公営住宅(15件 )



!方針② 入居者等の安心 B安全な住環境を構築

【日常的な減災、大規模災害へも迅速に対応】

・各住宅の災害 リスク等を把握できるシステムの活用や、

地域住民を含めた防災イベントや訓練を行つて事前の意

識啓発等で減災に努めます9

・災害発生時には、迅速に対応できるよう、市の担当者を含

めた連絡網を整備 しています。

・事象ごとの災害対応マニュアルを作成 し、管理センター

及び地元の事業者と協力し、迅速に対応 します。

・大規模災害時には、全国の事業所から応援要員を召集 し

て事業継続・早期復旧に尽力します。

【予防保全の観点で維持保全を行い、長寿命化に寄与】

・建物の長寿命化・ライフサイクルコス ト縮減を目指 し、

維持修繕を実施 し、建物の資産価値向上を図ります。

・予防保全の観点から日常的な巡視点検や修繕・保守点検 長崎 支「l,

安心田安全 4ジ

<災害対応マニュアル(例)>

<全国の事業所所在地>

九州支店

、Jヒ海道支店

F´  /イ

吉森営 業所

束北支店

千葉支店他

本社也

神奈川支 店他

を行います。
名古 犀支店 tb

【法令遵守・個人情報保護の徹底】 大阪支店他
腹 児島支店

各種法令・条例・規則を連守することは当然であり、それ以上に企業の社会的責任を果たす

べ くコンプライアンス意識の強化に努めています。

本業務はセンシティブな内容を含む入居者情報を取扱う機会があるため、特に個人情報保護

を徹底すべく、組織的・人的・物理的・技術的な安全管理措置を講 じます。

:方針③ 様々なサービス向上策を実施

【公平・公正なサービスを提供】

・すべての方々が本業務に関するサービスを適切に受けら

れるよう、窓口への物品等の設置や、職員への継続的な

研修等を実施 し、ホスピタリティ溢れる、公平・公正な

サービスを提供 します。

【定められた仕様以上の取組みを実施】

・豊中市から指定のある業務 レベルは最低限と捉え、様々

な当社独自の取組みを提案・実施 し、豊中市営住宅の課

題解決に寄与 します。

・仕様以上の取組み目標を定め、日標達成に向け、様々な取

組みを実施 します。

【高齢者・障害者を含むすべての方に寄 り添つた取組みを提案】

・高齢者の方が多くお住まいであるため、見守り活動や孤

立化を防 ぐイベント開催、自治会支援等に特に重点を置

いて新たなサービスを提案 します。

・イベントについては、指定期間中の開催スケジュールを

定め、全国地で 1回以上開催できるようにします。

サービス向上ノ
<窓 口に設置する物品等(一部例)>

越 !

<仕様以上の取組み(一部例)>

健康去霞談ダイヤル

負者ξ雪督鎗馨貢皐りを
!1専まど言ζ會!:;|'t

地域交流イベン ト

≡
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1 基本姿勢

目標等が公共の利益の増進に合致 したものであるか

指定管理者として公共の利益の増進に寄与します

公共の利益の増進とは、豊中市から依頼を受けた本業務を当社のノウハウをもとに豊中市・市民

に還元することで、相互利益の関係性が成 り立つ状態と捉えています。その上で当社は、豊中市

の住宅政策課題を解決することが公共の利益の増進に繋がると捉えています。豊中市と同 じ目標

を持ち、住宅政策目標の達成に向けて本業務の管理運営を行うことが指定管理者の責務であると

考えおり、次期指定期間もその先も見据えた管理運営を実施 していきます。

I豊中市の住宅政策

指定管理者は、豊中市の住宅を取 り巻 く現状と課題や、管理方針を把握できる「第 4次豊中市総

合計画」や「豊中市営住宅長寿命化計画」等で豊中市の住宅政策を理解の上で業務に取組む必要

があります。特に「豊中市住宅・住環境に関する基本方針」に掲げられている目標は、今後の管

理運営方針の指針にすべき内容であると考えています。

豊中市の住宅政策における指定管理者の役割

<豊中市のまちの将来像>
誰もが地域に愛着を持つて快適に暮らし続けることができるまち

える主な内容

良質な住宅ス トックの形成 | する、予防保全の観点での

点検・補修、ライフサイクルコス ト低減を見据えた維持管理 等

世帯用から単身用への変更等、社会事情に適 した活用提案

向けた課題

中古住宅の流通 '利活用に

向けた課題 写真付き鳥弱女図など空家の全体像がイメージしやすい資料の作成

多様な世帯の居住ニーズヘの対応に 高齢者・障害者などをケアするための新たな提案、建物危険箇所の

向けた課題 点検、支援制度の紹介 等

安全・安心な住環境づく

向けた課題

魅力ある住環境づくりに

向けた課題

地域の特性を踏まえた地域コミュニ

組4説力を活かした災害・緊急対応時の支援

日常的な建物巡回点検の実施

入居者サー ビス向上策の提案

満足度向上に向けた取組みの提案

地域住民を含めたコミュニティ形成

防災イベントの実施、自助・共助の意識醸成ティ活性化に向けた課題

]豊中市営住宅等指定管理業務は企業理念実現の場

豊中市の住宅政策と当社の企業理念が、豊中市の住宅政策目標の達成に向けて、相互に高めあい、

公共の利益の増進に繋がると考えています。

当社企業理念 (企業理念一部抜粋)

私たちのあるべき姿～お客様との約束～

私たちは、お客様への「安心」、「安全・快適」、「上質」なサービスの提供を通じて、

未来価値を創造していくベス トパー トナーです。

私たちの使命～私たちの社会的使命、存在意義～

未来価値の追求により、良質な社会的ス トックの形成に貢献する。

東急露ミュニティー 豊中市

未来価値を創造 していく

ベストパー トナー

誰もが地域に愛着を

持って快適に暮らし

続けることができるまち

豊中市・当社の目的が一致 し、

住宅政策課題を解決することが

公 共 の 利 益 の 増 進

に繋がります。



公営住宅管理運営事業を当社の重要な経営方針として定めています

・事業環境および社会・経済環境が長期に変化する中、当社が所属 している東急不動産ホールディ

ングスグループ (以下、「HDグループ」とする。)と して将来のありたい姿を、「価値を創造 し続

ける企業グループ」と定め、「中期経営計画」を策定 しています。これは建物のリーディングカン

パニーとして社会貢献を呆たすべ く定めている日標に他なりません。当社もこの計画の一部を担

つており、目標達成に向けて邁進 しています。

・当社の重要な経営方針として『公営住宅管理運営事業拡大」へ向けた取組みを積極的に行い、現

在では43契約 210, 138戸 の管理を行つています。この取組みは、単に営利目的だけでな

く、東急グループとして社会に貢献するための大きな役割を担つています。

I中期経営計画

・平成 26年度から令和 2年度にかけての将来展望を描いた日Dグループの計画です。

・前半期・後半期とわけて計画を作成 し、現在は前半期の結果を踏まえた後半期の計画遂行と、

次期令和 3年度以降の計画の策定及び検討を行つています。

【基本方針】

グループの強みを活か して事業領域等の拡大を推進 し、関係機関・お客様等との長期持続的な接

点をもとに「新たな需要創出」を目指 します。

【成長戦略】

以下の成長戦略により、収益水準を持続的に成長させるとともにありたい姿の実現を目指 しま

す。※ESGマ ネジメントの詳細は「市の施策への理解・協力に関する考え方」を参照

事業F日ロシナジーを強化、経営資源最適化、ESGマ ネジメント

▽             ▼             ▼

ライフスタイル      循環型再投資事業       ス トックの

提案型の街づくり        の領域拡大         活用強化

【事業戦略】

管理事業

(当 社)

住宅事業

総合不動産管理会社圧倒的血 1

・住宅、 ビル・施設、公共公益資産 (公営住宅や空港)等 の多様な

ス トックを積み上げ
・4つ の圧イ至lltt N o.1(お客様満足度、事業領域・生産性、労働環

境、技術力)の実現

グループ総合力を生か した領域での独自プレゼンス確立

仲介事業 不動産情報マルチバリュークリエイター

ウェルネス事業 業界 トップポジション獲得

ライフスタイル創造、提案Nα lブランド小売事業

総合ディベロッパーとしてのプレゼンス発揮海外事業



1 基本姿勢

②市の施策全般を理解し協力する姿勢があるか

豊中市営住宅等の管理経験を通して、豊中市の施策を十分に理解しています。

当然のことではありますが、市営住宅等の設置目的や制度、市の施策を理解の上で、以降に記載

する提案事項を実施 します。

I市の施策を理解 し、業務を遂行

当社は前述の通 り、市の施策を十分に理解 した上で、募集要項等に定められた業務仕様以上のサ

ー ビスを市の施策に沿つた形で提案 し、創意工夫による業務効率化・適切な指定管理料提案を行

うことが市に協力し貢献する方法であると考えています。

l様々な「視点Jに配慮した管理運営を実施

「豊中市営住宅長寿命化計画」等から読み取れると本施設の現状を「人権視点」・「環境視点」、そ

して市財政に大きく関わるストックの維持保全に着日した「その他の視点Jの 3つ の視点から分

析し、業務方針を以下のように設定しました。

<各視点からみた豊中市・市営住宅等の現状とそれに対する指定管理者としての管理運営方針>
現状 方針

人
権
視
点

市民が 「豊中市人権行政基本方針」
「豊中市人権教育・啓発基本計画」等を

理解 し、人権の概念や人権侵害の事例に

ついて学び、人権尊重の視点から主体的

に豊中市のまちづくりに参加すること

が求められています。

そのために人権を尊重する意識や態度

を形成 し、具体的な行動に結びつけられ

るような啓発、学習が必要となります。

・公の施設の代行者として、「金ての人間が生

まれながらにして自由であり、かつ、専厳と

権利について平等である」といった考えを職

員全員へ十分に指導 し、理解させ、いかなる

事由による差別 も受けずに尊重される住環

境の実現を目指 します。

・部落解放・人権夏期講座を受講 し、様々なテ

ーマの人権問題を学習 した所長が講師とな

る高野山人権研修を毎年職員に実施 します。

・市の施策を学習する人権啓発研修や性的マ

イノリティについて学ぶ LGBT研 修等を

毎年行い職員に多角的な視点を養わせます。

環
境
視
点

豊中市は、自然環境の保存と都市として

の発展が両立 し、人と自然が共存 した街

となっています。

この景観を未来に残すべ く、豊中市だけ

でなく、市・市民・事業者など様々な団

体が「第 3次豊中市環境基本計画」に基

づき、連携 し環境問題の改善に取 り組ん

でいます。

当社は、豊中市の一員として管理センターで

の省資源化・エコ活動に尽力します。

「第 3次豊中市環境基本計画」に記載の目標・

取組みを十分に理解し、本業務の管理運営を

実施します。

東急グループとしても緑化促進や生物の住

処の保護活動など、グループ全体で事前環境

保護・促進活動に取組みます。

そ
の
他
視
点

・豊中市営住宅等は、昭和 39年度の住宅

が最も古い住宅で、平成 9年度には53
5戸が供給されています。

・限られた財源の中、高度経済成長期に整

備された住宅では、老朽化対策が必要と

なっています。

・また、市の財政の視点から、施設の効用

の最大化が図れる維持管理が求められ

ています。

当社は、市の財政状況を理解 し、建物の長寿

命化を目的とした維持管理方法として「予防

保全」「ライフサイクルコス ト縮減」の 2つ の

視点を持つています。

入居者目線にたった維持保全や適切な保守

点検の実施が予防保全となり、全国43契約

の公営住宅管理経験から得たノウハウがラ

イフサイクルコス ト縮減に繋がります。

その 2点が揃 うことでス トックの維持保全

に繋がります。



1 基本姿勢

③地方自治法等の関連法令を遵守する姿勢があるか

法令等コンプライアンスの連守が当社の責務であると捉えています

公の施設を管理する企業として、地方自治法等の関係法令等の連守は当然であり、より広義の

「コンプライアンス (社会的倫理・社則等)Jを 遵守することが必要であると認識 しています。

当社が所属するHDグループでは、「ョンプライアンス経営によるリスク管理」体制の確立を

経営の重要課題の一つとして位置付け、行動基準を定めて従業員一人ひとりに対 して意識啓発

を行つています。

<HDグ ループの行動基準 (一部抜粋)>

商品・サービスの適切な説明・誠実な勧誘等

組織的に法令・コンプライアンスの連守に取組んでいます

:HDグ ループがコンプライアンス体制をより強化

・HDグループではコンプライアンスの担当者

や統括部署の設置、活動計画の策定・推進な

どを行い、HDグループ全体でコンプライア

ンス経営の徹底に努めています。

・川Dグループを横断する体制として各委員会

を設置 し、グループ各社へ「リスクの認識の

啓発」、ルール運用の「モニタリング」、「改

善措置J等の支援を実施 しています。

<日 Dグループのリスク管理体制>

当社『法務 Eコ ンプライアンス課Jが中心となり組織的な対応を実施

・「職員一人ひとりが法令を達守 し、社会的良識に従つた適正な行動をとるとともに、責任を持

つて厳正に各種業務を遂行する」ために、全社員の関係法令等への理解を啓発 しています。

・具体的には、社内総務部の法務・コンプライアンス課にて、各種法改正等の社内通知、監査、

社内相談受付の他、当社顧間弁護士への内容確認や社員法律相談会を開催する等、組織的に対

応 します。また、継続的・段階的な教育や研修を実施 しています。

2つの通報窓口を設置

・コンプライアンス違反行為の早期発見と未然防止のため、HDグループ及び当社それぞれに内

部通報窓口を設置 しています。

・どちらの窓口も匿名での相談が可能であり、HDグループの通報窓回は外部の法律事務所へ直

接相談が可能です。

関係法令等連守の徹底、最適な調達活動と公正な取引の徹底

受託者責任に基づく忠実義務の徹底 、反社会的勢力との関係遮断

法令等遵守・

公正な取引の徹底

お客さま志向の徹底

適切な業務遂行の徹底 適切なルール管理、事業推進上の関係者との適切な折衝等

適切な情報管理等の

徹底

機密情報等の適切な管理と守秘義務の徹底、適正な会計処理と

財務報告に係る内部統制、適時・適切な情報開示と広報活動等

良識ある行動の命底 健全・安全な職場環境の確保、人権の尊重、環境への配慮等

HDグループ 東急コミュニティー

幹

リスクマネジメント委員会

サステナビリティ委員会

内部監査部・法務部

財務部等関連部署

―

―

▼

４

モ

ー

立案

モニタ

リング

総務部

(法務・コンプライアンス課)

―
―
―
―
―
▼

▲
―
―
―
―
―

各部署

相談

通報

共有

指導

教育

研修



コンプライアンス遵守のために様々な取組みを行つています

当社「法務・コンプライアンス課」が中心となって実施する、本業務に関する法令・コンプライ

アンス連守のための取組みは以下の通 りです。

Iコ ンプライアンス教育

現在と豊中市営募集・管理センター (以下、「管理センター」)に おいても、定期的に研修を実

施 し、社員の関係法令の連守に関する意識を醸成 します。

主な研修項目 頻 度

コンプライアンス研修

コンプライアンス

チェック研修

1回/年

12回/年

個人情報保護研修 耳回/月

<コ ンプライアンス研修資料> <研修で使用するチェックシート>

I冊子による啓発

「企業倫理ハンドブック」の配布、全社員への「コンプライアンス通

信」配信等を行い、職員が常に業務の中でコンプライアンス遵守を意

識するように啓発 しています。

:″

I

<企業倫理ハンドブック(例)>

内部監査によるリスク管理

監査部が定期的に内部監査を行い、業務進捗や会計処理状況についてセルフモニタリングを行

い、 リスクを管理 しています。

抽出した業務リスクを『監査アラー ト」で社内周知
1函 表壌のリスク

監査部による業務監査の結果から、懸念される主だった業務 リスクを抽

出 し、「監査アラー ト」という注意文で全社員に周知 し、継続的に社員ヘ

の意識啓発を行つています。

<監査アラー ト資料>

I法令 E条例変更等への対応

・指定管理業務に係わる法令・条例の変更があつた場合は、豊中市と相談の上で業務マニュアル

を変更 し、所長を講師とした研修を行い、変更内容を確実に職員に理解させます。

・法令改正に応 じた条例変更等の必要性がある場合は、他自治体の事例や指定管理業務への影響

を検討する等、豊中市への情報提供を行います。

令和 2年 4月の民法改正に関する事例

令和 2年 4月 の民法改正によつて公営住宅指定管理業務の一部 (原状回復・敷金の扱い方等 )

変更が必要となりました。他公営住宅では、当社の業務マニュアル変更だけではなく、「新規入

居希望者の応募への影響」や「指定管理業務 (募集審査等 )」 にどのような影響や変化が生 じる

か検証 し、他自治体の事例を含めて自治体へ情報提供を行い、条例変更を行う際の支援を実施

しました。

, 11“ ゅ●4 ,



1 基本姿勢
の 目的に った事業運営を行 う提案か

現指定管理期間の取組みに対し、最高評価である「A」 評価を頂いています

。施設の設置目的を十分に理解 して現指定管理期間の業務を行つており、豊中市・第二者選定評

価委員会 (以下、第二者とする)か らの指定管理者に対する評価において最高評価である「A」

評価を頂きました。

・当社は現在の評価に満足せず、市営住宅等の設置目的を十分に理解 した上で、次期指定期間の

管理運営がより良いものになるよう頂いたご意見・ご要望等を業務に反映 していきます。

1市営住宅等の設置目的

自治体の所有する住宅には様々な種別がありますが、豊中市営住宅等には「公営住宅」「改良住宅」

「コミュニティ住宅」「従前居住者用住宅」が含まれ、それぞれの根拠・法・設置目的を踏まえた

適切な対応を行う必要があります。

i豊中市 日第三者 (選定評価委員会)からの評価について

以下の表は、豊中市営住宅等の管理運営業務について豊中市及び第二者からの評価をまとめた

ものです。当社は、この評価を真摯に受け止め、分析 し、業務を改善 し続けるサイクルを構築す

ることでさらなるサービス品質及び入居者の満足度向上を目指 します。

<豊中市・第二者からの本業務に対する評価表>

H28年 度 H29年 度 H30年 度

豊中市 豊中市 豊中市 第三者

①基本姿勢 A A A A

②サービス水準・施設効用の発揮 B A A A

③財務健全性 A A A A

④市民満足度等への配慮 B B

B

B B

⑤従事者への配慮 B B A

⑥個人情報保護体制 A A A
|

|

|

A

⑦危機管理体制 B B B A

総合評価 B A A A

評価項目

豊中市 。第三者選定評価委員会から高い評価を頂いています

豊中市・選定評価委員会から、本業務に対する評価において、ほとんどの項目で最高評価で

ある「A」 評価を頂きました。

I入居者からの評価について (ア ンケー ト結果)

当社は、サービス品質の向上を目的に窓口対応や要望・苦情への対応、緊急時の対応等について

独自のアンケー トを作成 し、入居者よりご意見を集めています。そして、全ての項目で「普通」

以上が、 80%を 超える評価を頂いております。

※詳細は「5-①」に記載

|



現指定管理期間の評価を基に次期指定管理期間での管理方針を提案します

・豊中市営住宅等の管理運営業務について豊中市・第二者等の評価者から頂いた改善要望を基に、

満足度向上を目的に改善方針を定めます。

・次期指定管理期間では、現指定管理期間で評価いただいた項目についてもサービスの向上を怠ら

ず、豊中市・入居者等にとってより良い住環境となるよう尽力します。

<評価者からの 務に対する改善要望>

評価項鳳

<次期指定期間に向けた改善方針>

⑤従事者への配慮

評価者

②サービス水楽・

施設効用の発揮
第二者

評価者からの改善要望内容 (平成 30年度)

修繕対象住戸の募集割れがあるため改善

独自の提案・コミュニティ形成支援を強化

③財務健全性 第二者
・空家修繕等が想定時より過大対応となっているため、

収支計画の見直 しが必要

豊中市
・「不具合時の対応」・「緊急時の対応」の入居者対応

※前年度より不具合の対応について入居者アンケー トの結果が悪化④市民満足度等ヘ

の配慮
第二者 「要望・苦情の対応」や「不具合の対応」の改善

豊中市 労働関係法令の遵守を徹底

第二者 就業規則・時間外協定の届出と労働保険の届出処理を見直し

⑤従事者への配慮

⑦危機管理体制 豊中市 現場対応の具体的なマニュアル整備等の体制強化

評価項目 改善方針

②サービス水準・

施設効用の発揮

近隣住民も対象としたイベントでコミュニティ醸成支援を実施 します。

入居意欲を促進するように様々な取組みを実施 し、入居率が向上するよ

うに尽力します。

③財務健全性

現指定管理期間での修繕実績等を基に適正な収支計画を構築 します。

他公営住宅でのライフサイクルコス ト縮減策を本施設でも提案するなど、

施設の効用を最大限発揮できるよう尽力します。

④市民滴足度への

配慮

入居者等に対 して、指定管理者であることを幅広 く周知 し、認知度向上を

図ります。

入居者からのご意見・ご要望に対 し、迅速かつ丁寧に対応できる体制を構

築 します。

職員一人ひとりの健康に配慮 し、一人の負担にならないようにバランス

を重視 して業務を振 り分けています。

従業員がいきいきと働ける様々な社内制度の整備が対外的にも評価され

ており、引き続き働きやすい仕事環境の構築に尽力 します。

災害レベルに応 じた対応体制を構築 します。

大規模災害時には全国からバックアップを行うなど組織的な支援体制を

確立 します。

緊急時には迅速に対応できるよう、マニュアルの整備や地元事業者との

協力体制の確立を行います。

⑦危機管理体制



2サービス水準・施設効用の発揮

『仕様書』に定める業務に沿った具体的な実施事項及びその体制

サービス水準・施設効用の発揮

<本業務の要員体制>

0現指定管理期間の業務経験や今回の仕様から

勘案し、最も費用対効果が高いと判断した10名

の職員を配置します。

●収納、書類処理等の入居者対応を中心に行う事

務職員と維持修繕・保守点検等を中心に行う技

術職員を配置します。

●業務毎に主担当及び担婆職員を決定し、

専門的かつ組織的に業務を実施します。

●右記の通り、西日本エリアの公共住宅管理専門部

門である公共住宅管理部が所管します。

西日本事業部

1西

公共住宅管理部長 (1名 )

エリアセンター長 (1名 )

マネージャー (1名 )

豊中市営住宅募集・管理センター (百 0名 )

所長 (1名 )

副所長 (1名 )

事務 リーダー (1名 )

事務職員 (4名 ) 技術職員 (3名 )

公共住宅管理部

<仕様書に定める業務に沿つた実施体制> 【凡例】統括責任 :☆ 主担当:◎ 担当iO補助 :△

業務仕様書 所
長

副
所
長

事
務
I)

|

ダ
|

事
務
職
員
①

事
務
職
員
②

事
務
職
員
③

事
務
職
員
④

技
術
職
員
設
備
①

技
術
職
員
設
備
②

技
術
職
員
建
築
①

入居者募集事務 ☆ ◎ ○ ○ O ○ ○ △ △ △

入居手続き事務 ☆ ◎ ○ O ○ ○ O △ △ △

入居者等の退去業務 ☆ ◎ ○ ○ ○ ○ △ △

建替対象住宅の住替えに関する業務 ☆ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △

収納業務 ☆ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ △ △ △

滞納整理支援業務 ☆ O ◎ O △ △ △

収入超過者及び高額所得者の対応業務 ☆ ◎ △ △ ○ ○ △

各種申込み・屋出に関する業務 ☆ ◎ ○ ○ ○ O ○ △ △ △

維持保管義務違反に関する業務 ☆ ◎ O ○ O ○ △ △

家賃関係業務 ☆ O ◎ O ○ △ △

駐車場管理業務 ☆ △ ◎ ○ ○ ○ ◎ △

共用部分にかかる業務 ☆ △ ○ ◎ △ △ △

巡回業務 ☆ △ △ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

維持修繕業務 ☆ △ O ○ O ◎ ◎ ◎

保守点検業務 ☆ △ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎

その他の管理業務
各業務の内容や職員の業務ボリュームを勘案 し、統括責任

者の所長が主担当・担当職員を適切に選定 します。
その他維持修繕等に関する業務

その他市長が必要と認める業務



2サービス水準・施設効用の発揮

収納率 (現年度分)② 駐車場使用料収納率 (現年度分)

豊中市営住宅等での実績を基に最高水準値以上の家賃収納率確保を提案します

・市営住宅等がセーフティネットの役害1を 持つことや豊中市財政に係わることを十分に認識し、適

切に滞納防止策等を実施し、現指定管理期間の平均値以上の収納率達成を目標に取組みます。

・一般的に収納率が高水準で推移している場合にはそこからの大幅な収納率の向上は難 しくなって

きますが、当社は更なる収納率向上を目指し、他公営住宅での実績や現指定管理期間で培つたノ

ウハウに基づいた適切な収納策及び滞納防止策を実施して職員全員でこの日標を達成します。

・

機 頚 ;;ミ 彗芽苺毛亀i真 ど:整
簾 ギa禦 を無 現星

!屋七鍵 :上

】現指定管理期間の平均値以上の家賃収納率 (現年度分)を提案        <受 領した表彰状>

次期指定管理期間平均99.20%の家賃収納率を確保水準として設定します。

<提案する家賃収納率 (現年度分)>

最高評価

水準値

現指定管理期間中、執行体制の構築及び様々な取組みを行うことで前指定管理者の実績より

収納率を向上させ、4年間の平均値で家賃収納率99.16%を達成しています。

の

市ホームページ の

I現指定管理期間の平均値以上の駐車場使用料収納率 (現年度分)を提案

次期指定管理期間平均99.60%の駐車場使用料収納率を確保水準として設定します。

<提案する駐車場使用料収納率 (現年度分)>

97. 80% 99. 50%

現指定管理期間中、執行体制の構築及び様々な取組みを行うことで前指定管理者の実績より

収納率を向上させ、4年間の平均値で駐車場使用料収納率99.58%を達成 しています。

<現指定管理期間の駐車場使用料収納率 (現年度ノ刀`)>

※豊中市ホームページに掲載された各年度の事業報告書数値

確保すべき

水準値

令和 3年度

目 標

令和 4年度

目 標

令和 5年度

目 標

令和 6年度

目 標

令和 7年度

目 標

97 50% 99. 50% 99.20% 99.20% 99.20% 99.20% 99.20%

最高評価

水楽値

確保すべき

水牢値

96, 70% 99. OO%

(参考)平成 27年度

98. 50%

平成 28年度～令和元年度

99. 16%
家賃収納率平

確保すべき

水準値

最高評価

水準値

令和 3年度

目 標

令禾l14年度

目 標

令和 5年度

目 標

令和 6年度

目 標

令和 7年度

目 標

99.60% 99,60% 99.60% 99.60% 99.60%

最高評価

水楽値

確保すべき

水準値

99. OO%

(参考)平成 27年度

97.40%

平成 28年度～令和元年度

99. 58%
料収納率平均

95. 80%



収納業務等を組織的に行う執行体制を構築します

本業務等で公営住宅管理業務の経験が豊富な事務 リーダー

が「収納業務」「滞納整理支援業務」「家賃関係業務」等の

主担当となり、所長がそれを統括 して履行確認を行います。

未納者への督促業務が重なった場合等は、技術職員や所管

部署の公営住宅管理業務に精通 した応援要員の派遣等も行

い、組織的かつ柔軟に対応 して目標値を達成 します。

豊中市営住宅募集 管理セ ンター (10名 )

< おける 員の役割>

収納率向上のために以下の対応を実施します

。現指定管理期間に収納率向上のために行つた、電話・訪間による督促や回座振誉不能者への速や

かな督促状送付、国座振替勧奨等の組織的な取組みを継続して実施します。

・豊中市営住宅等を含む全国43契約210,138戸 の中で行っている収納業務の中で効果的だ

つた取組みを豊中市と協議の上で実施します。

I現指定管理期間で培つた滞納防止の取組みを継続して実施

【滞納会議の開催】

・収納チームにて滞納会議を毎月開催し、制度変更や業務の効率化について協議しています。

また、朝礼にて滞納状況を共有し、突然の入金・連絡・訪間にも円滑に対応 しています。

【滞納回収強化期間の設定】

・「給料・ボーナス等支給日」「年度末」等は滞納回収強化期間と設定し、必要に応じて担当職

員以外の職員も協力して個別の電話督促や訪間などの調整を行い、滞納解消に取組みます。

【滞納者への周知や納付相談に注力】

生活状況の変化など、相談により滞納が解消されるケースがあるため、収入の再認定や減免手

続き等各種制度を市営住宅だより等で周知すると共に納付相談について積極的に対応 します。

【滞納債権を3種類に分類し対応】

1

技術職員 (3名 〉

「l・

=I(H 
名う

剖「,,I工 (イ 名Ⅲ

|キ務リ ヤす‐(J常〕

|ドみれ!|(4名う

執行体制 役割

所 長 全業務の統括、各種業務の補助、豊中市との窓口  等

冨1所長

収入超過者及び高額所得者の対応業務、各種申込み・届出に関す

る業務、入居者対応業務等の主担当

各業務の統括 ・補助、豊中市との窓口       等

事務 リーダー
収納業務、滞納整理支援業務、家賃関係業務の主担当

各種事務業務の補助・履行確認          等

事務職員
収納、募集、退去、申請、滞納等に関する入居者対応・事務処理

入居者への電話・訪間等による督促・問合せ窓口  等

技術職員 各種事務業務の補助 等

支払い能力はあるが支払い意思が薄い入居者の債権

市と協議の上、明渡訴訟への準備自宅訪問や電話回数

2
1に移行する可能性が高い入居者の債権

分納制約が守れなかつた時点で 1に移行、明渡訴訟の準備にかかることを予告

支払意思はあるが、支払い能力が乏 しい入居者の債権
3

親族、関係機関への相談を推奨、減免申請がなされているかなどの確認



I状況に応じて効果的な督促を実施

【書面による督促】

・家賃・駐車場使用料の滞納者には、まず書面の送付による督促を行っています。

・督促文書を送付 し、それに応じない入居者には段階的に督促書類の再送・期限付き連絡要請

を記載した督促書類・警告書・呼出状等を送付し厳正に督促しています。

'そ の他、連絡先を分かりやすく記載する、滞納によって発生するデメリットを記載する等の

工夫をしています。

<滞納督促書面>       <警 告書>        <呼 出状>

【電話による督促】

・対象者への電話連絡回数を設定します。(例 :毎 日同じ時間に3回、毎週同じ曜日に架電等)

・原則番号通知、留守電への伝言を行います。連絡 した際は連絡リストに記録を残します。

・連絡時の話法として滞納による明渡し等、入居者にとってのデメリットをお伝えし、督促と

とられない話法で状況確認に主眼をおき対応します。

話法例 (例 )

「こちらで確認いた しました結果、現在○月分まで入金されておられます。お間違いないで しょうか ?」

「市営住宅の家賃 (使用料等)は、O月 分をO月 末までに入金いただくよう定められています。」
「そのルールを連守いただくようお願いします。」

【訪間による督促】

・上記の督促を行つても提出の見込みが無い方には直接訪問 して未提出の要因確認や記入方法

の説明等を行い、入居者に寄 り添つた対応を行います。

・担当職員による訪問だけでなく、技術職員の巡回に併せて書類の督促や相談を現地で受付け

る等、本業務に配置 している職員で最大限効率的に業務を履行 します。

・特に本施設に多く入居する高齢者等には、電話・訪問を兼用 して手厚 くフォローを行います。

巫
督促方法

書面督促

電話督促

訪閣督促

短期滞納 の段階か ら書面 '電話 ・訪問督促 を実施 します。

¬ヶ月  2ヶ 月  3ヶ 月         備 考

0    ●    0  必要に応じ、保証人に対して発送

―     ●    0  必要に応じ保証人 親族 勤務先等にも実施

-    0    ●  身分証明書を携帯し、在宅率を考慮 し訪問



I口座振替設定の勧奨

口座未設定の入居者等へ口座設定依頼書の

送付・電話・訪問時に直接口座振替の設定

を依頼する等の取組みをしています。

住宅掲示板、市営住宅だより、配付書類等

で口座振誉の利便性を入居者へ頻繁に周

知 します。

新規入居者には、原則回座振替で案内する       <市 営住宅だよりでの勧奨(抜粋)>

等強 く勧奨 します。

勧奨する際、特に高齢者等には記入例等を活用 して出来る限り分かりやすく説明 します。

日座振替強化月間を設定 し、積極的に勧奨 します (年末の賞与等支給時期前に設定)。

口座振替率の向上が収納率向上及び利便性向上に繋がると考え、積極的に勧奨 します。

・口座振替世帯率を前期指定管理期間より向上させた実績があります。次期指定管理期間

についてもさらなる口座振替率の向上を目指して取組みを継続します。

I滞納常習者への対応

【しばしば滞納への対応】

「常習的な滞納」と「一時的な支払い」を繰 り返す入居者は、結果的に滞納金が膨れ上がるケ

ースが多くなります。そういつた滞納者に対 しては、面談等により状況を把握 した上で支払い

が正常化できるよう根気強 く対話 し対応 します。

【分納誓約の取交し】

家賃の一括納付が困難な方には、豊中市と協議の上、分納誓約を取交します。その際も、安易

な少額分納や期限の定め無き納付誓約とならないよう滞納者と打合せを行い、納得いただいた

上で分納誓約書を取り交わします。

I代理納付の勧奨

生活保護世帯の滞納を防止するために代理納付制度の勧奨が効果的であると考え、積極的な周

知を実施しました。現指定管理期間の制度勧奨により、令和元年度には代理納付率80.5%
まで向上しており、さらなる納付率向上に寄与できるように尽力します。

】滞納 口滅免制度相談窓口を新たに開設

・現指定管理期間の業務経験や他公営住宅管理業務から、困窮によりやむを得ず滞納となって

しまっている方が多くいることを理解 しているため、これらの方に関 して減免制度や分納等

の方法を丁寧に説明する必要があると特に考えています

。当社は、常時「滞納・減免制度相談窓口」を設置 し、支払意思があるが、どうしても今は対応

できない事情がある方が相談 しやすいように周知 します。
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2サービス水準・施設効用の発揮

申 率

令和 4年度

目 標

令不目5年度

目 標

令和 6年度

目 標

令和 7年度

目 標

最高評価

水準値

令和 3年度

目 標

98 50% 100% 99. 90% 99.90% 99.90% 99.90% 99,90%

現指定管理期間の業務経験を基に適切な収入申告書提出率を提案します

・本施設が公の施設であることを踏まえ、入居者の所得に応じた公平・公正な家賃の設定や著しい

低額所得者の方の住宅確保の妨 |ず にならないように収入申告書提出率向上に尽力します。

現指定管理期間の業務経験から申告書提出率 100%の達成が大変難しい目標であることを理解

しており、現実的な数値として次期指定管理期間平均99.90%の 収入申告書提出率を確保水

準と定め、他公営住宅 ,本業務で培つたノウハウを最大限に発揮して目標達成に取組みます。

<提案する収入申告書提出率>

確保すべき

水準値

現指定管理期間中、未提出者への催促として特に効果的な電話・訪間等を根気強く行う等の

対応を組織的に実施 し年々提出率を向上させ、令和元年度には収入申告書提出率 99,9
5%を実現しています。

<現指定管理期間の収入申告書提出率(現年度分)>

確保すべき水準値 最高評価水準値
(参考)平成 27年度

前指定管理者実績

平成 28年度～令和元年度

家賃収納率平均

98. 00% 100. OO% 98. 00% 99.86%

,後述の督促方法等で提出率向上に取組んだことが功を奏し、平成30年度・令和元年度には

1件を除き全ての対象入居者からの回収に成功 しました。

令和元年対象入居者 令和元年提出件数

2, 121 2, 120

収入申告書提出率を向上させるために適切な執行体制を構築します

平成 30年対象入居者 平成 30年提出件数

2,195 2, 194

本業務や公共住宅管理業務経験の豊富な副所長が「収入超過者

及び高額所得者の対応業務」「各種申込み・届出に関する業務」

の主担当となり、所長がそれを統括 して履行確認を行います。

収入申告書の提出期限前等、業務量が多くなる時期は技術職員

や所管部署より人員を派遣する等、組織的かつ柔軟に対応 し

て目標値を達成 します。

< >※ 各職員の業務はpll、 仕様書に定められた業務に沿つた実施体制参照

豊中市営住宅募集 管理センター (10名 〕

POINT

技術職員 (3名 )

テlⅢ 1 11 1■

|十 ■ i ll lll

―
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ーJ ■ 「 1‐il
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執行体制 役割

所 長 ・全業務の統括、各種業務の補助、豊中市との窓口  等

収入超過者及び高額所得者の対応業務、各種申込み・届出に関す

る業務、入居者対応業務等の主担当

各業務の統括・補助、豊中市との窓口       等

副所長

事務 リーダー
収納業務、滞納整理支援業務、家賃関係業務の主担当

各種事務業務の補助・履行確認・チェック     等

事務職員
・収納、募集、退去、申請、滞納等に関する入居者対応・事務処理

'入居者への電話・訪間等による督促・問合せ窓口 等

技術職員 各種事務業務の補助 等



提出率向上のために様々な媒体で同期を行います

・現指定管理期間に収入申告未提出者に行つた様々な手法での根気強い督促等、効果的だつた手法

を継続 して実施 します。

・全国43契約 210,138戸 で行つている公営住宅管理業務で効果的だつた現地説明会の開催

等の新たな手法を実施することで、更なる提出率向上のために様々なアプローチに取組みます。

I未提出者への督促時の取組み

【書面による督促】

・収入申告書未提出者へ書面の送付を行つています。

・書類送付後も未提出の方には、督促書類の再送や再送書類ヘ

の期限付き連絡要請の記載等を行い再督促 しています。

・書面には、未提出の場合に民間賃貸住宅並みの家賃となって

しまうこと等を記載 し、入居者に提出のメリットを伝えます。

・その他、相談がしやすいように連絡先を分かりやすく記載す

る・複数回の送付を行 う等の工夫を道宜実施 しています。

<収入申告書の督促書面>

【電話による督促】

・対象者への電話連絡回数を設定します。(例 :毎 日同じ時間に3回、毎週土曜日に架電等)

・原則番号通知、留守電への伝言を行います。連絡した際は連絡リストに記録を残します。

・連絡時の話法として、未申告による家賃の高額化等の可能性等の入居者にとってデメリット

をお伝えし、督促ととられない話法で状況確認に主眼をおき対応します。

話法例 (例 )

「こちらで確認いたしました結果、収入申告書の提出期日が経過 してもご提出の確認がで

きなかったのですが、お間違いないでしょうか ?」

「収入申告書を提出いただかないと〇年度の家賃の算出ができないので、民間住宅並みの

家賃に設定されてしまいます。」
「そのようなことがないように、提出のルールを連守いただくようお願いします。」

【訪間による督促】

・上記の督促を行つても提出の見込みが無い方には直接訪問して未提出の要因確認や記入方法

の説明等を行い、入居者に寄り添つた対応を行います。

・担当職員による訪間だけでなく、技術職員の巡回に併せて書類の督促や相談を現地で受付け

る等、本業務に配置している職員で最大限効率的に業務を履行します。

・特に本施設に多く入居する高齢者等には、電話・訪問を兼用して手厚くフォローを行います。

・現地で直接説明を行 うことが、収入申告提出率向上に効果的であつたことから、次期指定

管理期間には、規模の大きい回地等を対象に豊中市と協議 して現地説明会を開催 し、入居

者に寄 り添つた丁寧な対応を行います。

送盛_,iュ 孟 __彦工■と…工義色,ま ,__

O



!提出率向上のために様々な媒体で周知

【入居説明資料での周知】

・特に公営住宅に初めてお住まいになる方等

には、入居する際に収入申告について丁寧に

行うことが重要であると考えています。

入居説明会の段階で説明資料に滞納防止や

収入申告を啓発する内容を記載 し、案内する

ことで入居後の収納率向上に繋げています。

をおE:す じます

Or収入申告書Jの提出

毎年 7月 唖に、豊中市営住宅意集・管理セン

'一
から収入申告書の提出依頼

のI知がありて

'す

ので必ず爆出期「R,Alに 収入電:,年 甚に撫付書垣を深テ 収入の

中告を4F,〔 ください.

女管は この収入の申常に基づさ状:'さ れ 1買 入に麻して'虫
【うりぎす.

収入の中告のない電台lf 正確な家質算定がてこといため遺修同蓮″)住 宅p

家賃
=支

払うことに■ ります。‐

公営住宅の家質制度は,「入∴二者rァ)方 の42ムと住
‐
t',質によって、毎年度変化

する,Jと いうF,のです.

収入11]省 を行 うことに↓り 入属等の叫又入にす,し たさめ鶴かな謀奮設″とな

け 住宅r,〕 広さ 古さ 利伊_性という住宅の夏にも応した家蛋となりまオ。 ,

<入居説明会資料(抜粋)>

【市営住宅だよりでの周知】

・定期的に発行する市営住宅だよりに未提出防止の啓発文書や収入申告の補足説明資料を記載

し、入居者に周知しています。

・新たに提案する現地説日月会等の情報も記載し、さらなる周知を行います。

…l慎入 置建 の 通 知

撃kD総寵篭,翠 とそれ

,こ lィ J与た季受をチ」報ち

せし】=す ,

'1  ''' |=FO―  .,11

<市営住宅だより記載(収入申告・滞納防止に関する箇所抜粋)>

【ホームページ掲載での周知】

・ホームページにも収入申告に関する説明文書・申告書類書式・記入方法等を掲載 し、周知 し

ています。

・新たに分かりやすい記入例、収入再認定制度や減免制度等紹介文等の追加掲載を検討 し、入

居者への啓発活動を行います。

●え0●●力̂
収入申告書
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えい●こ●与鳴 Ⅲ●
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<ホームページ掲載資料(抜粋)>
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2 サービス水準・施設効用の発揮

④安心安全な施設の維持管理を行う能力等を有しているか

予防保全の観点から維持管理を行い、安心 。安全な住生活に寄与します

I維持管理業務における基本的な考え方

・当社は、「入居者の安心・ 安全を確保すること」が最も優先すべき事項であると考えています。

・「豊中市公共施設等総合管理計画」「豊中市営住宅長寿命化計画」の内容を踏まえ、予防保全の

観点から日常の巡回、保守点検や修繕を適正に行うことが入居者の安心・安全に繋がると認識 し

ており、現在も大きな トラブルなく維持管理業務を実施できています。

I本業務専任の技術議員 3名が中心となつて対応

維持管理業務については所長による統括のもとで技術

職員 3名 が主となって対応 しており、次期指定管理期

間も同様の体制で取組みます。

技術職員は本施設等の公営住宅での業務経験や一級建

築士資格を所持 しており高い専門性を有 しています。

事務職員、所管部門の社員・地元協力事業者等とも

効率的かつ組織的に連携 し、業務を遂行 します。

豊中市営住宅募集・管理センター (HO名 )

・現在の安心・安全への取組みが評価され、豊中市・第二者選定評価委員会が行う年度評価で

は、両者から最高位のA評価を獲得しています。(平成30年度)

・維持管理業務においては、現在以下業務を適切に実施することで上記評価をいただいてお

り、次期指定管理期間においても現状と同様の体制が適切であると考えています。

保守点検業務

対象設備等

昇降機、立体駐車設備、ゴミ貯留排出機、受水槽高架水槽、給水設備、

消防設備、ごみ処理等清掃、雑排水管清掃、樹木等維持管理、児童遊園

修繕業務
一般・緊急修繕 空家修繕

件数 金額 件数 金額

平成29年度 550件 22,348千 刑 118件 フ4,946千 円

平成 30年度 529件 31,429千 円 113件 70,629千 円

令和 元年度 483件 38,566千 円 108件 52,665千 円

124時閥365日 対応可能な連絡体制を構築

緊急時も公の代行者である指定管理者として、滞りなくサービスを提供するために夜間・休日等

でも入居者からの連絡を受付・対応可能な体制を構築しています。

豊中市

市営住宅等

li::::||::!1言 |

稲
入居者

連絡員

自治会

連絡・通報

状況確認

対応

緊急時は業務時

間外でも、即時に

職員に連絡

完了報告

豊
中
市

【業
務
時
間
外
】

ヨ
ー
ル
セ
ン
タ
ー連携

対応指示

状況確認

事案の共有

完了報告

※必要に応 じて要請
対応確認

状況確認・対応

作業手配

地元協力事業者

事務リーダー(1名 )

事務職員 (4名 )

す)|■ (「ム)

騨F労 |,(1名 )

1主市FIIド ,|| (1→ |||う

POINT

警察・消防・病院等

1      241時間365隠―愛付体制

【業
務
時
間
内
】

管
理
セ

ン
タ
ー



通切なサイクルでの保守点検、日常巡回によつて安心・安全を確保しています

:メ ンテナシスサイクルに基づく業務年間計画の立案、適切な完了確認

・国の「建築保全業務共通仕様書」や「公営住宅等日常

点検マニュアル」等の各種マニュアルに従い、本施設

に対する「点検・診断の実施」「その結果に基づく必

要な対策の実施」「点検・診断結果や対策履歴等の情

報の記録及び次の点検・診断等への活用」という「メ

ンテナンスサイクル」を構築 しています。

点検・裕修

点検や補緯等の
E己録

生を全度を評価

申エ 彫険
言十画   5鬱
メンテナンス
サイクル

富E搬   措置

X
4

豊中市営住宅等の業務年間計画も下表の通 り作成 し、

地元事業者と協力の上で業務を履行 しています。

計画的な
箱修 ,補強

<メンテナンスサイクル(イメージ)>

保守点検業務完了後は当社職員等が確認 を行い、保全台帳に記録 しています。

<令和2年度 業務年間計画 (抜粋)>

Э巡回点検

妙綸水点練

9盤併水営清縄
清掃真施 (対 象住宅)

④消防設備点検

9機犠式盛車場
点検

③ゴミドラム点

DEv点 検
I

9構水管理

9日 常′青絡業務

D児 童公固遊共
点検

t)建 祭設備点検

!団地内で作業をする際の適切な周知

・場所の占有や音の関係があるため、入居者等に対 し連絡漏れがあると

トラブルに発展するケースがあることを理解 しています。

・エレベーター停止、断水等の入居者の生活に影響を及ぼす作業を実施

する時は、事前に月知文書を作成 し、自治会長にご説明の上で、掲示

板等への掲示を実施 します。

・入室作業が必要になる業務 (消 防設備点検等)の際は、特に丁寧に説明

することが必要です。対象となるお部屋番号を明記 して、在宅の必要

があることを事前 (原則 lヶ 月前)に周知 しています。 >



]巡回業務時の取組み

・月 1回実施する巡回業務実施時には、点検チェックリス トを用いて、高齢者・障害者・子ども

の目線に立ち、不具合・危険箇所を的確に発見・対処 します。

・防火管理の観点から共用部に入居者の備品の放置が無いか、不法投棄や危険物がないか等、建

物管理の専門家としての視点で確認 します。

・防犯の観点から、巡回する者には新たに所属の分かるビプス等を着用させ、積極的な挨拶の実

施、巡回時間を小学校の下校時間に合わせる等配慮 します。

・予防保全の観点から建物の亀裂や鉄筋露出等の異常を見つけた場合、緊急性が無いものも計

画修繕時の参考データにするために記録 します。

高齢者、障害者、子供

の目線で、

危険箇所確認

<点検チェックリスト(例)> <ビプス(例)>

:適正な駐車場維持管理業務

技術職員が駐車場管理委託をしている自治会と連携して、契約者のいない区画に車両が停まつて

いないか、前利用者の残置物が無いか等を確認し、必要に応じて指導やカラーコーンの設置等を

行います。また、事業者と入居者間でトラブルが発生時は当社が可能な限り双方の間に入り進捗

をフォローすることで、解決に時間を要さないよう努めます。

<他公営住宅で行つた駐車場の不法駐車・不正利用の防止策(例 )

・将来的な自治会委託業務の指定管理者への移行については、最も適切な仕組みが構築できるよ

う、当社の経験を踏まえて豊中市と協議します。

皿
・当社は公営住宅の駐車場維持管理業務実施経験を多数 (78,185区画)行つています。

・当社は、駐車場使用料の利用料金制を導入している自治体での業務経験もあり、駐車場使用

料の中で適切に維持管理業務を行うことは当然のこと、駐車場の目的外利用を含めた空き

区画解消策のご提案も可能です。
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維持修繕業務を効率的かつ効果的に実施します

I一般 日緊急修繕業務を確実かつ迅速に実施

【確実かつ迅速な業務の履行】

・前述の通り、24時間365日修繕業務の受付を行い、当社技術職員と地元協力事業者が連

携して修繕業務を実施しています。

・地元協力事業者については、各住宅・設備ごとに主たる担当者・連絡先を記載した一覧表を

作成しており、これに基づき対応依頼を行つています。また、夜間・休日や緊急時にも確実

に現地対応を行うため、漏水等に対応する事業者は複数連携体制を構築し、連絡の順位付け

を行い、確実かつ迅速に修繕業務を履行しています。

/ / / /
/
/ /
/ / /
/ /
/ /

<各住宅の協力事業者一覧表>

【優先度評価によるライフサイクルコストの低減】

・将来的な市の財政状況も踏まえ、補修箇所については、安全性・緊急性を重視して「健全度評

価」を行い、評価に応じて優先度を決定します。

・優先順位を決定する際には、豊中市が行う計画修繕のスケジュールも考慮し、計画修繕とと

もに実施 した方がコス ト低減に繋がる場合には市へ提案を行う等、状況に応じて柔軟に対

応します。

・巡回業務等で危険の予想される個所などを事前に修繕することで、安全性の確保とともに緊急

修繕費用を縮減することによるライフサイクルコストの低減にも寄与します。

健全度評価 I 健全であり対策不要 (経週醒酵 ― 勤 保全tこ よる計す図的な維縫 理

―
事後保全lし よる維持管理

健全度評価 I

健全度評価孤 早期の対応が必要であり、優先的に対策を褒施

健全廣評価V 緊急的な対応が必要であり、対策を実施

健全度評鶴 I 健全度評極Ⅲ(,V

健全度評価 Ⅱ

早 期

健
全
度

ffi
評価項目により
優先順位決定

o重要度
②被書リスク
⑤劣化環境

<優先度評価の考え方>

1響 |

経過年数

<緊急修繕費縮減によるライフサイクルコストの低減>

止

管I里基準

使用限界
健全度の判定

経過観察



I空家修繕業務は 100%実 施

・豊中市の定める仕様並びに国の仕様書等を参考としながら、入居者が健康で安全に文化的な生

活を営める持続可能な住環境の提供を前提として業務を実施 します。

・豊中市の定める水準である100%の 実施率を次期指定管理期間も継続 して達成するために効

率的に業務を実施 し、原状回復にかかる検査・補修を完了するまでの日標期間を2ヶ 月と定め

ます。

・仕様に定められた住戸のバリアフリー化等以外にも、入居促進策として和室から洋室への改修

や単身用への改修等、様々なニーズを施工者として捉え、豊中市と協議の上で住政策に沿つた

形で業務を実施 します。

I修籍工事実施時の入居者等の安全確保

・適宜、団地掲示板や配付書類等で作業の実施をお知らせする等の取組みを行います。

・業務実施期間においては、入居者だけでなく通行人や周辺住民も含め、以下のポイントを中

心に状況に応 じた配慮を行うことで安全に業務を遂行 します。

安全通路の確保       施工期間中等の導線確保      通勤・第二者への対策

事故を未然に防止するため、入居者 , 資材搬入時等は、対象区画を安全に通  仮設作業時や資材の荷揚げ・荷降し作

第二者が通行することができる安全通  行いただくため、作業動線を確保し、  業は、通勤者・第二者などが多い時間

路を確保します。           安全に誘導 します。          帯は避けて作業します。

資材等の落下防止

万が一、足場上部から落下物があつた

場合にも、物が落下しないように配慮

し、養生を行います。

安全パ トロール実施

安全品質管理の担当者による安全パ ト

ロールを実施 し、危険箇所を確認して

事故を未然防止 します。

安全教育

新規に現場に入る者には、新規入場者

教育を行い、毎朝の朝礼で作業内容・

危険作業を確認します。

安全協議会

定期的に、各種専門業種の職長 作業

員が出席する「安全に関する協議会」

を開催 します。

安全な資材等保管場所

資材や廃材等は安全性が確保できる場

所で保管、搬入出時はルー トを検討

し、誘導等を実施します。

近隣挨拶

影響の大きい作業を実施する前には近

隣へも挨拶に伺い、作業実施に理解を

頂けるよう努めます。

]結果報告書を適正に実施

・修繕実施後、施工前・施工後の状況がわかるよう、写真にて記録 し、報告書に添付 します。

・無断退去や強制執行で前入居者の原状回復や残置物処分を実施する場合も写真で記録 します。

作成 した報告書はデータで保管 し、業務 レベルの平準化および次の修繕業務効率向上、迅速化

に役立てます。
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<当社作成報告書例 (一部抜粋)>



社内規程に基づく再委託先の選定、当社職員による検査等により、確実に業務を履行します

I当社規程に基づく事業者選定

業者選定の専門部門「業務管理部」によつて業務品質や執行体制等の審査 (業務内容の理解・経

験・費用・会社体制・対応力等)を クリアした事業者へ発注し、定期的に審査基準以上となって

いるか確認し、適宜是正・指導を行つています。

<第二者委託の方法>

見積取得 見積取得 (原 則、相見積を取得)

面談・審査
契約内容や業務実績等について面談にて審査

財務諸表、必要許可証、登記簿謄本、会社案内にて書類審査

▼

▼

専門部署と協議、審査内容を確認 して事業者登録

個人情報取扱方法や支払い口座等を決定

登録会社から原則、相見積を取得 し価格を検証

現行事業者、市内事業者等を優先 して再委託

▼

発注
発行、契約締結時の条件で支払い

必要に応 じて改善措置

本業務の再委託先には、豊中市内の事業者を優先して選定しています。現状、メーカ

ーヘの発注が仕様である業務を除いて、市内の事業者に100%発注しています。

I当社職員による業務履行確認

・修繕完了後は原則、技術職員による現地検査を行い、専門事業者から提出される「検査報告書」

と併せて品質検査し、必要に応じて是正指導を行つています。

・必要に応じて工事期間中に現地に足を運び、責任を持つて履行管理を実施しています。

<品 質管理チェックシー ト記載項目>

評価項目 内容

安全

(15項目)

作業員の必要資格を確認 し配置 しているか、緊急時の連絡体制 ・対応フローがあるか 等

品質

(15項 目)

定められた仕様に基づいた施工がされているか、工程ポイン ト毎の自主検査を行い、

検査を報告 しているか施工の仕上が りは問題ないか 等

その他

(10項 目)

<空家修繕チェックシー ト (例、検査項目一部抜粋)>

機パン

作業員のマナー (大声 ・態度等)に問題はないか、入居者の要望 苦情を当社に報告 して

いるか 等

登録

事業者選定

部位 項 目 検査内容 範囲 確認

建具

家具

木製建具 (枠,扉,金具) 詞閉・建付け・施錠・ハンドル・戸当り '汚れ・傷

和室建具 (襖、障子) 詞閉・建付け・紙破れ ,傷

インナーサッシ 詞閉・建付け・施錠・サッシ枠との取合い・傷

不陸・床鳴 り '隙間 汚れ・糊付着 ・傷

不陸・床鳴 り・ほつれ ,汚れ・グリッパー釘

不陸・床鳴 り・剥がれ・膨れ・汚れ 傷

l居付状況・タンク注水・排水 ・便座動作 `汚れ・傷

内装

仕上

フロー リング

カーペッ ト

CF・ 塩 ビタイル

便器・アクセサリー住設

機器 l居 付状況・吐水・排水 汚れ 傷



2 サービス水準・施設効用の発揮

断 に行 う能力等を しているか

公平公正な判断等が可能な組織的体制を構築しています

現指定管理期間、豊中市の代行者としての責任と重要性を十分に理解 し、入居資格の判断や各

種申込書の審査等を公平公正な立場で慎重かつ適正に判断 してきました。後述の取組みを引き

続き行うことで次期指定管理期間においても正確に業務を履行する能力を有 しています。

入居資格等の判断を行うのは各職員であるため、誤つた判断を防ぐために組織的なモニタリン

グ・職員の業務理解を深める指導・適正な判断を各職員が均―に行えるような仕組みづくりが

大切であると考えています。

I専門性を持つた経験豊富な職員が確実に業務を履行

・現指定管理期間に本業務に取組み、入居資格判断等の

業務内容を熟知 している事務 リーダー・事務職員を継

続 して配置することで適切に業務を遂行 します。

・募集・審査等の業務毎に主担当及び担当職員を定めて

おり、専門性の高い各担当職員が公平・公正な判断を

行いますc

豊中市営住宅募集 管理センター (10名 )

・現指定管理期間に実務を行う中で把握した業務ボリュームや43契約210,138戸 の

管理経験に基づき勘案し、現仕様と同等の要員体制が最適であると判断し、提案します。

・令和元年度には年763件の募集申込者対応・年863件の申請書類等に適切に対応 して

おり、収入申告提出率や収納率においても市の定める水準を上回る割合を達成していま

す。

・現指定管理期間に組織的な業務履行や様々なサービス向上の取組みを行うことで、「管理

運営業務の年度評価」にて最高位のA評価を獲得しており、入居者のサービス向上に十分
に寄与できる体制であると考えています。

]組織的なモニタリングで職員の判断の補助及び確認を実施

・万が一、職員が誤つた判断をした場合に備え、業務全体の統括を行う所長や所管部門の公共

住宅管理部マネージャー・スタッフ部門、当社監査部等が担当職員の履行状況・担当結果等

を定期的にモニタリングすることで補助しています。

※モニタリング詳細は2-⑥を参照

]実務研修 Eシ ミュレーション研修による職員の指導

・新規配属者等に対 して、管理センターで実際に受付けた申請書等の内容を参考に疑似申請書

類を作成 し、書類の処理を実践形式で研修を行っています。

・新規配属者等に対 して、所長等が入居者役となり実際に入居者が来訪 した場合の接遇を疑似

体験するシミュレーション研修を行つています。

・新規配属者には、公営住宅での業務知識指導に特化 した「配属前研修」と他公営住宅管理セ

ンターで行う「実務研修」を行い、本業務を適正に行えるように指導 しています。

技術職員 (3名 )
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Iト リカ 歩チェックを実施

・公営住宅の管理業務では多くの個人情報が含まれる書類や現金等を入居者から受領するため、

「いつ・誰が ,何を受領 したか」を明確にする受付 リス トを作成 して管理 しています。

受領 した書類・現金等の確認時は専用マニュアルに基づき「受領者」「検査者」「責任者」に

よる、 トリプルチェックを行うことで、入居者の書類の再提出等の手間を防止します。

<ト リプルチェック体制>

か歩歩
入
居
者

確認者① 受領者

受付職員に

よる確認

確認者② 検査者

受付職員以外の職員
による確認

確認者③ 責任者

副所長等の主担当

による確認

I各種申請 a届出チェックリス トを作成

・職員が、必要書類・記入内容を迅速・確実に確認するために

「各種申請・届出チェックリス ト」を新たに作成 します。

・本チェックリス トを活用することで、職員の誰が受付けをし

ても適正な判断を均―に行うことが可能となります。
<各種申請・届出チェックリスト(案)>

I独自のマニュアルを活用

募集・審査・入居関連手続き・入居方法等の作業及び対応方法等について、マニュアル化を

行い、業務を効率的に実施しています。

マニュアルには現指定管理期間で把握した業務内容、状況に応じた入居者との対話方法、審

査における注意点等も適宜加筆して運用 しています。

生活保費総書一生活保護妾任ね書類 t委任状・欽頼書

'

<独自のマニュアル(抜粋)>

]収入超過者 日高額所得者を厳正に審査 B対処

本施設を本当に必要とされている方に利用いただくために収入超過者・高額所得者について

は厳正に対処 します。

現指定管理期間には、両者とも電話又は直接訪間で指導するとともに、明け渡し後の住宅の

斡旋や転居に関する相談、スケジュールについて親身になって相談にのる対応が効果的であ

ったため、引き続き継続して行います。

市への承諺

`嵐

類 入居承認書‐収入認定兼家賃決定通婚を2篤のうr,f簿に,ま r案とを押して、′Ч ンタ とこユ霞じる

入居君一覧表、こ垂格審査ユ姦と共に該当者分を住宅鐵へ提出一曇対法の霞会を受ける。

案内文 r保護人の ,たう要書類記韓】■使蠅証書十唯車瑞躊係書類鍵ⅢⅢ■1蕉糠を送付5 使用証書

共益費雪支収物件 ,ア ルと入野田 二:華 第3・ 北条西 ilま 共益費の契約書2都 同鶉

借■第1'住 宅の入懸番への使用誕書は、資貸期I良籠戴のもの

`市

筐住宅僕需証こ(l占 ■月),を 送ffす る

| 質お延書争の窮曖 ・提出された喜鎮を確認し、保護人|百報を入力
・使用証書の写しを保二正人鬼に送付

`驚

濃し終了まてて可

'

O下 記書類をそれぞれの該当者にあわせてセットし、郵送

敷金 (住 宅 =漂
|.当月分家賃、当月分亀4車 場模癖料の子碑衛墓 100ナ 発行

・誓約書 :野 田・アルビス・葵語版 rょ 男ξ株式 ,

・闘意讐

・収入申告書 (次 年度分 1透 テ

口震振種依頼書 (生活保護受総着よよ除(:

・ンル′`一ハウジンクー人居者基

`毘

カード・承五恙著

・単身者一単身入居申立書 (年齢問わず
'



公平・公正な判断を行うために、入居者等が正しく申請書類等を書けるように配慮します。

・当社は公平・公正な判断のためには入居者等が記入する申請書類等の内容について、不備がな

く提出いただくことが前提であると考えています。

・現指定管理期間の経験から「各書類の分かりやすさ」「丁寧な説明」「入居者等に必要な情報の

周知」に注力して業務を行います。

I記入例 3添付書類 リス トを作成

・入居者等が各種申請手続きの際に分かりやすいよう、

新たに記入例や申請に必要な添付書類 リス トを作成

します。

・作成 した記入例は書類送付時だけでなく市営住宅だよ

り・ホームページ等の媒体にも適宜添付 します。

]当社作成ホームページに資料を掲示

・各種申請の説明等をホームページに掲出し、申

請書類等の説明を行つています。

・必要な各種申請・届出等の「書式」「分かりやす

い記入例」「必要な添付書類 リス ト」を今回新た

にホームページに掲出し、入居者が管理センタ

ーに来訪する手間を削減 します。

it…Ⅲぢ餓…
坤

<申

<本施設のホームページ>

IUD(ユ ニパーサルデザイン)フオントを採用

・掲示資料や案内文は文書等であることが多く、たくさんの文字を視覚で

捉える必要があります。

i誰がどんな状況にあっても正 しく文字を認識できるよう、入居者等が閲

覧する文書等を当社が作成する際は、UD(ユニバーサルデザイン)フ

ォントを新たに使用 します。
<一般的な書体>

FONT
<UDフォントロゴ>

<UDフォント>

3886 ◇ s 836
UDフオントとは

「文字のかたちがわかりやすいこと」「文章が読みやすいこと」等のコンセプトから生まれ

た書体。識字障害等の方も読みやすく、教科書や道路標識、公共機関の案内等で採用されて

います。

I収入申告書の説明会を開催

・現指定管理期間の業務経験から「収入申告」におけるお問い合わせが多数あることを理解 し

ているため、これらに関する周知は丁寧に実施する必要が特にあると考えています。

・次期指定管理期間には、規模の大きい団地や窓国から遠い団地等を対象に豊中市と協議 して

現地説明会を開催 し、入居者に寄 り添つた丁寧な収入申告書についての説明を行います。

判別がつきやすい



全ての方に寄り添う、公平・公正な窓口を目指します

・当社は入居資格等の判断だけでなく、全ての業務で公平・公正な対応に重点を置き「全ての方

へ同 じ内容のサービスを提供すること」ではなく「全ての方が可能な限り同 じようにサービス

を受けられるよう必要とされる個別の調整を行い、サービスを提供すること」を行つています。

・豊中市営住宅等には高齢者、障害者、母子・父子世帯、外国人の方等様々なご事情の方がお住

まいであり、特に現指定管理期間の経験から、世帯数の半数以上を占める60歳以上の高齢者

世帯等 (平成 31年 3月 末時点)については、一層配慮 した提案が必要と認識 しています。

I認知症・認知症予備軍や高齢者への対応方針

「驚かせない」「急がせない」「自専心を傷つけない」を心得とし、以下の認知症の方への対応ポイ

ントに注意 して接遇 します。また、この対応ポイントは、高齢者と接する上でも効果的であるた

め、高齢者への接遇時にも実践 します。

認知症・高齢者の方への対応ポイン ト

(1)まずは見守る

(2)余裕 を持つて対応する

(3)声をかけるときは 1人で

(4)後 ろから声をかけない

(5)相手に目線を合わせてやさしい口調で

(6)お だやかに、はっきりした滑舌で

(7)相 手の言葉に耳を傾けてゆつくり対応する

※「認知症の人への対応ガイドラインJ抜粋

I障害者の方に豊中市と同じ意識を持つて合理的配慮

障害者差別解消法では一人ひとりの困りごとへの合理的配慮の提供について定めており、民間

事業者は努力義務となっていますが、当社は豊中市と同 じ意識 レベルで配慮 しています。

<合理的配慮の例>

平常時の

配慮

移動が困難な方が管理センターに来訪された際の移動補助や巡回時訪問

ネ見覚に障害がある方に、職員が点字名刺を使用・文字読上げ機能の紹介

聴覚に障害がある方に、筆談器 ・耳マークの設置等で対応

読み書きが困難な方に、書類の読上げ・記入支援

指示理解が困難な方に、複雑な内容はイラス ト等を利用 して伝達

疲労 緊張 しやすい方に、説明途中で休憩を取る・個別ブースで対応

災害時の

配慮

肢体不自由の方に、歩行ルー トの配慮・優先的に毛布等を配布

知的障害の方に、穏やかな声かけ・本人のペースでの避難誘導

:外国人の方に配慮

・豊中市営住宅等には中国語・英語等、外国語を使う方がお住まいであり、通訳

等の対応が必要であると理解 しています。

・外国人入居者等に適切に対応するため、豊中市人権政策課の「外国人向け市政

案内窓口」と密に連携 し、外国人の方が不自由の無いように対応 します。

・またその他の言語の対応のために、互いに相手の言葉を話せない人同士が自国

語のままで簡単に対話できる「AI通訳機」を設置 します。必要に応 じて現地

の対応でも活用 し、適切にコミュニケーションをとります。
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!管理センターヘの来訪が難しい方に配慮

ご事情により管理センターヘの来訪が困難な方にも、以下の業務や当社が独自に実施する自主事

業と併せて、管理センターで提供している情報が適切に届くよう配慮 しています。

<来訪が難 しい方への配慮>
項 目 内容

ハ、れあいサポー ト

(単身高齢者への見守 り)

ご自宅へ訪間 した際に、管理センターで提供 しているパンフレッ トや文書

等を手渡 し。

現地説明会 ご質問の多い収入申告の「書き方」や「計算方法」の現地説明を実施。

ホームページ
各種申請書類やその記入例、用意すべき書類等をダウンロー ドできるよう

ホームページを構築。イベン トの情報や注意喚起等を掲載。

市営住宅だより発行
季節の注意喚起や各種お知 らせ、イベント情報等をお知らせするパンフレ

ッ トを作成 し配付。

I管理センター来訪者に配慮

【現指定管理期間の管理センターでの取組み】

老眼鏡
韓 聰 鷺

筆談器 耳マーク

鶴

辮
老眼で目が見えづらい方のために

老眼鏡を設置

車いす

コミュニケーションツールとして、

筆談器を設置

AED

筆談対応可能なことを明示するた

めに耳マークを設置

杖ホルダー

今・
=を

,‖ ,く ださこ、

職員がお出迎えできるように、

車いすを設置

万が一のためにAEDを 設置 し、

職員全員が使用方法を修得

杖をついて来訪される方のために、

杖ホルダー設置

豊中市各制度の紹介 アンケー トボックス AI通訳機

二耳乗嬰
二こ■三二士
B残

本施設に関するお知らせや行政広

報誌、支援制度などを紹介します

対話以外の方法でもニーズを把握

できるようにアンケー トボックス

を設置

複数言語対応の音声通訳機を 管理

センターに備えることで、外国人入

居者等の来訪に備えます。

【新たに提案する取組み】

ほじょ犬マーク 点宰名刺

■,声″,預票即堵患盛

二蓉が攀∵鞠違中 §式s醜

寧なこ二衛ミ野F徴
5嵌

}懇
撃 織 4唾

入居者対応 を行 う職員を中心に点

字名刺作成 (協議の上、実施)

集音霧

補助犬同伴の方に配慮 し、ほじょ

犬マーク設置

耳が聞こえにくい方のために

集音器を窓口に用意 し、貸出 し

中

/・ .・ ゝ

ほ じ ょ



2 サー ビス水準・施設効用の発揮

定 して に 日 を遂行する能力等を有 しているか

本施設を適切に維持管理し、入居者等の安心安全に寄与するために最適な要員体制を構築します

現指定管理期間4年間の業務経験に基づき、以下の職員配置が最適と考えています。

現在本業務に従事 している知識・経験の豊富な職員を継続 して配置することで、安定 して確

実に次期指定管理期間業務を開始することが可能です。

<本業務の要員体制>

西日本事業部長

【公共住宅管理部】所属 :395名

公共住宅管理部長 :1名
鰹鮪 野lfil升今雪 | 025名

6名

宝塚市営住宅、京都府営住宅 等

所長                      1名
副所長                     1名
事務リーダー                  1名
事務職員                    4名
技術職員                    3名
合計                      10名

所 長

副所長

事務 リーダー

チーム】

入居者関連業務、窓口業務、
収納業務、滞納整理業務、
一般管理業務、駐車場管理業務

収入超過者及び高額所得者の対応業務 等

事務職員 4名

【技術チーム】

巡回建物点検
設備保守点検
再委託先履行確認業務
修繕対応業務 等

技術職員 3名

豊中市営住宅募集・管理センター

専属職員 10名

エリアセンター長 :1名

マネージャー :1

<本業務の要員詳細>

口貝
称

職

名
所持資格

屋用

形態
人数 経歴 (想定)

公営住宅管理業務経験 5年以上

建物管理業務経験 5年以上

公営住宅管理業務経験 3年以上

建物管理業務経験 3年以上

所長

副所長

常勤 1名

管理業務主任者・簿記・個人情報管理者・普通救命

講習 '防火管理者・防災士・認知症サポーター養成

講座受講・もしもし検定、LGBT対 応マナー研修

管理業務主任者・宅地建物取引士・個人情報管理

者・不当要求防止責任者講習・普通救命講習・防火

管理者・精神・発達障害者しごとサポーター講習・

認知症サポーター養成講座受講・もしもし検定

常勤 1名

事務

リーダー
常勤 1名

公営住宅管理業務経験 3年以上

建物管理業務経験 3年以上

認知症サポーター養成講座受講、ユニバーサルマナ

ー検定、普通救命講習

事務

職員

技術

職員

常勤

常勤

4名

3名

公営住宅管理業務経験 3年以上

建物管理業務経験 3年以上

公営住宅管理業務経験 3年以上

建物設備管理業務経験 3年以上

もしもし検定、認知症サポーター養成講座受講、ユ

ニバーサルマナー検定、普通救命講習

1級建築士、建物技術管理資格所持 (電気工事士、

電気・管工事施工管理技士、消防設備士等)、 認知症

サポーター養成講座受講、普通救命講習



本業務を安定して遂行できる経験 。人・組織体制を有しています

l確かな業務経験

・当社は昭和45年に「共同住宅の管理会社」 として設立以来、50年以上不動産管理を主た

る事業として安定的な経営を行つてきた経験を有 しています。

・当社 rま 公営住宅に指定管理者制度が導入されて以来 15年以上、他社に先駆けて積極的に取

組み、様々なノウハウを蓄積 してきました。

I専門性の高い人員が多数在籍

・現在では8,000名 を超える社員数となっています。特に技術力向上に注力しており、

業界 トップクラス (1 1600名 超)の建築・設備技術者を雇用 しています。

・様々な専門資格の有資格者で公営住宅管理に携わる職員が約 570名 おり、今後も専門部署

の組織拡大、公営住宅管理業務従事者の育成等を継続 していきます。

I盤石の組織体制

以下のように組織体制を構築 しており、多くの部署が本業務の支援・業務補助を実施 します。

<当社の組織体制図>

マンション

事業本部

ごヅレ

事業本部

第一事業部

第二事業部

西日本事業部

リフオーム事業部

監査部

経営企画部

総務部

人事部

経理部

IT推進部

他グループ経営戦略部等

業務管理部等

営業開発部

L公共住宅営業センター

=一―首都圏8支店

公共施設運営室

首都圏6支店

企画統括センター

計画推進課

第一エリアセンター

第ニエリアセンター

大阪支店

神戸支店

京阪支店

九′lll支店

高等職業訓練校

業務・会計監査等

経営管理全般

文書、法務・コンプライアンス等

採用、研修、労務・安全衛生管理等

指定管理料管理、会計システム等

HP、  ITイ ンフラ等全般

グループカ強化、新商品開発等

再委託先審査、発注、契約締結等

公共住宅管理の受託営業

監査、業務支援等

社員教育、教育施設運営等



管理センターを所管部門や他各部署がパックアップします

I公共住宅管理部によるバックアップ

・業務を管理センター任せにせず、所管部門にてフォローします。

・本業務の所管部門である「公共住宅管理都」は、平成20年 4

月以来 12年以上西日本エリアの公営住宅指定管理業務 (約 1

3万戸)を実施し、395名が所属する公営住宅管理の専門部

門です。

・公共住宅管理部には「計画推進課」という部内全体を統括する

部署があり、全ての管理センターの業務を横断的に実施するこ

一般管理部門

(351名 )

<公共住宅管理部の管理実績>

その他地域

82, Sll戸
39%

全国

210, 138戸

127,
61

とで、管理センター業務の効率化・品質向上を図つています。本業務もこの計画推進課がバ

ックアップすることで、業務を効率的に実施 します。

公共住宅管理部「計画推進課」のとな役割

・西日本エリアの公営住宅 (20契約 13万戸)の情報集約、各管理センターヘの発信
・東日本エリアの公営住宅管理部署との応対窓回、情報取得・発信
・新規入社者、異動者への公営住宅専門研修を実施
・各管理センターの収支管理、庶務の補助、業務履行確認
・部内、各管理センターのBCP策定
・認知症、介護関連資格者による講習会開催
・大阪府警OBに よる防災・防犯講習開催、反社会的勢力対応補助
・阪神淡路大震災経験者すこよる、災害講習開催

]他部署との業務分担

上記の他、近隣の大阪支店や一般管理部門等も含めて本業務の分担を行います。

<

実施業務

西日本地区の住宅・施設管理業務所管、支店統括、内部統制

西日本エリアの人員採用 ・業務、会計に関する監査を実施

関西圏内、府内事業者等との連携体制をもとにセンターヘ助言

災害時に人材を支援

他公営住宅の計画修繕経験、長寿命化計画書作成経験をもとに

センターヘ助言

再委託先の審査、選定、財務・業務品質等監査

一部再委託先への発注、契約締結、支払い

業務、会計監査、経営管理、新規事業提案・新技術の情報収集、

文書管理、法務コンプライアンス、採用、研修、労務管理、経理、

システム開発等

]近隣の管理センターと連携
・他公営住宅の所長と会議や電子メール・テレビ会議等で定期的に情報交換を実施 し、入居者

対応・修繕事例等の情報の共有化を図り、効率的に業務連携を行つています。

・地域により特性の違いはありますが、各管理センターが抱えている問題等には共通するもの

も多くあります。特に豊中市営住宅等を含む近畿エリアでは、各管理センターの位置も近 く、

強固な連携を取つています。

27戸

部署 (所属人数 )

西日本事業部

(21093名 )

大阪支店

(525名 )

リフオーム事業部

(405名 )

企画統括部、業務管理部

(251名 )



]公共住宅情報センターによるフォロー

・民間企業で最も多くの公営住宅管理を行う事業者として、今後発生 しうる問題を未然に防ぐ

ため、他自治体の事例や当社のノウハウを共有することが必要であると考えています。

・令和元年度より新たに開設 した「公共住宅情報センター」が各自治体の担当者と継続的に情

報共有 した内容を踏まえて、社会背景を踏まえた新商品の展開・先進事例等を発信 します。

各自治体

管理センター 珍 豊中市

課題解決・先進事例、新商品提案等

当社公営住宅管理

受託営業者

※各自治体の情報は許可をいただいた上でご提供 します。

i所管部門による履行状況モニタリング

本業務を行う職員は人であり、人が業務を行 う上でヒューマンエラー等は起こりうることを

当社は十分に理解 しています。確実に業務を履行・継続するために各所管部門等でセルフモ

ニタリングを行い、監査 します。

セルフモエタリング・監査の項目 (一部抜粋)

当社公営住宅管理

責任者・担当者

情報

攀
公共住宅

情報センター

公共住宅情報センターでの検討事項、実施事例

最適な管理仕様・形態

自治体の抱える課題や置かれている状況によつて、どのような仕様や契約形態 (業務

委託、指定管理など)で公募を行 うか、現状行つていない業務仕様やそれに係る費用

等、提案を実施。

災害発生時の対応

想定以上の災害が発生 した際、国・地方自治体 自衛隊の役害」分担・対応方法が事前

に決定されていないことが、初動の遅延の理由のひとつとなりうるため、想定外の災

害が発生 した場合の対処の仕方について事例を共有 し、方法を協議。

自治会の運営支援

サービス

多くの自治体で、高齢化による自治会運営の担い手不足により、除草・清掃・自治会

費収納等の実施が難 しい団地が増えているため、当社が運営支援を行 うサービスを提

案。

住宅、駐車場の

稼動率向上

利用料金制度導入におけるスキーム・条例変更や、目的外利用の拡大、住宅の住み替

え支援等の事例紹介等を実施。

実施者 頻度 内容

管理センター 所長 週 1回
業務の計画立案、全職員の業務進捗・会

計処理確認

公共住宅管理部

マネージャー 月 1回
業務全般の計画確認、進捗・会計処理確

認、改善策の立案

計画推進課・部長 年 1回
業務改善計画の確認、業務調査確認シー

トを用いた確認

西日本事業部 企画課監査担当者 年 1回 業務・会計に関する監査

監査部 監査部監査担当者 2年に 1回 業務・会計に関する監査

管理センターの開設 (営業国・時間、時間内常駐人数等 )

運営体制 (配置職階・人数、指揮命令系統等 )

緊急対応体制 (連絡網、フローの整備状況、災害を踏まえた体制等)

家賃、離車場4又納 (案 内文書作成、督促方法、督促体制等 )

維持修繕 (修繕単価・予算執行状況検証、報告書、再委託先業務品質確認等 )

保守点検 (法定点検実施月の適正化、発注先・価格検証、報告書等)

提案事業の実施状況、苦情・要望を踏まえた業務の改善状況  等



民間企業トップクラスの管理実績を有しています

当社は建物管理業界のリーディングカンパニーと

して豊富な管理実績を有 しており、共同住宅 62
万件、施設・ビル 1,000件 以上を管理運営 して

います。

<公営住宅管理実績推移>

公 営 住 宅 管 理 戸 数 ラ ンキ ン グ
山

民間企業No.1 ．ゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

・その中でも公的事業に積極的に取組んでおり、公

営住宅の管理実績は210,138戸 と、民間企

業でNO.1(株式会社不動産経済研究所調べ)と

なっています。
男ロ

|120'  ‐ れ   |… 2t i

※株式会社不動産経済研究所調べ
公益施設 118件、全国の駐車場387,779
区画を管理しています。

皿
総合不動産管理会社として業界でもトップクラスの実績によって培つた経験・ノウハウを本

業務に還元 して、効率的・効果的に本業務を実施 します。

多くのメーカー等に様々な形態で業務を発注 しており、そのスケールメリットを活かして、

発注金額を縮減 します。

<当社の管理実績>

施設の種類 管理実績

共同住宅 622, 589戸

359, 949戸

23,640戸

336, 309戸

262, 640戸

235, 311戸

210, 138戸

25, 173戸

27, 329戸

施設・ビル等 1, 101件

983件

118件

駐車場 387, 779区 画

309, 594区 画

14, 511区 画

78, 185区 画



!全国43契約21万戸超の公営住宅管理実績

全国21万戸超の公営住宅で、各自治体が定めた様々な仕様で業務を行つています。

>

地

域
No` 住宅名

契約

形態
戸数

入居者管理 建物維持管理

事
務
所
新
規
設
置

入
居
者
募
集

入
退
去
事
務

収
納
事
務

計
画
修
繕

般

緊
急
修
繕

空
家
修
繕

各
種
設
備
保
守

西

日

本

1 豊中市市営住宅 指定管理 2,389戸 O O ○ O O ○ 庁舎内

2 大阪府営住宅 (泉州地区) 指定管理 20,266戸 O O O O ○ ○ O

3 大阪府営住宅 (北摂地区東部) 指定管理 11,870戸 O O O O ○ O ○

4 大阪府営住宅 (堺市 (南区を除く)地区) 指定管理 12,988戸 O O O O O O O

5 大阪府営住宅 (中 南河内、大阪市地区) 指定管理 16,638戸 O O O O O ○ O
6 八尾市営住宅等 指定管理 1,870戸 ○ O O O O O 庁舎内

7 京都府営住宅 (乙 訓 `南丹地区) 指定管理 1,943戸 〇 O ○ O O ○ O O
8 京都府営住宅 (京都市地域) 指定管理 4,251戸 〇 O O O ○ ○ O O
9 奈良県営住宅 指定管理 5,350ナコ ○ O ○ O O ○ O
10 兵庫県営住宅 (阪神南地区) 指定管理 8,597戸 ○ ○ O O ○ O
11 兵庫県営住宅 (阪神北地区 ) 指定管理 6,498戸 O O O O O O
12 宝塚市営住宅 指定管理 1,384戸 O O O ○ O O O 〇

13 西宮市営住宅等 指定管理 9,335戸 O O O 〇 O O O

14 尼崎市営住宅等 (北部地域 ) 指定管理 4,238戸 ○ O O O ○ O O

15 岡山県営住宅 指定管理 6,459戸 O ○ O 〇 O ○ O O
16 倉敷市営住宅等※共同企業体を構成 指定管理 4,357戸 O O O O ○ O O
17 倉敷市新倉敷駅前再開発住宅等 指定管理 43戸 O O O O ○ ○

18 広島県県営住宅 (福山・府中地区) 指定管理 2,189戸 ○ O O O O ○ O ○

19 福岡市営住宅等 (中 央区) 指定管理 2,403戸 O O O
20 霧島市営住宅等 指定管理 4,559戸 O O O ○

東

日

本

21 札幌市営住宅 (厚別区) 指定管理 9,338戸 O ○ O O O

22 札幌市営住宅 (豊平区、清国区、南区) 指定管理 4,227戸 O O ○ O
23 仙台市営住宅等 指定管理 111990戸 O O ○

24 松戸市営住宅 業務委託 1,651戸
緊急

対応

25 相市営住宅 指定管理 832戸 〇 ○ O ○ O ○ 〇 O

26 港区特定公共賃貸住宅等 指定管理 928戸 ○ O O ○ ○ ○ ○ O
27 港区立高齢者集合住宅 指定管理 50戸 〇 O O O O

28
晶川区立区民住宅

(フ ァミーユ西五反田東館、西館)
指定管理 498戸 〇 O O O ○ ○

29 目黒区営住宅等 指定管理 665戸 ○ O ○ O ○ ○ O 庁舎内

30 渋谷区営住宅等 指定管理 578戸 ○ ○ ○ O O 〇 ○ 庁舎内

31 世田谷区営住宅 指定管理 1,579戸 ○ ○ O O O ○ ○

32 文京区営住宅等 指定管理 290戸 O O O O O O O 庁舎内

33 板橋区営住宅等 指定管理 503戸 ○ ○ O O O ○ 庁舎内

34 北区営住宅等 指定管理 735ナ重 O ○ ○ O O O ○ 庁舎内

35 江戸川区営住宅 指定管理 65戸 ○ ○ O ○

36 神奈川県県営住宅等 (横浜等地域) 指定管理 31,031戸 ○ ○ ○ ○ ○ O
37 横浜市営住宅 (鶴見区 神奈川区) 指定管理 2,201戸 ○ ○ O 〇 O
38 横浜市営住宅 (緑区) 指定管理 4,393戸 O O O ○ O

39
横浜市営住宅等

(港北区、青葉区、都筑区)

指定管理 2,767戸 O O O ○ O

40
横浜市営住宅等

(西区、中区、南区、保土ケ谷区)

指定管理 3,772戸 O O O O O

41 平塚市営住宅等 指定管理 1.355戸 ○ O ○ ○ O O ○

42 熱海市営住宅 業務委託 1,121戸 ○ ○

43 市川市営住宅 業務委託 1.942戸
緊急

対応

公営住宅計  210,138戸



!公益施設 118件の管理実績

住宅以外の公益施設についても118件の実績を有 しており、空港・教育施設・ホール・文教施

設・庁舎等の幅広い管理運営を行うことで培つたノウハウを本業務でも発揮 します。

<当社の公益施設の管理実績>
No. 施設名 施設の種類 契約形態 延床面積

1 和泉市北部 リージヨンセンター ホール 文教施設 指定管理者 2,043 ド

2 堺市教育文化センター “ソフィア・堺 ホール・文教施設 指定管理者 21,814浦

3 大浜体育館建替整備運営事業 スポーツ施設 PFI 13,000〆

4 大阪狭山市立スポーツ施設 (5施設) スポーツ施設 業務委託 32,816ド

5 和泉市産業振興プラザ北館 ホール・文教施設 業務委託 2,659席

6 和泉市総合スポーツセンター スポーツ施設 業務委託 1 084席

7
和泉市立和泉図書館および和泉市立シティプラ

ザ図書館 (不日泉・シティプラザ図書館)

図書館 業務委託 3,268ド

8 箕面市かやの広場 広場 業務委託 5,542ド

9 水と緑の健康都市第 I期整備事業

健都レールサイ ド公園・吹田市立健都ライブラリー

都市公園

図書館

PFI※事業期

間終了済
1,000 ド

10 業務委託
1,852ポ

(ラ イフ
・

ラリー)

11 南千里駅前公共公益施設 複合公共施設 PFI 9,860席

12 東大阪市新旭町庁舎整備事業 複合公共施設 PFI 3,500ド

13 新市民会館整備運営事業 複合公共施設 PFI 14,200ド

14 神戸市立自然の家 宿泊施設 指定管理者 6, 170席

15 神戸海洋博物館 ホール・文教施設 業務委託 4 537ド

16 神戸大学医学部附属病院立体駐車場施設整備等事業 大学・試験研究機関
PFI※事業期

間終了済
42,397席

17 京都市上下水道局南部拠点整備事業 複合公共施設 PFI 33,324ド

18 京都大学 (桂)総合研究棟Ⅲ (物理系)等施設 大学 ・試験研究機関 PFI 27,860席

19 総合地球環境学研究所施設整備事業 大学 ・試験研究機関
PFI※事業期

間終了済
12,500ポ

20 ノ(木駅南市有地活用事業 複合公共施設 PFI 15,670ド

奈良県コンベンション施設等整備運営事業 複合公共施設 PFI 35,200ド

22 大津地方合同庁舎 庁舎 PFI 19,300ド

23 公務員宿舎牛田住宅 (第 I期 )整備事業 宿 舎
PFI※事業期

間終了済
41,164ド

24 大分市営温水プール スポーツ施設 指定管理者 2,115ポ

25 大分県女性・消費生活会館 複合公共施設 PFI 8,256席

26 出梨県防災新館 庁舎 PFI 28,032ド

27 山梨県立科学館 ホール・文教施設 指定管理者 6,498ド

28 名古屋港管理組合本庁舎等 庁舎 PFI 16,107ド

29 知多市勤労文化会館 ホール・文教施設 業務委託 8,998席

30 尾張旭市文化会館 ホール・文教施設 指定管理者 5,857ポ

31 道立噴火湾パノラマパークビジターセンター等 都市公園 PFI 2075浦

32 古川南中学校 義務教育施設等 PFI 11157ド

33 仙台空港特定運営事業等 空港 PFI 48,441 ド

34
仙台国際空港旅客ター ミナルビル・ピア棟・事

務所棟
空港 業務委託 3,054ド

35 (仮称)北上市新中央給食センター整備等事業 給食センター PFI 2,067ド

36 港区立みなと科学館 ホール・文教施設 指定管理者 1 070ド

37 港区立商工会館 ホール・文教施設 業務委託 777ド

38
港区立いきいきプラザ (三日・神明・虎ノ門いき

いきプラザ)

福祉施設 指定管理者 12,830ド

他 80施設

公益施設118件



盤石の経営基盤で安定的に本業務を履行可能です

Iグループの事業領域、規模

当社は企業単体としてみても安定的な経営基盤を保有 しており、グループ組織としては磐石の経

営基盤を有しています。また、グループ総合力と豊富な経営資源を活かすことで、幅広い事業展

開と長期持続的な成長を続けています。

東急グループ (令和元年度3月 期)

売上高 :21, 274億 円

<事業領域>

全 232社 5法人

営業利益 :1, 480億 円

:当社の売上推移

様々なサービスの提供等を行つた結果、年々売上を増加させています。また、多額の借入金はな

く現金・預金等の十分な手許資金を確保しています。

<創業から現在までの当社売上推移> 1,300億円
1,183億円

1,062億円
988億円

775億 円

602億円

134億円 159億 円

1億円 9彎 マ訂 ■ |

ホテル・リゾー ト事業交通事業 1不嚢 ζ 生活サー ビス事業

都市事業 管理事業 仲介事業 小売事業 住宅事業

売上高 :1, 300億円

<事業領域>

当社 (令和元年度 3月 期)

全 12社
営業利益 :91億円

マンション事業 ビル・施設事業

HDグループ (令和元年度 3月 霧)

全 145社
営業利益 :793億 円売上高 :9, 632億円

<事業領域>

昭和45年 霜穂50年 昭和55年 紹和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和元年



万が―の管理瑕疵等による事故についても適切な補償を行います

]豊中市が定める施設賠償責任保険に加入

当社は豊中市の定める施設賠償責任保険に加入し、万が一の事態が発生した場合にも、指定管理

者の事故や市の瑕疵に対して適切な補償を行います。

]自社でも最高100億用まで補償可能な保険に加入

・本業務おいて万が一の管理業務上の過失や不具合等により、入居者等に損害が発生 した場合

に備えて、最高 100億円まで補償可能な企業総合賠償責任保険に加入しており、過失等に

よる不演1の事態に備えます。

・また、個人情報取扱事業者包括保険にて、情報漏洩に関する万が一の毀損事故等に対応 しま

す。当然ながら、入居者等へ損害を与えぬよう細心の注意を払い、事件 `事故の無い運営を

前提とします。

て し

<当 社が加入している個人情報取扱事業者包括保険>

企業総合賠償責任保険 (保険会社 E損害保険ジャパン株式会社)

種 目
身体障害、財物損壊に起因する賠償責任

人格権侵害、宣伝障害に起因する賠償責任

てん補限度額 100億 円 (身体・財物共通)

担保内容

施設所有管理者賠償責任 (100億 円/1事故)

請負業者賠償責任 (100億円/1事故 )

生産物賠償責任 (100億 円/1事故/1年間)

受託物賠償責任 (50億円/1事故/1年間)

※対象物により金額変動

受託自動車賠償責任 (2億円/1事故/1年間)

※使用不能損害の場合は金額変動

借家人賠償責任 (100億円/1事故)

人格権侵害 ・宣伝障害賠償責任 (100万 円/1名 、

使用者賠償責任 (2億 円/1事故 )

雇用慣行賠償責任 (2億円/1事故 )

1千 万円/1事故/1年間 )

免責金額 10万円/1事故

免責事項

保険契約者、被保険者もしくは使用人の故意
ペナルティなど懲罰的賠償金

環境汚染による損害賠償請求

ソフ ト (無形財物)のみに与えた損害

損害との直接的な因果関係が認められない損害賠償請求

損害を与えた財物に対する時価以上の補償 など

個人情報取扱事業者包括保険 (保険会社 :損害保険ジャパン株式会社)

種 目 個人情報取扱事業者保険

てん補限度額 20億 円

担保内容

個人情報の漏洩に関する法律上の損害賠償金 (20億 円/保険期間中)

企業ブラ ン ド価 値 の毀 損 を防止 ・縮 減 す る ため の 費用 (2億 円/1事 故 )

企業情報の漏洩に関する法律上の損害賠償金 (1千万円/保険期間中)

免責金額 10万円/1事故

免責事項

被保険者の故意又は他人に損害を与える予見があった場合

被保険者、使用人、業務の補助者の犯罪行為に起因する損害

法令に違反することを被保険者が認識 していた場合

個人情報利用目的の必要な範囲を超えた取扱いに起因する損害

サーバー等へ有効なアクセス制限がなされていない場合 など



環境課題・社会問題ヘグループとして SDG sの達成に貢献しています

・HDグループは、2015年 に国連サミットで採択された2030年 までの「持続可能な開発目

標 (SDGs)」 の達成に貢献していきます。

・持続可能な世界を実現するための17の 目標のうち、当社グループが取り組む項目を13項目に

定め、マテリアリティ策定時の参考にしています。

<HDグループが取組む13項目のSDGs>
SuSTAINABLE
DEVELOPMENT

CttALS

当社グループのマテリアリテイ (重要であると捉えている社会課題)
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ハートナーシノフて

BI事 を登戌〔′kう

経済、政治、規制の変動

地域社会、都市の安心 ・安全

loT、 イノベーション

生活の多様化、グローバル化

少子高齢社会の進行

自然環境の変化   ・社会的要請の厳格化

i環境課題 J社会問題への具体的考え方

持続可能な社会と成長を実現することが長期的な事業運営に繋がると考えています。グループ全

体で、以下のビジョン・方針のもとESG(環 境・社会・ガバナンス)等課題に取組んでいます。

サステナビリテイビジヨン

事業活動を通 じて社会課題を解決 し、ステークホルダー (利 害関係者)と 共に、サステナブ

ル (持続可能)な社会と成長を実現 します。

ESG(環 境・社会・ガバナンス)の 目標 (一部)

項 目 2020年 の目標

環境
302排出量 :2005年度比 25%削減

水使用量 :2005年度比 25%削 減、他

社
△

肇暑
女性採用比率 :30%

l建康診断受診 :100%、 他

|

ズ

マンション防災備蓄品設置 :100%

介護士等専門資格保有者 :80%、 他

友デバ

ナンス

取締役会の出席率 :100%

女性取締役:1名 以上、他

※目標を達成するための具体的な取組みは次頁参照。

E nvironment

環境

Governance

ガバナンス

Social

社会



ESG:E nvironment環境保全に取組んでいます

持続可能な社会と経営を実現するため、以下環境ビジョンに基づき、5つの環境課題を重要テーマ

と定めて事業活動を通 して継続的な取組みを行つています。

I環境ビジョン

【環境理念】

都市と自然、人と未来をつなぐ価値を創造します

【環境方針】

事業を通して環境と経済の調和に取組みます
1椰 帝桂自然と,4ぐ ,|

彗廷逮i riを ,4ぐこ

【環境行動】

「目標を開示して実行」「先進的な取組みに挑戦」「社会と協働して取組」の「3つ視点」を持ち、

気候変動・生物多様性・汚染と資源・水使用・サプライチェーンの「5つの課題」に取組みます

]環境課題に対する具体的な取組み

【C02排出量削減】

事業拠点・保有するオフィスビル・商業施設・リゾー ト施設などにおけるエネルギーの効率的な

利用を推進し、また再生可能エネルギー事業を行うことにより、事業活動が気候変動に与える影

響の低減に取組んでいます。

【水使用量の節減】

ホテル事業を実施する際は、節水型 トイレの採用や敷地内の湧水循環

利用、山水を積極的に活用することによって上水利用の低減につなげ

るなど水資源に配慮しています。

【生物多様性】

マンション・ビル、施設等の敷地内・屋上・壁面を積極的に緑化する

ことにより、周辺の緑をつなぎ、生物多様性に配慮したエコロジカル・

ネットワークの形成に取組んでます。大規模物件の開発時には周辺の

生態系調査を実施し、鳥類・昆虫類に配慮した緑化を行つています。

【廃棄物の排出削減】

事業に使用する資源は一方通行の大量消費ではなく、3Rの考え方に基づいて、リフォームや建

築を行う等、廃棄物の排出削減に努めています。

【緑をつなぐプロジェクト】

「緑をつなぐ」プロジェク トは当グループがお客さまなどと一緒に、

森林を保全する取組みです。マンション購入、オフィス利用、 リゾー

ト施設の利用といった様々なご利用に応 じて森林を保全、これまで

1,000ヘ クタールを超える森林保全を実現 しています。



ESG:S ocialソーシヤルニーズの解決に取組みます

街の安心・安全をはじめ、生活の多様化や高齢化に伴う諸問題など、解決を必要とするさまざまな

社会課題をツーシャルニーズと捉え、以下の具体的な取組みを実施 しています。

I街の防災機能の向上

・当グループは「住む」「働 く」「過ごす」というライフシーンにおいて、事業を通 じて「安心・

安全」を提供することが重要な価値創造であると考えます。

・再開発事業を行う際は街の防災機能を向上するため、地盤強化・帰宅困難者の一次滞在施設、

一次滞留スペース、防災備蓄倉庫を整備、非常用発電機の導入等に取組んでいます。

I少子高齢化への取組み

健康寿命の延仲に伴うライフステージの変化や多世代交流などの社会課題を踏まえ、「世代循環

型の街づくり」というコンセプトのもと、分譲マンションとシエア住宅の複合開発等を行つてい

ます。

I災害時の事業継続

災害時の事業継続に対する取組みとして、方針の策定や管理方法の規定化、建物や

施設という大切な資産の復旧に迅速な対応に努めることが評価され、当社が「国土

強靭化貢献団体認証 (レ ジリエンス認証 )」 を取得 しました。

l被災地支援プロジェク ト

平成 23年 3月 11日 の東日本大震災の発生を受けて、即座にできることを検討 し、全力を挙げ

て迅速に支援活動に取組む “被災地支援プロジェク ト"を発足 しました。プロジェク トはグルー

プを横断 した社員有志のボランティアが中心に活動 し、変化 し続ける被災地のニーズに合わせ、

幅広い事業領域を活かした支援活動に取組みました。

【陸前高田市 震災ボランティア活動】

過去 5年間で延べ 500人 以上がボランティア活動を行

ってきました。当初ガレキの撤去や草刈り等を中心に行つ

てきましたが、復興が進むにつれ農業や漁業の支援に切 り

換わるなど、ニーズにあわせて内容も変化 しています。

【みどりの東北元気キャンプ (毎年、春・夏に開催)】

東日本大震災や原発事故の影響を受けた子どもたちを無

料招待する「みどりの東北元気キャンプ」にボランティア

職員として毎年参加しています。

【参議院議員会館で枚災地復興支援イベント開催】

東日本大震災の被災地 3県 (岩手県・宮城県・福島県)の

復興を支援する被災地産食材を使用 したイベントを開催

し、「絆」を風化させないことや食材支援への風評被害改善

を訴えました。

レジリエ・ンス謝阻



ESG:G overnance コーポレートガパナンスの継続的強化に努めています

リスク対策やコンプライアンスの実践と徹底に重きを置き、経営の透明性や公正性を高めるだけで

なく、より迅速かつ果断に意思決定を行つていくためのコーポレー トガバナンス (企業統治)の継

続的な強化に努めています。

]ガバナシス向上

・取締役会の手続きの客観性・透明性を高めるために指名、報酬委員会の設置

・役員報酬への株式報酬制度 (株価と報酬を連動する仕組み)の導入

・毎年、取締役会の実効性評価、課題・改善状況の検証を実施

・企業経営、財務・会計、法務、行政など多様な分野から社外取締役を招集

I内部統制の整備

取締役会などの期間、経営者および従業員など、すべてのグループ構成員が内部統制システムの

整備・運用に取組むこととしています。また、監査役が内部統制システム監査実施基準に卿!り 、

内部統制システムの整備・運用状況を監視し、検証しています。

lコ ンプライアンスの連守

単なる法令遵守に留まらず、倫理や社会規範なども含めて、役員・従業員一人ひとりが意識をも

つて行動し、企業の社会的責任を果たすことと捉えています。行動基準やマニュアルに基づいた

教育を実施する等意識の周知・徹底を図つています。

Iリ スクマネジメント

経営目的の達成を阻害する損失の危険を統括的に管理するため、全社の重大リスクを把握し馬

対策の実施など優先度に応して計画的かつ継続的に行う。

ホールディングスグループ

監
査
役
会

グループ経営会議
グループ

内部監査部

△
Ａ
Ｆ長
一

社

長

リスクマネジメント
織「P日

株
主
総
会

取
締
役
会

各
事
業
会
社

サステナビリティ委員会

指名・報酬委員会

監査役室

監
査
役

会計監査人



2 サービス水準 。施設効用の発揮

⑦創意工夫ある自 を する提

豊中市の課題・入居者特性に沿つた様々な自主事業を提案します

現指定期間において、入居者より好評を頂き、サービス向上の一助となった効果的なサービスは

実施頻度を増やし実施します。新規の提案項目は、現指定管理期間の経験と「市営住宅の適正な

管理運営の考え方」で分析した評価を基に他公営住宅で実績のあるサービス向上策から豊中市営

住宅等において効果的なサービスを提案します。以下に提案するサービスー覧を記載します。

次期指定管理期間もお任せ頂いた際は、管理開始前に自治会長ヘニーズを把握するためのアンケ

ー トを実施します。そこで得たニーズを基に各住宅に最適な講習会等を提案します。

<継続・新規提案サービスー覧>※ 新規サービス 継続サービス

<講習会等開催スケジュール(予定)>

項目 (提案内容 ) 費用負担 開催頻度 記載ページ

高齢者向けサー ビス提案

心、れあいサポー ト

見まもつTEL
当社負担 毎月 1回 44ページ

入居者負担 適 宜 45ページ

全ての入居者向けサービス提案

健康相談ダイヤル

連絡先マグネット

認知症講習会

防犯講習会

防災詰習会
レクリエーション会

当社負担 R3年度 4月 1日 ～ 46ページ

当社負担 全入居者へ配付 46ページ

当社負担 下表の通 り 47ページ

当社負担 下表の通 り 48ページ

当社負担 下表の通 り 49ページ

当社負担 適宜 50ページ

自治会向けサー ビス提案

ベンダー設置

マンションでんき

駐車場の活用

自治会支援

当社負担 相談のうえ、実施 51ページ

当社負担 相談のうえ、実施 52ページ

当社負担 相談のうえ、実施 53ページ

当社負担 相談のうえ、実施 54ページ

住宅名
閉催スケジュール (予定 )

開催内容 (予定)

R3年度 R4年度 R5年度 R6年彦 R7年度

公
営

住

宅

西谷 O 認知症講習会

刀根山 O 防災講習会

新千里南 O 防努巳講習会

熊野南 O 認知症講習会

新千里南第 2 O 防災講習会

耳ヒ条 O 防犯講習会

北条西 O 認知症講習会

宮山 O 防災講習会

小曽根 O 防犯講習会

熊 野 O 認知芹講習会

上津島 O 防災講習会

葉 O 防ガE講習会

O 認知症講習会

島江西 〇 防災講習会

原 田 O 防犯講習会

向丘 O 認知症議習会

二糞第 3 O 防災講習会

アル ビス旭ヶ丘 O 防犯講習会

改
良

住
宅

岡町北 O 訊知症講習会

島江 O 防災講習会

螢池北 ○ 防犯講召会

大黒 O 認知症講習会

服部西 O 防災講習会

服部寿 O 防犯講習会

野 田 〇 認知症講習会

野田第 2 O 防災講習会

二葉第 2 O 防犯講習会



高齢者向けサービスを提案します

豊中市営住宅等には現在 75歳以上の単身高齢者が620人以上入居 しているなど、高齢化

が進んでおり、高齢者等へのサービス向上が特に重要となっていることを理解 しています。

訪問や電話による見守りやお困りごとを解消するサービス等により、高齢者の住環境向上に

寄与 します。

1高齢者世帯への見守リサービス「ふれあいサポー ト」を実施 (継続)

・当社職員による、定期的な訪問及び電話による見守り活動「ら、れあいサポー ト」を実施 し、

孤立感の緩和・孤独死防止に寄与 します。

原則同 じ職員が同じ住宅を訪問し、入居者と毎回顔を合わせることで安心感を与えるとと

もに、訪問時には誕生日のお祝いを伝えることや現在の病気の具合などの確認を行う等、

事務的な見守りではなくホスピタリティ溢れるメンタルケアを実施 します。

単身高齢者が他者とふれあう機会を創出し、孤立感緩和、

孤独死防止に寄与

ふれあいサポート実施の目的、効果

対 象 75歳以上の単身高齢者世帯の希望者

訪問もしくは電話を毎月 1回実施
<訪問時の取組み例>
・生活に関する情報 (熱中症や台風の注意喚起、収入申告の手続き方法等)

提供
・「郵便ポス トヘの郵便物堆積状況」「各種メーター (電気・ガス・水道 )

の稼動状況」等に異常が無いか確認
・訪問時に自治会長、近隣住戸等にヒアリングし不在宅の動向や建物内で

の異常がないか確認
・意見、要望がないか確認 し、当社にできることがないか検討

①当社から対象者へ書面やパンフレッ トを活用 して、ご案内を実施

②希望者から右記「連絡先登録カー ド」を提出いただく

⑥希望者の連絡先等を登録

④見守りを実施
⑤異常発見時には関係機関・警察等と協力し対応

③希望者には、定期的に親族へ声かけ状況を報告

当社負担 (事務職員にて実施)

豊中市営住宅のふれあいサポート実績 (令和元年度)

令和元年度豊中市営住宅等ではフ5歳以上の単身高齢者

に対 して、 336件 の心、れあいサポー トを実施 し、好

評を頂いています。

年に 1回訪問 しており、今年度は、新型コロナ

ウィルス感染症対策の為、訪間はできませんでしたが、

電話連絡を行い、孤立感緩和に寄与 しました。

年々希望者が増えており、次期指定管理期間でも生活

援助員によるサービス提供対象外の住戸にお住いの単

身高齢者に対 して、応、れあいサポー トを実施 し、孤独

感緩和、孤独死防止に寄与 します。

内容

実施の

流れ

費用

<連絡先登録カード>

本人
基本情報

ふれあいサービス 速薔完全ほ力…ド

緊急
連絡先



!単身高齢者へ自動電話による安否確認及び死亡時の費用補償サービスを紹介 (新規)

住宅返還に係る残置物処分等の費用面が原因で親族等が返還手続きを行つて頂けない事例もあり

ます。当社は協力事業者が行う死亡時の費用補償に加えて週 2回の安否確認も行うサービスであ

る「見まもっTELプ ラス」を単身高齢者中心に入居説明会等で紹介 します。

対象  単身高齢者等

当社職員が、協力事業者の行 う以下サービスを説明・紹介

<見まもっTELプ ラスのサービス内容>

・原状回復・事故対応費用を補償

利用者が居室内で孤独死、自殺、犯罪死により亡くなられたことに起因して発

生 した以下費用を補償 します。
・原状回復費 (修繕費,清掃,異臭除去,消毒等)・ 葬儀費用 (上限 50万円)

・事故対応費用 (遺品整理費用、遺族との連絡通信費等)

※補償限度 :支払対象金額の実費分に対 し100万 円補償

電話による安否確認 (週 2回 )

自動音声による安否確認を行い、利用者がボタン操作で回答 した結果を遠方に

お住まいの家族等 (最大 5名登録可能)ヘメールにて通知 します。

内容

毎週決まった曜日・時F口写帯に
電話がかかりま丸
(例 :毎瀾、居・木曜 E18:0(片 -10'α }等 ,

ヽ
▼

ヽ
ハ

′
（

【1早期発見をサポート

メール受信者が内容
訪闘等をすること

大文夫かな?

費用

※電話に出られなかった場合、時間を空けて再度電話
2回 目の電話に出られなかった場合はその旨を指定連絡先に通知

①入居説明会・心、れあいサポー ト等の際に、当社職員がサービスを紹介

②入居者等と協力事業者が直接契約

申込み希望者の利用者負担

初回登録料10,000円、月額 1,500円 (税抜)

※居室外での死亡保障を対象とする場合

初回登録料+5,000円 、月額300円 (税抜)が加算

実施の

流れ

親族等が費用面での補償を受けられる事により、自主的な返還手続きに繋がり、

未返還住宅の削減にも寄与。

安否確認による孤独死防止

「見まもつT tt Lプ ラス」紹介の目的、効果

安否確認のメッセージ

こさら1と 氏よヽコ r臣 に■―
'移

センサーで■‐

本婁r,′軒』1よ いを`おiで し,う か
'お

芦たイ

すンスそこ従→【サ学タンを革「してくだと↓ヽⅢ

が流れま魂

ガイダンスに従って

葛
蒲で魂

電臨 t

再度お電話致しま売

ボタン操作 !

曲られない場合は、1

でヽす

操作結果を指定連絡先
最大5名 (申込者含む)に

メール通知

その旨を知lらせるメールを通知

増

心配する方 へ々

安心をお届けしま魂

本人



障害者 。子育て世帯等を含めたすべての入居者向けサービスを提案します

豊中市営住宅等では、高齢者以外にも障害者や子育て世帯等、様々な事情を抱えた入居者が多く

います。以下提案を行い、すべての入居者の生活環境がより良くなるよう尽力します。

I健康相談ダイヤルを常設し高齢者等を含む全ての入居者の健康等をサポー ト (新規)

子育て世帯、高齢者、障害者等の健康、心理、栄養等に関する課題を解消し安心、安全な住生活

に寄与するため、健康相談ダイヤルを常設することを提案します。

入居者の健康等に関する不安を解消し、安心な住生活に寄与

健康相談ダイヤル聞設の目的、効果

対象

内容

実施の

流れ

費用

実績

高齢者 ,障害者・子育て世帯等を含む全入居者

24時間365日健康・医療に関する

相談受付を行うフリーダイヤルを開設
<特徴>
・看護師等の資格者が対応 します。複数の相談内容が

含まれる場合も各分野のプロが連携 して相談に対応 します。
・匿名で受付 し、プライバシーに配慮 します。
・入居者は通話料の負担なく相談いただけます。

①管理開始前に協力業者と提携 し、電話相談できる環境を整備

②令和 3年 4月 にサービス開始

当社負担

他公営住宅 13自治体にて実績あり

自治会 (全入居者)

日常、災害時に活用できる連絡先マグネットを作成

連絡先マグネット

①次期指定期間開始前に豊中市と内容を協議の上、マグネッドを作成

②自治会へ使用方法や配付について説明する

③全入居者へ行渡るよう配布

当社負担

他公営住宅にて実績あり

<連絡先マグネット(イメージ)>

豊中市室住宅 募集 ,管理センター lヽ
l二 日8:45オ ン17:1)

!連絡先マグネットの配付 (新規)

当社は、管理開始前の認知度向上が、市の負担減・入居者の満足度向上に大きく関わつてくる

と考えています。連絡先マグネッ トを管理 F汗月始後に全戸へ配付 し、緊急時の連絡先を幅広 く周

知 します。

対象

内容

実施の

流れ

用

績

費

実

辮
閥

ロガス元栓  □水道栓  □電気ブレーカー  □戸締り
二次枚害防止をして以下へ避難しました。

避難場所

裏面は災害時、共助に活用

土日・祝日夜間緊急時は

大阪ガスセキュリティサービス帥まで
TEL:OG巧30G-4o80

指定管壬曜者の連絡先がひと目で分かる

どうξ生よt

有事の際に、ご家族等への迅速な連絡・対応及び避難場所へ選難済みか等、周囲に無事

を伝えることが可能

緊急連絡先カード・連絡先マグネットを固E付する目
―
的、効果

号

室 避 難済 み
七 o6-6858… 2395

緊急時



I認知症詰習会を開催 し、認知症や高齢者 との接 し方の知識を醸成 (継続 )

・認知症の方への正 しい対応方法の理解を深める認知症講習会の開催を引き続き提案 します。

・令和元年度では高齢者支援の一環として、4住宅で開催 し、認知症に関する知識や認知症の方

に対する接 し方についての講習会を開催 しました。

・他公営住宅でも多数の開催実績があり、好評を頂いているので、次期指定管理期間でも開催 し、

認知症の方が安心 して暮らせる住環境の構築に尽力します。

対象 入居者、近隣住民等

認知症サポーターである当社職員が認知症の方への対応方法等に関する情報を伝える講師となり

開催。楽しく参加いただけるよう、その場で簡単にできる脳 トレや予防体操など参加型とする。

※内容を子ども向けとし、多世代が参加できるような講習会とすることも可能。

集会所等

①自治会と実施内容、開催場所を協議、対象者へ周知

②講習会を開催

当社負担

内容

場所

実施の

流れ

費用

認知症サポーターとは

厚生労働省が目指す認知症になっても安心して暮らせるまちづくりの為の知識が身につく講習を修了し

た者。以下が期待される。

①正しく理解 し、偏見をもたない  ②本人やその家族を温かく見守り '支援する

③地域でできることを探し、相互扶助・協力・連携、ネットワークをつくる

④まちづくりを担う地域のリーダーとして活躍する

壷中市営住宅等での実績

■開催実績

■令和元年度アンケー ト実績 (対象 :73名 ※未回答除 く)

87.6%以 上が「また 加 したい」と回答

く認知症講習会テキスト(一部抜粋)>

t強
認翔れの予引r
MCI(T市 秘知牽,,

露鬱贈密 MCi

逮歳!数プ|

園 酔 ,

認知症に関する知識を醸成 し、認知症の方への正 しい対応方法を理解することが可能

認知症講習会開催の目的、効果

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度

服部寿住宅 原田住宅 北条住宅 王国住宅

服部西住宅 二葉第 2住宅 服部西住宅 島江住宅

西谷住宅 5～ 7棟 西谷住宅 8～ 10棟 熊野住宅 刊棟 西谷住宅 1～ 4棟

刀根山住宅 熊野住宅 2～ 4棟 西谷住宅 5～ フ棟

は い 普通 いいえ項 目

9名 0名また参加 したいですか ? 64名
9名 0名満足できましたか ? 64名
8名 O名64名理解できましたか ?
7名 0名66名意識は高まりましたか ?

認知症健常

一

～できることから始め

一

√

:■ 11再ことき【選とと。
"張

にしやすい

予防

こ



]防犯講習会、交通安全講習会を開催し入居者の安心な住環境を確保 (新規)

,安心な住生活を確保するための特殊詐欺等の防犯知識及び交通安全に関する注意事項を学べる

講習会の開催を提案 します。

・他公営住宅でも、過去にあつた事例の報告や対処方法についての様々な質問があり、次回の開

催希望も多い好評を頂いている講習会です。

対象  入居者、近隣住民等

内容

警察OB監修のもと内容を決定。

①自身が歩行者、自転車・自動車の運転者であった場合の注意事項を学べる交通安

全講習会

②振り込め詐欺等の犯罪に合わないための知識・意識が学べる防犯講習会

クイズ等のコンテンツを活用し、楽しみながら学べるよう配慮

場所  集会所等

実施の

流れ

①自治会と実施内容、開催場所を協議

②対象者へ周知

③講習会等を実施

拳社負担費用

<テキスト(防犯講習一部抜粋)>

だまされないで :～特殊詐欺。悪質商法～

うまい韓けt積 には気をつとすて !

1ヽよ ?
ス ト

した」という訪関者、あなた
関連いはどれでしょう。

名と用件を確認した。

よヽう、インター

つたので信用した。西日本事業部 公共住宅管理部

<開催風景(他公営住宅事伊l)>

報 諫
弯 野 耳 →

`

I―
……r.

防犯、交通安全に関する知識を醸成 し、安心な住環境の確保及び

団地内等のコミュニティ形成を支援

防犯講盟会、交通安全講習会開催の目―的t効果



防災に関する知識及び自動・共助意識を醸成 し、

有事の際に落ち着いた行動等をとることが可能

防災講習会開―催の目的、効果

:筋災議習会、訓練を実施して自動 日共助意識を醸成支援します (継続)

自助、共助意識の醸成支援のため防災に関する知識を学べる講習会及び消防署等と協力 した防災

訓練等の実施を引き続き提案 します。

対象 入居者、近隣住民等

防災に関する講習会、訓練を実施。

<実施の流れ (例 )>
①防災講習

(30分～ 1時間)防災に関する知識向上のための講習会

②防災訓練

消防署等と協力の上、防災訓練を実施

集会Fデ,等

①自治会と実施内容、開催場所を協議

②対象者へ周知

③講習会等を実施

当社負担

内容

場所

実施の

流れ

費用

<防災講習会で使用するテキスト例> <作成する分ノズの例>
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豊中市営住宅等での実績

■開催実績

■令和元年度アンケー ト実績 (対象 :66名  ※未回答除 く)

90。 9%以上が「また参加 したい」と回答

′
´

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度

原 日住宅 北条住宅 三国住宅

二葉第 2住宅 服部西住宅 島江住宅

西谷住宅 8～ 10棟 熊野住宅 1棟 西谷住宅 可～ 4棟

刀根山住宅 熊野住宅 2～ 4棟 西谷住宅 5～ フ棟

項 目 は い 普通 いいえ

また参加 したいですか ? 60名 6名 O名

満足できましたか ? 60名 5名 0名

理解できましたか ? 61名 4名 0名

意識は高まりま したか ? 61名 3名 0名



他者との心、れあいのきつかけづくりとなり、周辺地域や団地内等の

コミュニティ形成を支援

レクリエーション会開イ盛の目的、効果

:レクリエーション会を実施 し、コミュニケーション活性化に寄与 します (新規 )

多世代がお住まいの地域に対 してコミュニケーション活性化のため、レクリエーション会を開催

する事を提案 します。

対象  入居者、近隣住民等

内容

場所

実施

の流

れ

費用

実績

自治会のニーズに合つたレクリエーション会を開催。

<内容例>
・フレイル体操

楽 しみながら体を動かし、フレイルを予防するための体操を実施。
・昔のあそび

回想につながるような音の話を楽 しんだり、簡単なクラフト (工作)な どを実施。

・フラワーアレンジメント

お好みの花をビュッフェ形式で選んでいただき、アレンジメントを

楽 しんでいただく。

集会所等

①自治会等と実施内容、開催場所を協議

②対象者へ周知

③ レクリエーション介護士が在籍する事業者と協業 し開催

自主事業提案のベンダーの収益を充当

他公営住宅にて実績あり

フレイジレとは

歳をとつていく過程で、手足が思つたように動かない、転びやすくなったなど、日常的

な些細な兆候。日常生活に運動習慣を取入れることで、その進行を抑えることができ

る。

<開催風景 (フレイリレ体操実施例)>



自治会等に向けたサービスを提案します

以下取組みの実施にあたつては当社の利益を求めるのではなく、入居者や自治会等の負担がなく

サービス向上につながる自主事業を提案 します。以下取組みにより発生する収益については全額

豊中市・入居者等へ還元するため前述の提案事項開催費用に充当します。

I災害救援ベンダーの設置を提案 (新規 )

非常用電源を内蔵 した自動販売機を団地内に設置することを提案 します。

内容   災害救援ベンダーを住宅の敷地内に設置

①当社にてベンダー事業者と協力して、自動販売機設置により利益が見込まれる場

所、災害救援として必要と考えられる場所等を調査し、豊中市へ提案

②豊中市と設置場所、販売価格、目的外使用許可、利益の還元方法等について協議

実施の

流れ

の上、決定

③自動販売機を設置

※災害時には無料で飲料を提供

④飲料販売の利益を入居者等へ還元

他公営住宅 3自治体で導入実績有実績

設置費用は無償 (販売価格の中に含まれる)

設置場所・販売価格等により、利益額が変わる可能性があるため、正確な試算がで

きませんが、他公営住宅では下記の実績有

<他公営 での実績>

費用等

以下の販売価格・販売利益を基に収益が出た際は豊中市及び市民へ還元 (VR認知

症講習会実施等に充当)

<参考 (販売価格・販売利益)>
想定価格・利益 販売価格 販売利益

缶・小型ペットボ トル H30円 /本 26円 /本
5 0 0mlペ ットボ トル 160円 /本 32円/本

災害救援ベンダーとは

平常時は通常の自動販売機として活用できる。災害発生時には非常用電源に切 り替

わリスイッチを押すと無料で飲料が出る仕組みとなっている。

災害時、入居者等へ無料で欽料を提供することが出来るとともに

収益が出た際は、入居者・自治会等向けイベント等に充当し還元

災審救援ベンダー設置の圏1的、効果

螂
鋒
岬 齋

収 入 支 出設置数
0円18箇所 年間 5, 584千円



I共用部の電気料金削減「マンションでんきどにより自治会の財政面を支援 (新規)

・平成 28年 4月 の電力自由化により、当社も電力の小売事業を開始 し、管理物件オーナー様等

に対 し共用部分の電気料金削減提案を行つてきました。

・本業務においても、当社が電気小売業者の立場から、各住宅自治会に共用部電気料金削減提案

を実施 し、財政面からも自治会活動をサポー トします。

共用部分電気 (100～ 200ボ ル トの低圧契約 )

当社と自治会が共用部電気料金支払に関する契約を締結

象

容

対

内

①電気料金実績、契約容量に関する情報をいただき、試算

<一般電気事業者との料金比較>

民間住宅 100物件で平均 して約 10 6%縮 減

②契約締結

<契約に必要な書類>

・お申込み電力契約の直近の領収書

※途中解約違約金は原則無 し (15日 間の予告期間を要 します)

他公営住宅 3自 治体及び民間住宅にて実績あり

契約料に負担無 し

住宅ごとの試算が必要の為、正確な収支を出すことは出来ませんが、他自治体では下記実績のと

おり電気料金を削減 しており、当社の提案する自治会支援策の費用に充当することが可能

他公営住宅での導入実績

V実施の

流れ

費用等

実績

自治会の費用負担軽減となり、自治会業務負担軽減のための

原資としても活用可能

マンシヨンでんき導入の目的、効果

A公営住宅

・B公営住宅
・C公営住宅

A自治会

B自 治会

A自治会

A自治会

９

９

０

２

約

約

約

約

3%緒減 (年額 110千円)

1%縮減 (年額 124千円)

8%縮減 (年額295千円)

9%緒減 (年額 92千円)

電 カ メ ニ ュー
一般 電 気事 業 者

価 格

当社

価 格

基 本 料 金 388 80円 297.43円

使用 電 力量 が 120kWhま で

の場 合
17 40円

使用 電 力量 が 120kWhを
こえ 300kWhま で の場 合

21 68 円従量 料 金

使用 電 力量 が 300kWhを 超

遍す る場 合
24 95円

21.03円
電 灯

基本 料 金 1,058 40円 820.47円

1482円 16.10円従量 料 金 (夏 季 )

1337円 14.56円
低 圧

従 量 料 金 (そ の他 季節 )



!時間制予約駐車場アプリヘの登録

・現在豊中市営住宅等では、空き駐車場が全体の半数程度を占めています。

・空き駐車場を月極ではなく、時間単位で借 りることができる駐車場として活用することを提案

します。

'こ の提案は、市営住宅の駐車場を専門会社のシステム (ア プリ)に登録 し、利用者がアプリを通

して予約・支払いを行 うことができるものです。

内容   空き駐車場を時間制予約駐車場アプリヘ登録

実施の

流れ

①駐車場専門会社と連携して、登録する場所等を豊中市へ提案

②豊中市と登録駐車場、駐車場料金、目的外使用許可、利益の還元方法等につい

て協議の上、決定

③予約制駐車場を登録

駐車場改修費用不要、設置費用は無償

設置場所・駐車場料金等により、利益額に変動が有 りますが、収益が出た際は、

自治会支援等に充当するなど入居者等へ還元 します。

費用等

<運用スキーム図>

検索・予約 料金支払い

駐車場利用希望者

時間制予約駐車場アプリの特徴

専門事業者・当社

↓登録

団地駐車場
駐 車

支払い (50%)

豊中市

一

【豊中市、入居者のメリット】

・耳区画から登録できるため、コインパーキング等と違つて駐車場集約する (入居者が契

約区画を変更する)必要がない

。ロボットゲー ト等の設備が不要であるため、初期費用 0円

・本来の目的である、入居者からの利用希望があつた場合、すぐに登録を抹消することが

できる

【駐車場利用者のメリット】

・事前予約、事前決済であるため確実に停められる

・時間を限定しての予約が可能で、使う時間だけ予約できる

・全国36,000以 上の区画から、近隣のスポット (駅名や観光地、スタジアム・公園

等)や目的の住所から近い駐車場を検索できる

福祉や介護事業者等が団地に駐車をする際、事前に駐車場予約が

可能となり、団地への訪間がしやすくなる。

時間詰と予約駐華場の導入の醸的、効果



自治会の活動活性化、管理業務移行をスムーズに行います

]自治会活動支援提案 (継続)

豊中市営住宅等では4自 治会が解散している等、入居者の高齢化による自治会機能の低下が問題視

されています。指定管理者として、よリー層自治会の存続支援を行う必要があることを理解してお

り、以下の通り取組みます。

【自治会の活動内容周知、加入促進】

当社は、担い手不足によつて自治会活動の継続が難しい団地があることを理解しており、以下の

通り、自治会の活動内容を積極的に周知し、加入を呼びかけ、加入者の増加に尽力します。

【自治会会合への出席】

・自治会の会合に出席することが活動支援の糸国となると考え、現在一部団地の自治会の会合に

毎月当社職員が参加しています。

・今後もご要望があれば可能な限り出席し、課題がある際は事例紹介や当社で実施できること

の提案等を行い、自治会活動の円滑化に寄与します。

【コミュニティ形成支援】

・団地内コミュニティの希薄化の影響は、防犯・防災に関する共助意識の低下、入居者間の卜

ラブルに繋がります。当社は前述の通り、コミュニティ形成にも繋がるイベントを実施する

ことを提案していますが、実施の際は国地内だけでなく近隣住民も含めて参加を促進するこ

とで、コミュニティ形成を支援します。

・イベントの実施に当たつては、自治会と連携して行うほか、ご要望があれば実施の手法を自

治会へお伝えすることも可能です。次回以降、自治会単独でもイベント開催ができるよう情

報を提供することで、自治会活動の活性化を促進します。

三回住宅での防災語習会 (令和元年度)

当日は20名の入居者に参加いただきました。

近年西日本で水害等が発生 していることから、

参加者同士意見を交えながら防災に対する理解を深めました。

目的
・入居者間の自助・共助の意識を醸成

説明内容
・警戒レベルの基準が 4段階→ 5段階へ変更 した

・非常食の説明
・防災グッズ紹介
・災害時の事故事例

自治会の活動内容周知、加入促進への活動例

自治会入会を呼びかける文書等を作成 し、団地内・ホームページに掲出

当社が作成する案内文に自治会加入を呼びかける内容を記載

収入申告の際に自治会活動の案内文書を同封

消防訓練や、当社が実施するイベントの際に呼びかけを実施

入居説明会の際に呼びかけを実施



:共用部分における管理業務の方式の移行 (新規)

次期指定管理期間においては、前述の自治会活性化に加えて、自治会等により共益費徴収及び共

用部分の維持管理が行われている市営住宅で、一部の自治会業務を指定管理者に移行する必要

があることを十分に理解しています。

【移管方式を市に提案】

・当社は現在でも野田住宅や借上住宅において自治会の代わりに、共益費の徴収等業務を担って

おり、自治会の業務内容は十分に理解しています。

現指定管理期間中の取組み

共益費徴収、入呂者の生活に関する相談の対応、秩序維持のための文書の掲示・配布、

駐車場管理等を実施 しており、他自治会に対 してもスムーズな移管を実施 します。

仕様書に定められた移管方式に対して、以下の通り具体的な推進方法を検討しています。自治

会の要望をヒアリングの上、下表やその費用見積をもとに市と協議を行います。

スマートキーボックス・スマートロツクとは

既存の錠を機器設置等により電子通信可能な状態とし、スマー トフオン等の機器を用い

て開閉 l管理を行う機器及びシステムで、鍵の紛失・受渡 しが不要になり、利用者管理

等も可能です。

【財源の確保策を提案】

他公営住宅では、自治会によつては業務を委託する金額が共益費を上回り、業務を他者へ委託す

ることが難 しい場合があります。前述の通り、自治会の財源を増やす取組みの実施も可能です。

移管方式 具体的な手法 (案 )

電気・ガス・水道の

維持に関する業務

ガス、水道料金の支払者を当社に変更

電気料金は当社サービス「マンションでんき」により料金縮減ができないか検証

を行い、変更のメリッ トがある場合は当社に電気小売事業者を変更 (変更のメリ

ッ ドがない場合は、支払者を当社へ変更)

入居者からの

共益費徴収業務

公営住宅の料金収納を行つた実績のある協力事業者と協力し、自治会費等の収納

システム化 (口 座振替等)を実施

収納率が低い場合は、口座振替だけでなくコンビニ収納や電子収納ができないか

検討

市と協議の上、必要に応 じて滞納者への督促文書送付を実施

共用部分の清掃等の

維持管理業務

現状の実施状況を現地確認 し、今後実施すべき仕様を協議

当社協力事業者やシルバー人材センター等、複数の事業者から見積を取得 し、共

益費凸で実施できる事業者とともに提案

駐車場現地での

維持管理業務

現状の実施状況を現地確認 し、今後実施すべき仕様を協議

自治会の運営経費となつている現状を考慮 し、当社からの自治体への再委託とす

るか、当社へ業務を移管するか実態を踏まえた上で検討

希望がある場合は、

上記に関わらず

業務のすべてを実施

以下のように柔軟に業務を代行することが可能です。

・集会所の鍵管理が課題となつている場合

スマー トキーボックス、スマー トロックの設置を提案

・文書作成が課題となっている場合

当社が文書作成、印刷、ラミネー ト等を補助

・収支が不明瞭であることが課題となっている場合

当社にて収支報告書の作成を代行



3所要コス トの適正度

業務を確実に履行しつつ、可能な限り費用を縮滅します

当社は、現指定管理期間の業務経験や本業務の募集要項・仕様書等に記載の情報をもとに、確実

に業務を履行するために必要な費用を下表の通 り支出として計上 し、予定価格に対 して約 5%縮

減 した金額を提案 します。

※各年度の所要コス ト詳細については、様式 10収支計画書参照

項 目 指定管理委託料 (年額・税抜)

167, 300, 000円

各経費は現指定管理期間の業務経験に基づき欝出しています

I人件費の算出根拠

・現指定管理業務の経験や全国43契約 21万戸超の公営住宅管理業務経験から、 5年間確実に

業務が履行でき、費用対効果が最適である人数・職階・勤務時間・雇用形態を決定 しています。

・配置する職員は、適切な経験・資格を保有 しているとともに現在本業務に従事 している職員を

継続 して配置予定のため、管理開始日より円滑に業務を行うことが可能です。

・適切な対価を支払うため、今後の人員の昇格・昇給や、サービスレベル確保のために適切な経

験・資格を保有 した者を配置するための費用を計上 しています。(福利厚生費、諸手当等含む)

I修繕費の算出根拠

・現指定管理期間の業務経験及び豊中市が定める仕様に基づいて、これまでの経験から、人員数

や規模等を勘案 し業務を5年間確実に履行できるための費用を計上 しています。

I委託料の算出根拠

・現指定管理期間での業務経験及び豊中市が定める仕様に基づいて、現行事業者を含む市内事業

者等に見積取得を行い、当社が行う他案件の発注額等と比較 して最適の費用等を検証 しており、

業務を5年間確実かつ経済的に履行できる費用を計上 しています。

所管部署である公共住宅管理部の豊富な維持管理実績

空家修繕実績

西日本地域を所管する公共住宅管理部は、空家修繕を業務に含む15自治体において、累計

9, OOO件 以上、約45億円の空家修繕を実施してきた実績があります。

保守点検業務の実績 (一部 )

予定価格

142, 205, 000円最高評価点

相当額

当社提案額 158, 934, 000円

縮減害1合

(対予定価格 )

約 5%縮減

項 目 契約自治体数 管理規模 発注金額

受水槽・高置水槽清掃

消防用設備保守点検

15自 治体

15自 治体

453槽
2, 348棟

74, 308, 108円
111, 4フ 4, 218円

昇降機保守点検

建築設備定期点検

特殊建築物定期調査

14自 治体

8自 治体

‖1自 治体

777基
1, 306棟
1,412棟

531
29
27

569,
246,
326,

990円
994円
921円



]その他 コ事務費算出根拠

【従業員通勤費】

職員 10名分の通勤費を計上

【従業員交通費】

職員の通勤費以外にかかる交通費を計上

【事務所水道光熱費】

管理センターの利用にかかる水道光熱費を過去の実績値等から算出し計上

【車両リース費】

現指定期間では3台利用しているが、実態を踏まえ 1台減らし、2台分を計上

【車両消耗品費】

車両台数に合わせ、 2台分を実績値等から算出し計上

【駐車場使用料】

車両台数に合わせ、 2台分を現在の契約金額等から算出し計上

【パソコン等リース料】

職員 10名分のパソコン等のリース料について、実績値等から算出し計上

【電話回線】

現指定期間の実績値等から算出し計上

【印刷製本費】

現指定期間の実績値・豊中市の定める仕様に基づき、必要な費用を算出し計上

【郵便代】

現指定期間の実績値・豊中市の定める仕様に基づき、必要な費用を算出し計上

【共益費】

現指定期間の実績値等から算出し計上

【損害保険料】

豊中市の定める仕様に基づき、必要な費用を算出し計上

【その他経費】

現指定期間の実績値等から算出し計上

I諸経費の算出根拠

【マンション事業本部・西日本事業部バックアップ経費】

マンション事業本部・西日本事業部による、本業務の統括費用、人員採用や会計に関する監査

などの実施にかかる費用を当社の定められた経費率に則り、算出し計上

【公共住宅管理部バックアップ経費】

公営住宅に特化した研修や講習会の開催、繁忙期・緊急時の応援要員、各管理センターの収支

管理などのバックアップにかかる費用を当社の定められた経費率に則り、算出し計上

【コールセンターバックアップ経費】

コールセンターのバックアップ・諸経費等を当社の定められた経費率に則り、算出し計上

【一般管理費】

その他本社等バックアップ部門の人件費・諸経費等を当社の定められた経費率に則り、算出し

計上



4財務健全性

①賃借対照表は健全か②損 は健全カ は健全カ 画は適切か

万全の経営基盤に基づき、指定管理期間 5年間を確実に管理運営することをお約東します

貸借対照表および損益計算書から評価項目を以下収支表に示 します。財務の健全性を有する当社

が本業務を5年間に亘 り安定 して管理運営することをお約束 します。

l賃借対照表は健全です

下記の通り、財務・経営状況においても安定 しており、団体の規模に比 して多額の借入金・

多額の投機的な支出はないと捉えています。

l損益計算書は健全です

下記の通り、財務・経営状況においても安定 しており、建物管理業界のリーディングカン

パニーとして確かな売上・営業利益を有 しています。

I資金保有は健全です

下記の通 り、資金については現金及び預金等の十分な手許資金を確保 し、資金需要の集中

にも耐えうる資力を十分に有 しています。一般的な経営指標上40%を 目標とする自己資

本比率において令和元年度の実績で56%と なっています。

I収支計画は適切です

募集要項等に記載の本業務仕様について、現指定管理期間の業務経験・実績・外注事業者

への見積取得等の内容を踏まえて十分に検証 した上で別添の収支計画書を作成 しています。

<令和元年度の貸借対照表>
貸 借 対 照 表

<令和元年度の損益計算書>
損 益 計 算 書
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(様式10)

収支計画書 (令和3年度 )

円

(単位 :円 、税抜)

予算額項  目

174,827,400指定管理委託料

174,827,400

収

入
合   計

支

出

項  目 内  容 予算額

人件費 正職員 10人 44,669,100

修繕費 一般修繕費 29,019,600

委託料

特殊建築物定期点検

建築設備定期点検

消防用設備点検

昇降機保守〃く検

児童遊園定期点検

立体駐車設備保守点検業務

ゴミ貯留排出機保守点検業務

給水設備保守点検業務

雑排水管清掃業務

樹木等管理業務

ゴミ処理等清掃管理業務

駐車場管理委託料

その他委託料

57.349,200

1,360,800

957,600

4,012,800

15,996,000

1,153,200

762,000

3,786,000

1,066,800

16,100,400

1,128,000

4,489,200

6,536,400

その他・事務費

従業員通勤費

従業員交通費

事務所水道光熱費

車両 リース費

車両消耗品費

駐車場使用料

パ ソコン等 リース料

電話回線

印刷製本費

郵便代

共益費

損害保険料

その他経費

11,749,200

1,509,600

58,800

111,000

362,400

92,400

316,800

552,000

193,200

1,412,400

1,315,200

5,289,600

403,200

132,000

諸経費
マ ン シ ョ ン ・西 日 吉Б

ク ア

公共住宅管理部ハ
゛
ックアッダ経費

コールセンターバックアップ経費

一般管理費

16,146,900

5,260,300

3,067,800

2,170,000

5,648,800

小  計 158,934,000

消費税 (10%) 15,893,400

合  計 174,827,400



5 市民満足度等への配慮

①利用者からの各種申込み、依頼や問合せ等にきちんと対応し、満足度を向上させる仕組みとなる提案があるか

満足度を向上させるための仕組み「満足度向上サイクル」を構築しています

I溝足度を向上させるための仕組み

当社業務に対する満足度を向上するため、当社内で実施するセルフモニタリングだけでなく、入

居者等からの定期的なアンケー ト調査によつて外部から当社の業務を評価する仕組みが必要であ

ると考えています。アンケー ト等によってニーズを発見 し、住環境や当社の業務が改善するとい

う満足度向上のPDCAサ イクルを構築することで、市民の満足度向上へ努めています。

①アンケー ト・調査手法の検討・提案

②実施方法検討

①結果の報告

②業務の改善

③アンケート・調査方法等の見直し

①アンケー トや外部調査等を

実施

①集計、検証
②課題の抽出・整理

③現状のフィードバック

Iアンケー ト調査の概要

次期指定管理期間においては、現状行つている入居者アンケー ト、アンケー トボックス設置に加え

て外部調査を実施 し、当社業務へのフィー ドバックをより多くいただけるような仕組みとします。

【入居者アンケー ト】

現状以下アンケー トを実施しており、次期指定管理期間も継続 します。 <市営住宅だより )>

実施期間 年 1回 (2月 1日 ～ 2月 15日 )

対象 全入居者 (約 2,200戸 )

集計方法 各集合ポス トに配布 し返信封筒・窓口にて回収

アンケー ト

内容

以下項目に選択式回答

※率直なご意見をいただくため、無記名とし、

自由記述欄を設けています。

結果報告方法
豊中市へは報告書提出

入居者へは「市営住宅だより」で報告

e:雲「斎管1'ユ
アンケートの竜HI

【アンケー トボックス】

管理センター窓口にアンケー トボックスを設置することで職員の業務レベル

(挨拶、対応の親切さ・迅速さ、業務知識の豊富さ・正確さ等)を確認する

ため、来訪者でご協力いただける方に記入いただいています。

【外部調査】

第二者機関の調査員を手配 し、利用される方の視点から職員の接遇・態度・対応・窓日の環境

等をチェックすることで、入居者等にとってより上質なサービスを提供するように尽力します。

外部調査員の調査項目 (例 )

管理センターの清潔感・利用 しやすい雰囲気だつたか

職員からのお声掛けや気持ちの良い挨拶があったか

職員の服装や身だしなみ、笑顔や目線は適当か

分かりやすい説明だつたか、質問に的確に答えたか

接遇は良かったか、来訪者への気配 り・配慮があつたか

来訪時の待ち時間はなかったか、対応は迅速だつたか



現指定管理業務のアンケート結果では、多くの方から「曽通以上」と回答いただきました

Iこれまで実施したアンケー ト結果

・アンケー ト結果は以下の通りであり、 9割前後の方が当社の業務を「普通以上」であると捉え

ているという結果となっていますが、より多くの方に「満足」という結果をいただけるように

アンケー ト項目ごとに様々な満足度向上策を実施します。

・項目の中では、比較的「要望や苦情に対する対応」「建物・設備等に不具合が生じた場合の対応」

に不満を感じられる方が多いため、特に注力して改善を行います。

<導社が実施した入居者アンケート結果>    
田満足  やや満足  普通  やや不満  載不満

Q.募集・管理センターについて総合的な評価はどうですか。

平成28年          14%

平成29年           14%

平成30年           13%

平成31年            15%

51%

45%

46%

42%

6%麟踏

6%霞瑚癬

60/0爵掛踏

9%毬%

8% 築襲鋼鰺

11% 聯

10% 翻

120/。  鞠

5%無醐鶴

70/c鶏斃

7%隣
7%鰯

平成 31年

普通以上の割合

平成 31年

普通以上の割合

平成 31年

普通以上の割合

平成 31年

普通以上の割合

平成 31年

普通以上の害1合

平成 31年

普通以上の割合

約85%

約90%

Ql.各 種 申込 ・届出書類の受付の際、対応 の態度はいかがで したか。

平成28年                      13%             47%           翻躍%

平成29年              17%        44%      4%軽 %

平成30年                        12%           42%          3圏

平成31年                        14%            42%          50/。 磁%

約95%

Q2.各 種 申込 ・届出書類の受付処理 の速 さはいかがで したか。

平成28年           14%        51%
平成29年            15%        49%
平成30年                  110/c          48%

平成31年                       15%             46%

Q3.要 望や苦情 に対する対応 はいかがで したか。

平成28年          13%       46%
平成29年                  13%            42%

平成30年                  14%           40%

平成31年                  12%          40%

30/譲 %

3%潔%

2熔聡%

4。/0観 %
約95%

Q4.建 物 ・設備等 に不具合が生 じた場合の対応 はいかがで したか。

平成28年                120/0           44%           11% 輔

平成29年           17%      38%     12%→ 醐癬

平成30年                 17%           36%          14%  塔惑朝騨

平成31年                    14%           38%          110/0 聯
約82%

Q5.緊 急時の対応 はいかがで したか。

平成28年          14%
平成29年           13%
平成30年           13%
平成31年           13%

卿
靭
卿
靭

約89%



Iア ンケー ト、要望 日苦構等による対応事例

管理センターでは豊中市営住宅等で頂戴 したアンケー トでの記述、要望・苦情等に対 して、以下

のように臨機応変に対応 しています。

内容 当社の対応 (一部例)

夜間の騒音により「睡眠を

阻害される」といつた趣旨

の苦情

以下内容の文書を該当団地に掲示。

22時以降は睡眠をとられている方が少なくない

ため、掃除機や洗濯機の使用を控える必要がある

踏み音や玄関 ドアを開める音、ベランダや窓際で

の会話が想像以上に響 くこと、またその改善策

テレビやラジオの音量を気づかず大きくしている

可能性があるため、イヤホン利用等の対策も必要

であること

当社職員により現地を確認 し、ご本人に対 して説明や

指導を実施。

「犬猫等のペッ トを飼つて

いる人がいる」等の苦情

市営住宅だよりやホームページでルールを掲出。

入居時に取得 している誓約書 (犬猫等飼育しない旨)を

もとに、飼育が不可であることを繰 り返 し説明。

漏水による入居者間の

トラブル

・加害者が費用弁償できない場合、必要に応 じて福祉部

局等と連携 して対応を実施c

・事前に入居説明等で、そのようなリスクがあることを

説明 し、損害賠償保険への加入を促進。

当社の受付態度に対する

ご指摘

定期的にホスピタリティ溢れる接遇、電話応対に関 して

社内研修会を開催。

外部講師が行う接遇に関する研修を受講 し、更なる接遇

レベルの向上を行つた。

当社が行 う認知症講習会の

終了時に再度の開催を要望

いただいた

再度ご出席いただいた方にも興味をもってお話 しを聞い

ていただけるよう、別の着眼点から「認知症」に関する

テキス トを作成 し、再度詩習会を開催 した。

要望の多い団地には、より多くの方が出席いただけるよ

う、大きな会場の確保を行つた。

大阪北部地震や台風 21号
を踏まえて防災に関する

不安の声が挙がつた

・防災詰習会を開催 して、災害発生時に混乱 しないよう、

意識や避難経路等をご説明するとともに、事前に準備 し

ておくと良い防災グッズ等の紹介を行つた。

・災害に備えるための準備のチェックリス ト等を「市営住

宅だより」やホームページに掲出 し、啓発 した。

自治会が高齢化 しており、

除車業務の実施が難 しい

本来は自治会が実施すべき業務であることを説明。

豊中市と相談の上、必要に応 じて樹木剪定等と併せて当

社にて除草を実施。



【Ql、 2の満足度向上策】各種申込・届出書類受付をより丁寧に、迅速に行います

I接遇教育

各種申込・届出書類を実施する職員を中心に、以下の接遇に関する教育を実施することでホスピ

タリティ溢れる対応を行います。

接遇に関する教育

定期的に

行う研修

接遇マナー研修 (1回 /年 )、 ホスピタリティ研修 (1回 /年 )、

電話応対研修 (1回 /年 )

講習受講

資格取得

認知症サポーター養成講座、部落解放・人権夏季講座、 LGBT対 応マナー

研修、不当要求防止責任者講習、もしもし検定、ユニバーサルマナー検定

:説明資料の作成、ホームページヘ掲出

各種申請・届出に「必要な添付書類リスト」「記入

例」等を作成 し、それらを活用して分かりやすく説

明を行います。

当社作成ホームページに各種申請・層出の「書式」、

上記の「必要な添付書類 リス ト」「記入例」等を掲出

し、管理センターに来訪いただく手間や、郵送時間を

削減 します。

l市営住宅だよりによるお知らせ

収入申告に関する内容等、特に重要な申請・届出に関

することは、当社が発行する「市営住宅」にイラス ト

や写真を添えて分かりやすくお知らせ しており、次期

業務でもこれを継続 します。

をお■けしξす

詳 碧
2年 2月 号より抜粋)>

Iマニュアル ロチエックリス トの活用

・どの職員が対応しても適切かつ迅速な対応が出来るよう各種申

請・届出に関するマニュアルを作成し、定期的に更新します。

・書類提出後、記入漏れがあり提出者が再来訪をする等が無いよ

う、各種申請・届出を受けた際の「チェックリスト」を作成・

活用 します。 <チェックリスト(例 )>

Iト リプルチェックの実施

受領 した書類・現金等の確認時は「受領者」「検査者」「責任者」による、 トリプルチェックを行

うことで、入居者の書類の再提出等の手間を防止 します。

<卜 リプルチェック体制>

會  
捗  

確認

三骨職畳

領者

 妨

 巽 炉  
捧  

確

恥 き

者

鸞   凛入鍋r産



【Q3の満足度向上策】要望や苦情対応を、根気強く丁寧に実施します

】要望 日苦情等への対応方針

入居者等からの要望、苦情などに対し、以下の対応方針を定めます。

<苦情、要望、相談への対応方針>

相手の話に耳を傾ける 入居者等の意見を整理して確認し、 じつくりとお話を伺う

論争はしない 感情的、理詰めの対応で、相手の意見を遮らない

前向きに受け止める 「貴重なご意見」であると受け止め、相手の発言を後悔させない

す ぐに責任者に伝える 所長等の責任者やその上席へ迅速に伝える

l要望 日苦情等への対応方法

・入居者や自治会等からいただく要望・苦情等の連絡に、迅速かつ公平に対応できるよう入

居者対応マニュアルを作成 し、適切に業務を行います。

・受付けた苦情、要望、相談等をまとめた「台帳」を作成 し、職員間での情報共有や、対応

策・業務改善方策の策定に活用 します。

<入居者対応マニュアルにおける「30分 '2時間・ 1週間ルール」 (緊急の苦情等対応の流れ)>

経過時間 対応内容

受付 内容を台帳に記入、必要に応 じて職員間で共有

30分 受付けた職員が担当者・所長や副所長へ報告、対応の方向性を協議

(速やかに連絡できない場合は、重要な内容を除き翌営業日に報告

2時間 相談いただいた方ヘー次連絡、連絡内容を台帳へ記載、対応

1週間
解決に至つていない場合は、 1週間単位で相談者に状況報告、

所管部門へ定期報告、必要に応 じて都度、自治体へ報告

I入居者間及び入居者と近隣住民との トラブルの解決方策

・トラブル等の情報を得た場合は事実確認を行い、迷惑行為等があつ

た場合は当事者へ根気強くかつ丁寧に説明 しています。

・必要に応 じて当社職員がご自宅へ訪問 し、解決や指導等を実施 して

是正を図つています。尚、不在だつた場合にはご不在連絡票を投函

し、改めて管理センターにご連絡をいただくよう依頼することで、

確実に対応を行います。

<他公営住宅でのペット・騒音・ゴミについての苦情対応事例>

周辺住民より○国地の

ゴミの出 し方が悪いか

ら注意 して欲 しい

種 別 内容 対応事例

ペッ ト

○号室で猫を飼つてい

る人がいるからどうに

かしてほしい。

現地にて事実確認 (周 辺住民への聞き込み、巡回等 )

確認が取れたら、訪間にて指導

親戚に引き取つてもらうことで解決

後日現地にて飼育を続けていないか確認

騒音

ゴ ミ

上の住民がうるさい。

直接 いうと トラブルに

な りそ うなので注意 し

てほ しい

団地内全戸に住民が特定できないよう注意文を配付 し、住

民全員気をつけるよう注意喚起を実施。

後日騒音がなくなったと情報者からお礼の連絡をもらう。

自治会長へその旨を伝え、情報を共有

団地掲示板にゴミの出し方のルール及び注意喚起を掲示

巡回時等ゴミを正 しく出しているか確認



I共同住宅 口賃賞住宅としての住まい方 (維持保管義務等)に関する啓発方策

【入居説明会での丁寧な説明】

入居説明会では、誰に対しても同じ内容を正しいニュアンスでお伝えできるよう、各種連絡先

や入居ルール (維持保管義務等)、 修繕負担区分、ごみ分別ルールブック等を配布し、丁寧に説

明を行っています。

母

魯誓

C90
こみを再生資道す,分け方・出し方

りりつ
:ヽtr蓮墨塞墨基持 で

■・と|=rIⅢⅢrや 題理

藝 :塾襲塾 :

督
<入居説明会資料(抜粋)>

【巡回等での啓発】

当社職員が巡回やパ トロール等を実施 した際に、維持保管義務違反の行為があつた場合には、直

接対話を行う、後日該当の場所付近に啓発文の掲示を行う等、正しいルールを啓発します。

【繰り返しパンフレット・ホームページで啓発】

入居の際だけでなく、重要な居住のルールを「市営住宅だより」・ホームページに繰り返し掲載

し、根気強く啓発活動を行つています。

0犬猫鳥等の飼育と餌付けは禁止
決磐磨等¢霞爾や麟付け|ま 攀盗されてとヽます、もし、爵毒されている方1よ 、鰯再□」能

な方に譲るなど自壷的な対処をお願いしますじ

●不法投棄・迷惑駐車等の禁止
市豊住宅肉のゴミの不法投票、自転導・′(イク等め波理また:と違議賤患1よ、迷悪になる

ばかりか、緊急自動車の通行の妨げにもなります。絶対にやめましよう。

お互もヽにrしをもヽ,さでをこЧという意識4住環境を守りましよう。

●騒音トラブルは大文夫ですか!?

大きな音鎌上下贈や雨磯:こ吾きま鍵 督役の生活で自然におこる牲 逃奮
市
を避けること

は難こ′いですが、床を蟻らすような激しもヽ勤きは閣菜るだけ避けるようにし、特に深夜や

亭軽などtと大き奪奮鑑出きなしIよう、書重い1こ電をつけ求しよう。

●ベランダは整理整頓しましよう!

緊急腱き、ベランダは入屠者みなさま (特に面隣)の選驚鰻路になりま嘉

避げ適竜ぷ奮ぐような鞠を建かないようにし、霞理霊蒻竜心掛け淳亀′ょう。

●「孤独死Jを防止しましよう1

全国で孤独死するケースが発生し、社会問題化しています。靖Bどるからのコミュニケー

シヨンを大切にしよ 高齢者が孤立もないよう1こ しましようで

<ホームページに掲出している「市営住宅だより(平成 31年 2月号 )」 (抜粋)>

l不当要求にも適正に対処

・保管義務違反の行為や迷惑行為が「不当要求」に当たる場合は、管理センターに配置する「不

当要求防止責任者」を中心に厳正に対応します。

・必要に応じて公共住宅管理部計画推進課に所属する、警察OBと協力して対応を行います9

.講H工奉
「 '■

P

趙 疑 癖
与麟費負憲区分豪

欅

娃
鰯

!:輔写

I「
~



【Q4、 5の満足度向上策】建物・設備の不具合対応、緊急時対応を迅速・適切に実施します

建物・設備の不具合対応、緊急時対応における満足度は、「対応の早さ」と「丁寧な説明」が重要で

あると考えており、以下の施策を行います。

124時間365日、地元事業者と連携した対応

・建物・設備の不具合や緊急時連絡については、営業時間内は管理センター、時間外はコールセ

ンターで受付を行い、24時間365日 対応 しています。

・現地での対応が必要となつた場合には、当社職員又は地元事業者が駆け付けます。修繕が必要な

場合には、入居者等に実施する修繕の流れや費用負担等を説明の上で迅速に実施します。

※詳細は「2④安心安全な施設の維持管理を行う能力等」参照。

]連絡網の作成・共有

・当社は2つの連絡網 (①豊中市と指定管理者間の連絡網、②社内における連絡網)を作成し、

建物・設備の不具合や緊急時に迅速に対応 しています。

・②社内における連絡網には、設備ごとの地元事業者や対応地域、消防・警察等、「どのような事

象でどこに連絡すべきか」が分かるよう整備しており、管理センター・コールセンターで共有

しています。

I写真付き修繕負担区分表の作成

・修繕の負担区分が一部入居者であることを周知するため、ホームペ

ージに負担区分を掲載 しています。

・次期指定管理期間においては、より具体的に分かりやすくお伝えし

てご負担に納得いただくため、豊中市と相談の上で、主要な設備の

写真や図付き負担区分表を掲出します。

ギRヽ

さを i`4゛ ●鍮

I連絡先の周知、マグネットの作成 日配布

・入居者等が建物・設備の不具合対応、緊急時対応の際にどこに連絡すべきか周知するため、ホ

ームページや「市営住宅のしおり」、掲示文等の様々な場所に、必要な連絡先をまとめたもの

を掲載しています。

・次期指定管理期間においては、全世帯に当社の費用負担で「連絡先マグネット」を作成・配布し、

更なる周知に努めます。

表面

冷蔵庫等に貼つていただき、緊急時

に指定管理者の連絡先がひと目で分

かる

<現在のホームページ>

裏面
災害時安否確認やご家族等への連

絡・対応を行 うために玄関扉等に

貼つてご使用いただくことが可能

ヒIガスえ栓  
“

水道栓  と
`電

気ブレーカー  彗戸椰り

二次綾奮防止をして以下へ避驚しました.

避難場所

下‐
一一一

|●母種:≧魅すfittit' :0
■日 視日夜間緊急時は

大阪ガスセキュリティサービス1角まで 闘

<市営住宅だより(抜粋)> <新たに作成する「連絡先マグネット」(イメージ)>

号

室 避難済み



5 市民満足度等への配慮

②地域の市民との良好な関係構築に寄与する提案となつているか

地域の市民と市営住宅入居者のコミユニテイ形成に寄与します

当社は、地域の市民と市営住宅等の入居者のコミュニティ形成支援を行うため、当社が開催する

イベントの周知文を地域の掲示板等で掲載 し、地域の市民も参加いただけるよう取組みます。

開催予定のイベント

認知症講習会、防災講習会、防犯講習会、

交通安全講習会、 レクリエーション会

※新型コロナウィルス等の感染症対策を徹底 して、状況をみて開催 します。

当社職員が地域の見守り活動を行い、地域の市民との良好な関係を構築します

】当社職員による地域の見守り活動

・当社が巡回、お、れあいサポー ト等で団地に訪間する際、可能な範囲で周辺地域の見回りも実施

し、挨拶運動等を行つて市民との良好な関係構築に尽力します。

当社は他公営住宅で基礎自治体の高齢者等を対象とした地域見守 リネットワーク事業に関する

協定を締結 しています。豊中市でも同様の事業を実施される際は、豊中市と相談の上で協定締

結を行います。

他公営住宅における「地域見守リネットワーク事業」の締結事例

自治体と事業者との連携による高齢者等を支える地域づくり協定

(1)高齢者等に対する「ゆるやかな見守 り」の実施
(2)認知症の方やその家族を支える地域づくりへの協力

(3)高齢者等の消費者被害の防止

(4)そ の他地域活動支援等、各区市町村の高齢者施策及び地域活動支援への協力

高齢者を見守る地域見守 リネットワーク事業に関する協定

(1)高齢者見守 リネットワークの構築、発見および通報に至る相互連携
(2)異 変のある高齢者等何らかの支援を必要とする高齢者等を発見 した場合の連絡、消防・

警察への通報
(3)自 治体から指定管理者に対する情報提供、助言および定期的な情報交換の定め

おもいやリネットワーク連絡会

緊急連絡先を登録 し、自治会が保管する取組みを実施

夜間になっても数日間電気がついていない高齢者住戸を見廻るライ ト運動の実施

集会室での太極拳教室の実施 等

I(
２

３

I地域包括支援センター等との連携

自治体や地域包括支援センターと連携して認知症や迷惑行為の当事者及び親族をサポー トし、認

知症等による徘徊の早期発見等、関係機関と連携した対応に取組みます。

<地域包括支援センターとの連携例>

管理センター
入居者、自治会等からの相談受付

対象者、近隣住民、自治会への間き取り実施及び緊急連絡先、保

証人への連絡

地域包括支援センター ・家族や親類の連絡先が不明な場合に管理センターと相互確認協力

親族・保証人等
管理センター、地域包括支援センターと連絡をとり対象者の支援

を実施



5 市民満足度等への配慮

⑥市 の に貢献するための提案があるか

市内事業者への積極的な発注により市内経済の発展に貢献します

】市内事業者発注状況

・現在、豊中市営住宅等指定管理業務の保守点検業務並びに維持修繕業務において、以下のよう

に市内事業者に発注 し、連携 して業務を実施 している実績があります。次期指定管理期間にお

いても、メーカー指定以外の業務については、豊中市内の事業者へ優先的に発注を行い、豊中市

内の経済活性化に貢献 します。

<保守点検業務等の市内事業者発注実績(年額)>※令和元年度

発注市内事業者

樹木等管理業務 9,951,297

<維持修繕業務の市内事業者発注実績(年額)>※令和元年度

業 務 発注市内事業者 (税込・円)

52,974,000空家修繕業務
上原建設株式会社、青野組有限会社、

株式会社登工務店

上原建設株式会社、株式会社クラッセル、

株式会社セツリョウ、株式会社辻中、

株式会社登工務店、西田電気株式会社 他

一般修繕業務 22,198,165

:市肉事業者の積極活用に向けた連携強化

・豊中市内事業者を積極活用するため、安全管理、業務品質向上を目指 し、当社及び事業者による

勉強会を定期的に開催 します。内容は、法令遵守、管理運営業務全般等を扱います。また、リス

クに対する対処法を協議するなど、連携を強化 します。市内事業者の活性化に向けて、必要に応

じて、提携会社を拡大 します。

・公平に市内事業者の選定を実施できるよう外注先の管理基準等を定めた、外注管理規定・マニュ

アル等を定めます。一定の業務品質が保たれるよう、ルールを共有 します。

業 務

給水設備保守点検業務

消防用設備点検業務

ゴミ処理等清掃管理業務

雑排水管清掃業務

大路建設株式会社

発注金額 (税込・円)

5,542,650

4,423,220

1,206,630

11340,700

曇轄移ずヨ肇建中 §△嬰

I
市内事業者からの物品購入

・物品等の購入にあたっても積極的に市内発注を行い、可能な限り、地域経済に貢献します。

1物品購入 (案 ) 1点字名刺、事務用品、清掃用具 等 れヽ Jミ , ティ   母
'F市

をとi争  イhA管
=イⅢⅢ, ″′イ[襟撃幾観 籍'こ

'当社職員が所持する名刺は点字が併記されたものを使用 して

います。この名刺は障害者就労施設にて点字加工を行つてお

り、障害者雇用支援の一助となっています。
がな越竣 蓄磯 g駅牌亀Υ騒離

<点字名刺 (案)>



積極的に市内雇用を創出します

本業務では、現職員を継続 して雇用 しますが、新規採用を行う場合、豊中市民を積極的に雇用す

ることで市内経済の活性化に貢献できると考えています。募集職種・募集対象の年代によって、

採用手法を変えるなど、柔軟な雇用政策を行い、積極的かつ安定的な市内雇用に努めます。

:豊富な採用手法

・地元ハローワーク等の活用、地域新聞・広告等を積極的に活用、当社採用ホームページ・シニ

ア向けインターネット求人広告の活用・求人情報専門の検索エンジンを活用(Indeed)

・様々な候補者の事情に合つたリクルー ト会社の活用

:雇用条件の緩和 日優遇

・雇用の確保・技術力の伝承を目的として、雇用限度年齢を緩和

・資格やスキルに応 じて給与条件等を優遇

・正社員・契約社員の昇給制度 (条件有)

豊建驚
I再就職支援事業を実施する人材紹介会社と提携

・当社は、アウ トプレースメント専門の人材紹介会社と複数提携 し、公営住宅管理業務の適性に

合う方を積極的に採用 しています。

・電力会社に勤めていた方が技術スキルを活か して公営住宅技術職員となる、管理職経験者がマ

ネジメントスキルを活かして責任者となる等、様々な事業で活躍 しています。

アウトプレースメントとは

再就職支援ともいい、雇用調整により人員削減をする企業の依頼を受け、労使間の紛争の

解決やア ドバイスを行い、また、解雇もしくは退職 した社員の再就職の支援を行う事業。

I自治体、公益法人が運営する職業訓練被から人材を採用

公共職業訓練校やシルバー人材センターが開催する合同面接会 (高齢者や経験の無い業界へ挑戦

する方が知識を学ぶための「職業訓練校」「管理員養成講座等」の卒業生が参加する面接会)に、

当社人事部社員も出席し積極的に採用を行つており、公営住宅管理業務でも当該卒業生が活躍し

ています。

]認定職業訓練校として研修を実施

当社は東京都認定の職業訓練校としての資格を取得 しており、一定基準のもと、建物管理未経験

の中途社員等に対 して建物設備の技術スキルを養うため、研修を行つています。

<当社職業訓練校の概要>

設立目自O

・認定職業訓練による技術面の質的向上、

社員意識の高揚
・逼迫する労働市場に対する採用面での差別化

認定日 平成 3年 4月 9日

認定訓練 能力再開発訓練 短期課程 設備管理科

実施訓練
中途フォローコース4回 /年、 2 5日 /回
高卒・新卒導入コース 1回 /年



6 従事者への配慮

①労働関係法令を遵守しているか

労働基津法を遵守するための体制を構築しています

I労務管理マニュアルの運用

労働関係法令を連守するため、労務管理マニュアルに基づいた具体約

な施策を実施 しています。この労務管理マニュアルに|ま 労務管理の基

礎知識や関係法令に基づく規定はもとより、会社独自の取組みを記載

し、社員への教育・周知の徹底を行つています。

<主な労働関係法令と当社の施策>

主な労働関係法令

譜摯 重要

一一・］「一一・一一一一一「一一一
<労務管理マニュアル>

1労働基準法 (36協定等)

労働安全衛生法

男女雇用機会均等法

1育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

1行 う労働者の福祉に関する法律

パワハラ防止法

I安全衛生体制
,労働災害の防止など労働者の安全と健康を確保

するため、安全衛生管理に関する推進体制を明ら

かにし、従業員の安全と健康を確保 しています。

・統括安全衛生委員会が業別・個別安全衛生委員会を

指導・教育し、全社的な方針・対策等を企画・立案

します。

月 十回、事業所ごとに個別安全衛生委員会を実施

し、残業による健康障害等のリスク・36協定等に

関する教育を行います。

社員の意識醸成・上長による業務マネジメント

を徹底 しています。

主な施策

・パソコンの起動時間を管理          |
・月 45時 間を超える残業の場合は、上長へ申請 し

|

管理 を徹底                 !
安全衛生委員会 (月 1回 )で労働災害に関する社

内通信の共有、対策の協議

女性職員はもとより、男性の育児体暇取得の推進
|

ハラスメント防止運用基準の規定、

管理職研修等の実施

相談・苦情窓国の設置

育児、介護休日眼取得の推進

ハラスメン ト防止運用基拳を策定 し、具体的な禁

止行為、処分等の明示

専用相談窓口を設置

<安全衛生管理に関する推進体制>

統括安全衛生委員会

業別安全衛生委員長等で設置

(指導 ↑(建議)

業別安全衛生委員会

マンション (公共住宅)管理、

ビル管理、工事の各部門で設置

(指達孝女普j↓
~千

(進蓋)

個別安全衛生委員会

従業員 50人以上の事業所毎に

「個別委員会」を設置

]労働関係法令に基づく届出を実施

下記のとおり、法令に基づく届出を適正に実施 しています。

団
会社指示等によって勤務が出来ない者へも一定の手当て・給与を支払う等、社員の生活を保

護しています。

届出先 項 目

労働基準監督署 労働基準法に基づく就業規則・労働基窄法に基づく36協定

ハローワーク 雇用対策法に基づく外国人雇用状況・障害者雇用促進法に基づく障害者雇用状況



安全衛生だより

全社員が労働災害法令に関する知識を正 しく身につけ、遵守する取組みを行うため、社内で安

全衛生だよりを発行 し、安全衛生委員会での共有及び社内ポータルサイ トに掲出しています。

安全衛生

霧
だより

2020年 5月 署

1 2020年 1～ 3月 業務受書発生状況について

H ISFOP IP,中症クールワークキャンヘーンJ実施霞r珂

熱中症の予防万おと対処ん法

Hl 球煙てきない厭囚 :'「ニコチンはE症」?

題l rス トレスチニックお」度」の実施について

1買

3貫

7賓

10貫

― 全 慮HtBO 日曽せゼD策會メ,′し

ぬ対しなtヽ 1マニュアルH風 
―

Rratt5

‐≪

′  慎aコミュニティー●●サポートダィヤ′研
1         魯透

=`躙
iH o120-790-390(2r・『を,d/ェ,や苺

“

〕

】爾解 セ射駕新雅希諸監髯1蓄螺′専ⅢⅢ.に中日常)

襲繹轟暴胤逮こ革堤:騨醗詢

‖.時間鉢備働・休日備儡に間寸う協定届(3b協定)につしlて

2020年 1月 te～ 12月 31日 言での 3(,協々チ

'hた

に舗熔 し求した～

梶畢436協定つて何だろう,

強

労使        つて
ヨ寺闘外'オ機

'や

休口労働をさせることができます。

奪

ト

盗
使用者  盤業員の代表

(草葉:B長 )(― (ミ 皇真0電 に,

秀機基準監督暑

<当社の 36協定の内容>

限震時閣 Iよ どれくらい
'I

I阿
I日 16時鶴

360時 FR

転倒災害防止対策のポイント

転■1災 書を防止することて、安心して作葉が行なえるようになリド作素オれ

事もアップします 1

48(■■ '■uこ 清B・ 常8)
□歩缶場所に窃を放駐しない

こl床面の汚れ (水 、油、粉など)を取り餘<

□床面の凹凸、段となどの解消

↓

0

組 しにくい●筋 漁
□時間に余裕を持つて行動

口滑りやすいよ島所ては小きな歩幅で歩行

日足えが見えにくい
'沢
態て作棄しない

●
件

モ0と0射H
□移動や作余に適 した靴のを帰

attI岳の危険マップの体成による危嵌情報の共有

□重樹危険場所にステッカーなどで走患
'集

態 ●
a彗喪書t防止して、担重な毎日t!:

転剖など案,痴災害が発生すると、仕事を休奮なければいけをくなるの1ユ

もちろん、後遺症によつて日常生′者にも大きな影響を及ぼします。

身の回りの危険ボイントを理解し、資金に業務に取り組みましょう。

1.2020年 4爵～う日串務費事再生転調について

お知 年 Aヽ～ 6員 にねヽ1サ て,'停め魚傷夏▼が費輩してヽり 崇,こ森礎

翔距ta律建と10加は向にあります。
=た

、昨年よFよ こ帯のマニェアル政豪に

とる事驚が
'と

し、今嘉に入●てか・oこ 1悴 のマニュアル連長にとこ奉散が

費生しfお
''1,苺

強1よ 霊奪Aの 革命を守り、安全に患職奪金うためFi後

te泰 描マニェアル
=章

めていま1,マ こェアルに麻つて寺母,る こと,ユ 白

″φ身を守るために必要なとをです。茨
^―

ジリ障,4弦 分患移マ岳ェアル

〔
=つ

いて印リエ
'ザ

ていますので 4余幼に韓盤すると薇■磯11内 で来
=し

て、

安全を▼議に勢ぬ
=ミ

ょう。

※上記は一例であり、労働関係法令に関する知識

″
　

一

ユ

,eⅢ〕+て擦 郎 願 憩 W

社内事例等の最新 トピックを記事にしています。



6 従事者への配慮

②指導育成に関する方針・計画を有しているか

研修の方針を定め、職員の能力向上をはかります

I職員の指導育成、研修に対する基本的な考え方

・単に建物管理運営業を営むのではなく、様々な要望や相談にお応えしていくこと、そして、地域

コミュニティの活性化や入居者が快適に生活できる住環境を整備するためには、社員一人ひとり

に高いサービスレベルの能力が求められると考えています。

・当社の最大の商品は「社員が提供するサービス」であると考え、社員一人ひとりの能力開発を図

っています。

社員に求める人材像

「建物と人の2つ の老い」、「自治イ本のニーズに合う新 しいサービスの提供」、「災害対策」

等、様々な課題に対 して、時代のスピー ドと変化に即応するため、社員一人ひとりに高い

レベルの能力が求められると考え、必要な能力を「Human skill(人 間力)」 と

「Hospitality(お もてなし精神 )」 であると定義 し、職員を育成 します。

l研修の方針

以下のとおり、研修の方針を定め実施 します

<基 本 方 針 >

<実 地 方針 >

<研修の実施テーマ>

当社研 修実施 のテー マ を「人 を育 て、自 ら進 化 す る組 織風土 の醸 成 」と し、

職 員 が知識 と経験 を育 み、これ まで以上 に、豊 中市 営住宅等 の住 宅政 策 に

貢献 で きる よ う尽 力 します。

組織 の活性 化 と

風 土 改革

会社 全体 を自立型組織 に変革 す るため、 社 員 の役 割 ・機 能

の段 階的 な強化及 び風 土 改革 に必要 な人材 育成 を実 施

社 員 のキ ャ リア

支援

実 務 を含 め企業 人 と して の基 礎教 育 を全社 的 に展 開 し、 社

員 のキ ャ リア を支援

組 織 の

競 争 力強 化

組 織 を リー ドす る能 力、 新 しい事 業 の仕組 み を構 築 で きる

能 力 を持 つた社 員 を育成 し、 組 織 の競争 力 を向上

1 社員の声に応えるため、基礎教育の全社的実施及び受講できる階層と内容を明示

2
意 欲 が あれ ば報 わ れ る とい う意識 の醸 成 を図 るた め、原則 と して社 員 の

意欲 を尊 重 し、 自 ら志願 す る もの を優 先

3
経 営課 題 の解 決、 業務 革新 を実 施 す る ため に、 経 営 トップの意 思 を具 現

化 で き、経 営戦 冊各を実 現 で きる人材 を育 成

4
外 部 (市 場 や 他社 )の 基準 を理解 し視 野 を広 げるため に、外部 機 関 を利

鷹 し、外部 の客観 的基拳 に よる人事評 価 と育成 を図 る



管理センター・所管部門において実務的な研修を計画的に実施します

I多面的で計画的な指導 日研修制度

管理センター、公共住宅管理部、本社という3方向から、本業務に従事する職員の指導・育成を

実施 します。

管理センター

O」 T制度 (先 輩社員が随時行 う

教育訓練 )、 外部資格取得講習、

接違 '法令研修等

本業務に

従事する

職員
本社

基本教育 (企業肉大学制度)等

公共住宅管理部

公営住宅に特化 した研修

:管理センターで実務に効果的な研修を実施

・管理センターに配置された新規配属者は、公営住宅の経験豊富な職員からO」 T研修を受け、

豊中市営住宅に特化 した知識や詳細な業務手順を修得 します。

・所長等が専門機関による外部の資格取得講習等を適宜受講 し、内容を管理センターで共有 (研

修)す ることで、職員に効率的に知識・技能を定着させます。

・接遇、法令研修等、これまで同様の研修を継続的に実施 し、知識・技能を確実に定着させます。

管理センターでの0】 T研修の流れ

①職種・業務内容により「指導項目」「実施レベル」を設定し、「OJTシー ト」を作成

<指導項目 (例)>
組織機能・労務 一般管理業務

コンプライアンス 募集業務

公営住宅管理業務概要、住宅管理システム概要 入退去・異動等業務

家賃等の収納業務 滞納整理業務

収入申告業務 施設維持業務  |

駐車場契約業務 緊急時対応業務

<実施レベル (例)> <0」 Tシート例 (社員用)>

レベル 1 概要把!屋、会議体出席、他者履行業務体験

レベル 2 社内での各種作業の単独実施

レベル 3 顧客説明・顧客対応の単独実施

②O」 Tト レーナーは人事部が行う「指導者研修」を受講

③O」 Tト レーナーが上記の指導スケジュール策定、

日常的な指導、進捗確認を実施

④配属から3カ 月後ごとに、本人と面談の上で

トレーナー・管理職・人事部が進捗を確認

一

一
ｉ

ｆ

ｒ

拇

一”

町
一
い



【外部資格取得講習等の受講】

項 目

不当要求防止

責任者講習

内容

救急に関する知識と人工呼吸・心臓マッサ

ージ・AED等 の救命技能についての講習

反社会的勢力の実態や不当要求手口等を知

る講習

電話応対マナーやコミュニケーションスキ

ル等の「人間力」を養うことができる検定

【認定CPP資格】個人情報を取り扱う職

員の管理者を対象とする認定資格

部落問題、障害者問題、性差別問題、外国

人間題等のテーマごとに講座が設定され、

多様な人権問題を学習

効果

救急対応が必要になつた

際、救命処置を学習

反社会勢力等による不当要

求への適正な対応を学習

対象者 頻度

全職員

副所長

管理

開始前

管理

開始前

応対の基本である電話応対

や接客スキルを学習

個人情報の現場管理者とし

て実施・運用スキルを学習

電話応

対職員

所長等

管理

開始前

管理

1開 始前

様々なテーマで人権問題を

学び、平等な対応を学習

管理
所 長

認知症サポーター養

成講座

【接遇・法令研修】

認知症の正 しい理解や対応方法等、高齢者

へのホスピタリティ溢れる対応を学ぶ講座

認知症の理解を深め、応対

時の対応や地域互助を学習
全職員

内容

5つ の原則 (迅速な行動、公平な対応、確

かな対話、細心の気配 り、最善のア ドバイ

ス)に基づき、接遇を向上させる研修

効果

ホスピタリティ溢れる入居

者応対を職員が理解

対象者 頻 度

年口貝全職

一　

　

回1

高野山人権研修

高野山にて行われる「部落解放・人権夏期

講座」を所長が受講 し全職員へ学習 した内

容について研修を実施

多様な人権問題等を学び、

人権理解の裾野を広げる

不当要求を受容 しない姿勢

や対応方法を職員に指導

全職員 年 回

全職員 年 1回

1

「不当要求防止責任者講習」を受講 した副

所長が学んだことを基に研修を実施

公営住宅法、地方自治法、豊中市営住宅条

例・同施行規則、豊中市個人情報保護条例

等の諸制度を理解するための研修

関係法令・条例等が改正時の変更点や変更

によつて当社の業務がどのように変わるか

を確認する研修

e― ラーニング形式でコンプライアンス課題

について再確認すると共に周知を浸透させ

て意識を醸成させる研修

個人情報や法令遵守に関する事例や問題点

をまとめたチェックシー トを学習 し、コン

プライアンス全般の研修を実施

当社の個人情報保護方針、安全管理措置、P

マーク、情報漏洩時のリスク等の基礎知識

を e― ラーニングで学ぶ研修

個人情報保護に関する本業務独自のマニュ

アルや住宅管理システムの取扱い注意点等

について所長等が職員に対 して指導

外部講師等を招き、より高度な接遇スキル

を職員が習得することを目的とした研修

本業務に係わる各種関係法

令等の内容を理解

改正時の変更点や本業務に

係わるポイントを理解

全職員 年 1回

・矢日 |

随時全職員

回

回

コンプライアンス意識

識を向上

問答形式で職員の理解度を

確認 し、意識 ・知識を向上

全職員

全職員

全職員

1

1

年

月

年

個人情報

e― ヮーニング

研修

個人情報

保護研修

接遇マナー研修

個人情報保護の意義や重要 :
1 回

性、当社の取組みを学習

本業務で扱 う個人情報の内

容・要点・対応方法を学習

接遇やマナースキルを学習

し、入居者等応対時に活用

全職員

全職員 回

1

1

年

　

　

　

年

普通救命講習

もしもし検定

(電話応対技能検定)

個人情報

管理者資格

部落解放・人権夏期

講座

項 目

ホスピタリティ

研修

不当要求防止

研修

関係法令研修

関係法令

改正研修

コンプライアンス

研修

コンプライアンス

チェック研修



【新たな管理センター内研修の実施】

公の施設に携わることを踏まえて、職員に正しい知識を定着させ、よリー層入居者へのサービ

ス向上を目指し、新たに以下の研修を実施します。

高齢者・障害者・LGBTな どの多様

な方々に向き合うためのマインド「こ

ころづかい」を身につける検定

LGBTの 人々が抱えやすい悩みや不

安を知 り、酉己慮できるポイントや、さ

り気ないサポー ドを行うための知識を

学習

入居者に適切な距離感で

応対する等の配慮方法を

学習

事務

職員等

管理

開始前

もしもし検定に合格 した所長等がその 電話応対、マナー、コミ

内容に基づき、電話応対や諸事項を職 ュニケーションスキルを

員に研修 学習

LGBTの 方に配慮 した

接遇や基本的な考えを学

習

所 長
管理

開始前

全職員   年 1回

LGBTな どの性的マイノリティの多

様性を尊重 し、性別・性的思考に関す

る被差別をしない日常的な配慮を学ぶ

研修を所長が受講 し、全職員に共有

様々な境遇の方への公

平・公正な応対スキルを

習得

全職員  年 1回

全職員   適宜

I所管部門が公共住宅に特化した研修を実施

新規配属となる職員がいる場合、本業務の所管部門である公共住宅管理部にて、専門的な研修を実

施します。公営住宅の専門的なバックアップ部門であるため、安定した研修を実施することができ

ます。

【公営住宅に特化した基礎研修】
内容 対象者

職員の経理知識底上げによる、当社

経営状況の理解や金銭事故及び不適

切な会計処理等の事故防止を目的と

した研修

当社の収支状況や、金銭

取扱い方法、経理基礎を

学習

配属前研修

実務研修

公営住宅に関する基礎、当社組織について学ぶ研修。

【研修項目(例 )】

・公営住宅の役割、公営住宅法
・公営住宅の概論、各種制度概要、用語
・募集事務、入居事務、施設管理事務、緊急対応業務

・自治会の役害」 ・生活苦情 (迷惑行為、騒音、ペッ ト)

・当社業務に対ずるクレーム (制度説明不備、手続遅滞)

・個人情報の重要性、漏洩、紛失時のリスク説明

・コンプライアンスの重要性について

基礎について学んだ後、当社で管理 している他公営住宅管

理センターにおいて、実際に業務をどのように行っている

か、実務を見ながら学ぶ研修。

※本業務と類似仕様の公営住宅管理センターにて実施想定

新規

配属者

新規

配属者

1 一副配属回

配属前回1

対象者 頻度期待される効果研修 内容

ユニバーサル

マナー検定

LGBT対 応
マナー研修

電話応対研修

LGBT研 修

経理研修

回数研修



会社全体で様々な1汗修や資格取得支援を実施

】基礎研修 (企業内大学カリキュラム)の実施

全社員が高度な専門性とビジネススキルを習得するために企業内大学を設置 して、カリキュラム

に基づき研修・教育を実施 しています。

<全職員対象>
基本教育

新任役員研修

新任部門長研修

養成型教育

次期部門長養成

新任管理職研 修

(評価者、労務管理、

安全管理、マネジメント)

次期管理職養成

管
理
職

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
究
会

多
様
性
、　
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
、　
全
フ
ス
メ
ン
ト
、

Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
対
応
研
修

計
画

・
段
取
力
／
論
理
的

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

問
題
解
決
力
／
交
渉
力
／

プ
レ
ゼ

ン
カ
／
傾
聴
力

パ
ソ
コ
ン
ス
キ
ル

中
途
入
社
者
研
修

資
格
取
得
推
進

中
堅
　
　
　
若
手

既任管理職研修
テームビルディング

O」 T
トレーナー

英
言五

人
材
育
成

設備分野

施設

・電気設備の不具合事例

対応策
・中央監視装置
・設備応用

中堅研修②

中堅研修①

論理的思考

問題解決

企業会計

2年 目研修

顧客満足度向上研修

新卒研修

<技術職員対象>

建築分野

・建築基礎 I(身区体、防水、塗装)

!・ シー リング基礎

|・ 新築施工の知識、施工管理基礎

・建築施工、点検実技

宮|:彙彗:3称
フサイクルマネジメント

住宅

昇降機事故事例、

事故予防策

防火防災管理

設備応用

３
年
目
迄

１
年
目

:・ 建築基礎 Ⅱ (躯体、防水、塗装)

.・
建物設計に関する法規

・建設工事基礎

建物総論/管理体系、建物維持保全、ライフサイクルコス ト

基本法規の把握 (区分所有法、建築基準法等)

設備基礎 I(電気、消防、給排水 )

給排水管基礎、ポンプ整備実技基礎

昇降機設備基礎

設備基礎 I(電気、空調、消防、給排水 )

設備の繋がり

図面の読み方

設備実技

I資格取得支援制度を保有

・業務品質向上だけでなく、社員個々の自己啓発のために資格取得援助制度を設けており、資格

取得時には報奨金を支給する等の支援を行つています。

・資格取得を補助するために、専門講師による講習会や模擬試験開催情報の案内、一定資格に関

しては予備校 (通学・通信)を受講する場合に費用の50%を 支給する等と様々な支援を行つ

ています。



「建物管理」に関する専門資格保持者が多数在籍 しています

社内研修制度等を利用 した専門資格の保持者が、本業務 を所管する公共住宅管理部 も含めて、会社

全体には、多数在籍 しています。

<当社の主な資格者数>

資格名 (一部抜粋)
西日本

事業部
大阪支店 京阪支店

公共住宅

管理部
全社

管理業務主任者 273名 61名 33名 60名 |,982名

宅地建物取引士 209名 42名 20名 49名 1,538名

マンション管理士 69名 17名 8名 16名 492名

マンション維持修繕技術者 98名 26名 15名 18名 687名

区分所有管理士 58名 9名 9名 11名 435名

不動産証券化マスター

6名 20名

30名

255名建築士 (1級・2級 ) 39名 3名

建築施工管理技士 (1級・2級 ) 18名 2名 1名 9名 397名

インテリアコーディネーター 5名 2名 1名 41名

インテリアプランナー 8名

福祉住環境コーディネーター 15名 1名 1名 4名 152名

ファイナンシャルフ
°
ランニンク

・
技能士 52名 13名 5名 10名 320名

日商簿記 (1級、2級、3級 ) 236名 53名 23名 54名 2,040名

特定建築物調査員 8名 1名 1名 2名 73名

建築設備検査資格者 9名 2名 1名 1名 76名

昇降機検査資格者 1名 5名

電気工事士 (1種 ) 27名 6名 3名 8名 518名

電気工事士 (2種 ) 94名 17名 6名 25名 1,187名

電気主任技術者 (第 卜3種 ) 12名 3名 1名 4名 226名

電気工事施工管理技士 (1級、2級 ) 17名 3名 3名 5名 291名

工事担当者 (ア ナログ,デジタル,総合)

管工事施工管理技士 (1級、2級 )

31名

31名

6名 7名

7名

7名 288名

6名 6名 396名

土木施工管理技士 (1級、2級 ) 33名 3名 5名 11名 128名

冷凍機械責任者 (第 1-3種 ) 32名 5名 3名 9名 603名

1,547名ボイラー技士 (特級、1級、2級 ) 75名 13名 8名 16名

ボイラー整備士 5名 1名 82名

消防設備士 (甲 種、乙種) 145名 33名 18名 43名

7名

1′ 550名

消防設備点検資格者 22名 3名 4名 338名

危険物取扱者 (甲種、乙種、丙種) 201名

2名

42名 32名 41名 1,879名

エネルギー管理士 (熱、電気) 1名 69名

建築物環境衛生管理技術者 32名 8名 1名 9名 495名

防火管理者 (甲 種、乙種) 251名 42名 25名 95名 1,407名

普通救命講習 1,458名 510名 190名 357名 7,230名

サー ビス介助士 7名 1名

6名

1名 67名

185名防災士 40名 6名 13名



】自社研修施設の活用

建物管理会社には、特に建築・設備に関する技術力が必要であるため、当社は自社で「建物その

ものが研修素材」ということをコンセプトに、「NOTIA」 という研修施設を建設 し、効果的な

指導・教育・研修を実施 しています。

N◇ T I A
■  それは 気づき(劇 就 ice)が

1  生まれる場所 (Area)。 14隠
|.≒鶴

稀

知的創造のフ回ア
【気づきの広場/ミ ーティングルーム】

開放感のある学び・交流の空間。

設備実習のフ回ア(電気・空調)

【電気演習スペース/空調演習スペース】

2Fと 連動 した学びの中枢フロア。

設備実習のフロア(防災・給羽1水 )

【防火 防災学習スペース/給排水 '衛生実習スペース】

実技で学び、基礎・応用が しつかり身に付 く。

多目的フロア
【ホール/共創の広場/他】

座学から実技研修、プレゼンテーションに使え

る共同スペース



6 従業者への配慮

は実施 されているか

職員のスキルアップ向上のため、管理センター内研修の実施・外部語習を受講してます

職員の能力向上のため、管理センター内研修の実施、必要に応 じて、外部講習会等を受講してい

ます。また、外部講習会受講者が管理センターで適宜職員に共有することで、職員一人ひとりの

知識・技能を定着させ、職員全員のレベルアップを図つています。

!公共住宅管理部 (所管部門)が実施の研修

公共住宅管理部が行う研修の実施状況は以下の通りです。

:管理センター内研修等を実施

現在の指定管理業務が開始されてから現在に至るまで、職員のスキル向上のため、様々な研修

を実施 しました。

<管理センター内研修の実績>

研修名 実施状況

O」 T研修
配属から1年間

※新規入社者、公営住宅業務未経験の異動者のみ

関係法令研修 平成 28年 4月 以降、年 1回実施

関係法令改正研修 平成 28年 4月 以降、適宜実施

コンプライアンス研修 平成 28年 4月 以降、年 1回実施

コンプライアンスチェック研修 平成 28年 4月 以降、月 1回実施

個人情報 e― ラーニング研修 平成 28年 4月 以降、年 1回実施

個人情報保護研修 平成 28年 1月 (管理開始前)以降、年 1回実施

接遇マナー研修 平成 28年 4月 以降、年 1回実施

ホスピタリテイ研修 平成 28年 1月 (管理開始前)以降、適宜実施

高野山人権研修 平成 28年 4月 以降、適宜実施

不当要求防止研修 平成 28年 4月 以降、適宜実施

認知症サポーター養成講座 平成 28年 4月 以降、適宜受講

普通救命講習 毎年 1回実施 (新規配属者・更新者)

部落開放・人権夏期講座 平成 28年 4月 以降、適宜受講

不当要求防止責任者講習 平成 28年 4月 以降、適宜受講

もしもし検定 (電話応対技能検定) 平成 28年 4月 以降、適宜受講

個人情報管理者資格 平成 28年 2月 以降、適宜受講

研修名

実施予定時期

公営住宅管理業務 未経験者

(新規入社者・異動者)

公営住宅管理業務 経験者

(異動者)

配属前研修 ～令和 3年 3月 末 実施済み

実務研修 ～令和 3年 3月 末 実施済み



本社が実施する研修は、役職・職階に合わせて実施します

本社が行う基礎研修 (企業内大学カリキュラム)は、以下の通 り社員の役職・職階等によっ

て異なる実施状況となっています。

<基本教育>

研修名 実施状況

新卒研修 着手社員 (新卒入社から5年以内程度)に実施済み

2年目研修 若手社員 (新卒入社から5年以内程度)に実施済み

顧客満足度向上研修 若手社員 (新卒入社から5年以内程度)に実施済み

論理的思考研修 若手社員 (新卒入社から5年以内程度)に実施済み

問題解決研修 若手社員 (新卒入社から5年以内程度)に実施済み

企業会計研修 若手社員 (新卒入社から5年以ぬ程度)に実施済み

中堅研修 中堅社員 (新卒入社から10年以内程度)に実施済み

新任管理職研修 管理職に実施済み

既任管理職研修 管理職に実施済み

多様性研修 入社から5年以内を目途に実施

コンプライアンス 入社から5年以内を目途に実施

ハラスメン ト 入社から5年以内を目途に実施

LGBT対 応研修 入社から5年以内を目途に実施

<養成型教育>
※任意参加の教育カリキュラムであるため、令和元年度の受講者数を記載します。

研修名 受講者数

計画・段取力研修

論理的コミュニケーション研修

問題解決力研修

51名

39名

24名

交渉力研修 44名

プレゼンカ研修 31名 令和元年度 受講者数総計 :351名

建築基礎 I(躯体、防水、塗装)

シー リング基礎

新築施工の知識、施工管理基礎

建築施工、点検実技

設備基礎 I(電気、空調、消防、給排水 )

設備の繋がり

図面の読み方

設備実技

入社 4年 目以

降実施

研修名

傾聴力研修

パソコンスキル研修

英語人材育成研修

受講者数

37名

31名

62名

マネジメン ト研究会 32名

設備分野

住宅 施 設
実施状況建築分野

入社 1年 目に

実施

入社 3年 目ま

でに実施

建物総論/管理体系、建物維持保全、ライフサイクルコス ト

基本法規の把握 (区分所有法、建築基準法等 )

建物のライフサイクルマネジメン ト

建築応用

不具合事例

建築基礎 E(躯体、防水、塗装 )

建物設計に関する法規

建設工事基礎

設備基礎 Ⅲ (電気、消防、給排水 )

給排水管基礎、ポンプ整備実技基礎

昇降機設備基礎

昇降機事故事例、

事故予防策

防火防災管理

設備応用

電気設備の不具合事例

対応策

中央監視装置

設備応用



6 従事者への配慮

④従業者がはたらきがいを持ちいきいきと業務に取り組めるような提案があるか

労働基準法を連守し社員がいきいきと働ける環境があります

・職員がいきいきと働 くためには、職員の心身の健康の維持向上が必要であると考え、人事担当役

員を健康経営推進者とし、積極的に健康経営を推進 しています。

・ワーク・ライフ・バランスの制度が充実 しています。

,働 きやすい環境の維持向上のため、パワハラなどのハラスメント防止策を整備 しています。

I人事制度、権利厚生の活用

職員がいきいきとやりがいや充実感を持ちながら働き、多様な働き方が選択、実現できるよう

様々な人事制度や福利厚生があり、これらの制度を利用 しやすい風土づくりを行つています。

項 目 労働環境の向上、ワーク・ライフ・バランス推進のために整備 している主な制度

働き方

・在宅勤務制度  ・モバイル勤務制度  ・スライ ド勤務制度  ・通信教育援助

・資格取得報奨金  ・一定資格取得補助金  ・育児 '介護等退職者再雇用

・定年延長制度  ・定年再雇用 ・プロキヤリアパス ・年次休暇  ・積立休暇

・入社時特別休暇  ・結婚,生理,リ フレッシュ,忌引′公務,災害休暇

・ボランティア休暇,休職

健康 健康診断  ・産業医面談 (適宜)

育児

・育児休業 ・育児短時間勤務

・出産休暇  ・時間外労働の制限

・子の看護休暇 ・出産祝金

・ベビーシッター派遣事業割引券

繰上げ '繰下げ勤務  ・所定外労働免除

・母性健康管理  ・配偶者出産休暇

母子,父子家庭の育児支援金  ・保育所利用補助金

介護
介護体業,休 E段  ・短時間、繰上げ,繰下げ勤務

時間外労働の制限

所定外労働免除

福利

厚 生

会員制保養所  ・スポーツクラブ ・クラプ活動  ・従業員持株会  ・財形貯蓄制度

エル保険制度  ・REIT積立倶楽部  ・マッチング拠出 ・グループ保険

結婚祝金  ・弔慰金  ・災害補償  ,社内マイレージ制度

健康サポー トダイヤル  ・メンタルカウンセリング ・健康情報サービス

ハラス

メン ド

防止策

・パワーハラスメント、セクシェアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業・介護体業

等に関するハラスメントの防止の運用基準を規定

・会社員にコンプライアシスチェックシー トによるパワハラ防止法にF美弓する研修

・HDグループのガイ ドブックの発行

・三ヨンプライアンス ヘルプライン窓日 (内部・外部)を設置。

(外部通報窓 Elは弁護士が対応)

社内マイレージ制度

「長 く健康的に勤務 し、向上心をもつて業務改善等に貢献 した

従業員に社内マイレージ (WELコ イン)が付与され、コインを

各種割引サービス (宿泊施設、娯楽施設、スポーツ施設等)に変

換 し、利用できる制度
為T 轟

番il

策 特 虫

↓気″H

l障害者の雇用促進
・令和 2年 6月 1日 現在、障害者雇用率は2 23%(170名 超)で あり、法定雇用率を達

成しています。



I高齢者の労働意欲向上

当社は高齢者が長く働ける環境を整備しており、65歳の定年延長制度を設け、定年後も嘱託社

員として従事した場合、健康等の条件を満たせば、72歳まで雇用できる制度があります。経験

経験豊富な社員のノウハウの継承等を目的に、労働意欲の維持向上につなげています。

<高齢者雇用状況 (令和 2年 6月 1日 時点)>

年齢 ～44歳
45～
54歳

55～
59歳

60歳～

64歳
65歳～ 総数

常用労働者数

(人 )

2, 535 1, 135 541 104 3,335 8, 650

割合

(%)
29. 30 13.10 6. 30 12.80 38.60 100.0

I対外的な評価

【「健康経営優良法人」に3年連続認定】(経済産業省主催)

経済産業省が推進する健康経営優良法人制度において、平成30年から現在

に至るまで 3年連続で認定されました。定期的なストレスチェックを実施

し、従業員のメンタルヘルス状況を社外専門機関により検証・モニタリング

を実施、従業員の健康と安全の改善に向けた取組みに繋げています。

【「くるみん」マークの取得】(厚生労働省主催)

次世代の育成支援 (子育てサポー ト)に積極的に取組んでいる企業として、

東京労働局より次世代認定マークを平成20年に取得しました。また、平成

25年には再更新を受けており、行動計画に基づく目標達成に向け、全社的

に取組みを進めています。

【「えるばし認定」の最高位を取得】(厚生労働省主催)

女性の活躍推進に関する取組みの実施状況が優良な企業として「えるばし認

定」を取得 しました。この認定には「採用」、「継続就業」、「労働時間等の働

き方」、「管理職比率」、「多様なキャリアコース」の5つの評価項目があり、

取得できる認定段階が3段階に分かれています。当社は全ての評価項目にお

いて基準を満たしており、最高評価である3段階目の認定を取得しました。

【「テレワーク先駆者百選」に選出】 (総務省主催)

テレワークの導入・活用を進めており、充分な実績を持つ企業として総務省

主催 「テレワーク先駆者百選」に選出されました。

イ電
健康 軽曽優良法人

ホワイト500

常ヽ奪
X

十十手

【「高年齢者雇用開発コンテスト厚生労働大臣表彰優秀賞」受賞】(厚生労働省他主催)

厚生労働省等が主催する高年齢者が働きやすい職場づくりの事例を募集する

コンテストで最優秀賞を受賞しました。

【「日経スマー トワーク経営調査」3.5★】(日 本経済新聞社主催)

Smart Workを実践している企業を新しい「日本の優れた会社」として評価

する「第 3回 日経スマー トワーク経営調査」にて 35☆ を得ました。

Teにwork PioneeF

SmartLVork
29口 0



7 個人情報保護体制

人情報保護のイ本制が整備されているか

プライパシーマーク取得事業者として、通正に個人情報を取扱います

。当社は、本業務が入居者等の多様でセンシティブな個人情報を扱う機会が多数あること、それら

の大量の書類やデータ等を適正に管理する必要があることを十分に理解 しています。

・「豊中市個人情報保護条例」及び「豊中市個人情報保護条例施行規則」等に基づき、豊中市の考え

を理解 した上で、様々な安全管理措置を詩 じて適切な管理運営を行います。

・当社は、個人情報保護方針と規程に基づく個人情報保護マネジメントシステムを運用 し、厳正に

業務を行い、平成 20年からプライバシーマークを保持 し続けています。

プライパシーマークとは

一般財団法人日本情報経済社会推進協会より「個人情報について適切な保護措置

を講ずる体制にある事業者」として付与されるマークで、第二者機関の公正な審査

を通過 した証明となります。

個人情報の取扱いに関して 4つの安全管理措置を実施します

当社は個人情報の保護に関する法律における安全管理措置について、ガイ ドラインに定められた

以上の取組みを行うため、継続 した個人情報保護マネジメントシステムの見直 し・改善を実施 し

ています。本業務でも以下の取組みを通 じて、個人情報保護を徹底 します。

<個人情報の取扱いに関する4つの安全管理措置の具体的取組み>

項 目 個人情報ガイ ドライン 当社の取組み

組織体制の整備
規程体系の整備及び運用によるPDCAサ イクルの構築

代表者を「責任者」として組織的な管理体制構築 等

107101170

個人データの取扱いに係

る規律に従つた運用

本業務の個人情報取扱いルールを設定及び遵守

個人情報データのトリプルチェックを実施 等

所長が個人情報を取扱う管理者となり取扱状況を確認

アクセス権を有する者を豊中市へ届出 等

発生時の迅速かつ組織的な対応フローの整備

険への加入 等

個人情報自己点検チェックシー トによる社内監査

専門部署や所管部門による監査 セルフモニタリング 等

・独自の個人情報取扱いマニュアルによる指導
.定期的な個人情報保護に関する9ラーニング・研修を実施
・所長のCPP資格受講 等

機器にチェーンを繋ぎ盗難防止、電子媒体使用の最小限化 等

CD・ USB等の電子媒体は原則持出し禁止とし、管理簿等で持

ち出しを所長が厳正に確認 等

廃棄時に紙媒体はシュレッダー、電子媒体は確実に破壊 等

住宅管理システムと当社機器接続禁上、アクセス制限 等

電子機器にパスワー ド設定、離席時のログオフ徹底 等

最新のデータ漏洩防止・セキュリティソフト等の採用 等

組織的安全

管理措置

個人データの取扱状況を

確認する手段の整備

漏えい等の事案に対応す

る体制の整備

取扱状況の把握及び

安全管理措置の見直 し

人的安全

管理措置

物理的安全

管理措置

技術的安全

管理措置

従業者の教育

機器及び電子媒体等の

盗難等の防止

電子媒体等を持ち運ぶ場

合の漏えい等の防止

個人データの削除及び機

器、電子媒体等の廃棄

アクセス制御

アクセス者の識別と認証

外部からの不正アクセス

防止

情報システムの使用に伴

う漏えい等の防止

職員が誤つた使用をしないよう

添付書類を含むメールヘのパス

に管理者が継続的

ワー ド設定 等

に教育・指導



【組織的安全管理情置】PDCAサイクル体制を構築しています

l組織的なPDCAサ イクル体制を構築

'「個人情報保護マネジメントシステム」に基づく運用スケジュールを作成して全社員に展開する

組織的安全管理措置を講じています。この仕組みの中で教育・社員セルフチェック・社内相互監

査等を行い、各所管部門がその履行を確認するPDCAサ イクルを構築しています。

・社員が自身の個人情報保護状況をセルフチェックするために、独自の個人情報自己点検チェック

シー トを用いて履行状況の確認・改善作業等を行つています。

<PDCAサ イクル運用のイメージ>

Pian

個人情報保護規程に

基づく「個人情報保

護マネジメン トシス

テム」策定

Do

「個人情報保護

マネジメン トシ

ステム」に基づく

業務実施

Check   ~・
~う~鱗

Act

規程類改訂等の

リスク対応、

個人情報保護

教育・研修実施

リスク評価、

社内監査、

個人情報セル フ

チェック実施

個人情報保護マネジメントシステムとは

」 IS規格「個人情報保護マネジメントシステム」とは、事業者が、自らの事業

の用に供する個人情報について、その有用性に配慮 しつつ、個人の権利利益を保

護するための方針、体制、計画、実施、点検及び見直しを含むマネジメントシス

テムのことです。

201ヨ 年ま 憾
^信

驚R縦 4fキ )メ サ ,ラ rFI ‐, ェ  .  ・

田

七 子 :.:=:`争 i義■ずir毯■■ !

<個人情報保護マネジメントシステム運用スケジユール(抜粋)>  <個人情報自己点検チェックシート(抜粋)>

:個人情報に関する事故の補償

入居者等への損害を与えない運営を前提としますが、個人情報取扱事業者包括保険に加入し、万

が一の情報漏洩に関する事故等、あらゆるリスクに備えます。保険の詳細は「2-⑥」参照。

ゞ
=



【組織的安全管理措置】個人情報を取扱う万全の規程体系・管理体制を整備しています

当社の個人情報保護方針に基づいた個人情報保護規程や個人情報保護計画、関連規程等を整備 し、

継続的に運用を行う「規程体系」を構築 しています。

代表者を責任者とする「管理体制」を確立 し、個人情報管理者資格 (認定CPP資 格)を取得 し

た所長が個人情報取扱責任者となり、定期的に上位組織が管理状況を確認 します。

<規程体系について>

個人情報保護方針

「プライバンーポ リシー』

個人情報保護規程 個人情報保護計画 関連規程

<管理体制について>

代 表 者 (責 任者 )

個人情報統括 責任者 (総 務部才且当役 員 )

ψ
個人情報監査費任者 (監査部長)

個人情報管理責任者 (総務部長) 個人情報システム責任者 (lT推進部長)

蓄情相談窓日 (総務部個人情報担当)

※個人情報保護士資格者在籍

室

個人情報に関する資格者を配置します

管理センターの所長が認定CPP資格を取得して、職員に求められる役割や責任を理解し

て、本業務を適切に履行します。また、所管部門や本社部門等には、個人情報保護士

が20名在籍 しており、業務をバックアップします。

認定 CPP資 格 とは

コンプライアンスプログラムの実施・運用に関する業務に精通し、個人情報を

取扱う職員の管理者を対象とする個人情報管理者資格

個人情報保護士 とは

個人情報の保護に精通し、 適正な取扱いや安全管理を身につけた証明となる資格

期

選 任 選 任

マ ン シ ョ ン 長

西

マ上

管理者 (管理センター所長)豊中市営住宅

指定管理業務
認定CPP
資格取得

職 員

くコ



【人的安全管理情置】独自のマニユアル・研修等による職員の教育を徹底します

I個人情報取扱いマニュアルの活用

・現在、独倉の個人情報取扱いマニュアルを作成

しており、職員一人ひとりが高い個人情報保護

の意識を保つ人的安全管理措置を講 じています。

・マニュアルには当社の豊富な公営住宅管理業務

の経験に基づく個人情報の取扱い方法や手順に

ついて詳 しく記載 しています。

<個人情報取扱いマニュアル記載内容(抜粋)>

<1騒 l人情報取扱いマニュアル>

二∃・餞十[狩:

郵送 ,メ ール等における取得ルール

送付前に、送 り先の住所・ア ドレス等に間違いがないか、相手方と再確

認、郵送であればできるだけ当社返信用封筒を利用 していただく

受領の際は、テス トメール・FAX送信前の連絡の徹底

受領後は、受信できた旨の連絡、同封書類のチェックを徹底

個人情報の入カルール

送信 (交付・持出 し)ルール

入力原票と入力内容に相違がないかダブルチェックの徹底

確認 した資料をシュレッダーで破棄、原票を定められた場所に保管

原則メール・FAXで の交付や持出しを禁止とする。やむを得ぬ場合は、

送信先等を 卜リプルチェックし、「個人情報持出 し記録簿」へ記入

送信後は、送信記録・送信先への着信確認、不要書類の破棄を徹底

保管ルール

書類等は放置せず、定められた場所に保管 し、施錠

責任者は保管台帳に基づき、現物確認を適宜実施

全ての書類について文書保管分類表を用い、保存年限を設定

破棄ルール
業務履行の為に複写した個人情報は直ちに破棄、複写物の個人保管禁止

破棄する文書・保存年限を超過した書類は必ずシュレッダーにより破棄

I個人情報保護教育の徹底

個人情報を取扱うのは「人」である事を踏まえ、全職員に対して定期的な研修を行い、職員一人

ひとりの個人情報保護に関する知識・意識の定着を図ります。

<個人情報保護に関する研修>

研修名
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<個人情報 e‐ ラーニング研修>   くコンプライアンスチエック研修> く個人情報保護研修>

研修内容 実施頻度 研修ぬ容 (例 )

個人情報

e― ラーニング研修

e― ラーニ ング等 を

用 いて全社員 に対

して行 う研修

年 可回

個人情報保護に取 り組む意義

プライバシーマークと個人情報保護法の違い

当社の個人情報保護方針、規程等

安全管理措置、個人情報漏洩の影響や危険性

コンプライアンス

チェック研修

状況判断事例等 を

題材にした、問題回

答形式の教育

年 12回
紙面で個人情報を取扱う際の注意事項

・メールでの誤送信を防ぐシステム利用方法

。SNS利 用時の注意事項

個人情報保護研修

職員が本業務で取

扱 う個人情報につ

いての基本的研修

年 12回
豊中市個人情報保護条例等関係法令の理解

入居審査等、実際の業務における保護方法

住宅管理システム使用時の個人情報取扱方法

燭大1義候 ヨンフライアンステェックンート if帯 =F打
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【物理的安全管理措置】適切に書類を整備・保管し、物理的な個人情報の漏洩・毀損を防止します

・管理センターでは、書類の保管ルール、書庫等施錠ルール・持ち出し記録簿等の方策で盗難紛失

等に関する物理的な保護安全管理措置を講じています。

・個人情報を含む書類にはセンシティブな入居者情報が記載されており、取扱いや保管について常

時書類の整備・管理を徹底し、厳正に管理を行つています。

l個人情報が記載された書類の整備 旧管理を徹底

文書管理の徹底は個人情報管理で重要な要素の一つです。豊中市の規程、社内規程 (情報管理基

本規程、文書取扱規程)に基づき、ルールを定めて適正に整備・管理しています。

<他公営住宅での書類取扱い事例>

紛失・混入の防止

文書及びデータ等の保管場所を決定 し、保管台帳を作成・適宜更新

書類等は必要に応 じて探せるよう整理 し、利用後速やかに保管場所に返却

受領 した書類について、誰を経由して移送 し保管するかフローを明確化

個人情報書類をやむを得ず持出す際は帳簿に記録 し、鍵付き鞄等を使用

誤廃棄の防止

条例・規程に基づき保管期間を設定

ゴミ箱付近に書類を置かない、シュレッダーによる誤処分にも注意

保管台帳及び書類等のタイ トルに保管期間を反映

盗難の防止

終業後の最終退室者は、書類を保管 したキャビネット等の施錠確認を実施

部外者との面談は、必ず接客スペースで実施

事務スペースに部外者が入る場合は、入館記録 を記載及び名札を装着

:市役所内の他執務室等を使用する際も個人情報を含む書類の取扱いに注意

打合せ等において、管理センターの執務スペース以外の場所を使用する場合も、書類の混同や放

置がないよう、責任者の管理のもと業務を実施 します。

I物理的安全管理措置の具体的方策

管理センターでは、個人情報の毀損や漏洩を防 ぐため、職員一人ひとりが、以下のような取組み

を実施 します。

管理センターでの個人情報保護の取組み

1 職員の入退館管理を実施

2 パソコンはセキュリティワイヤーによる施錠で盗難防止対策を実施

3 デスク、キャビネッ ト、書庫は施錠を徹底 し鍵保管責任者を設定

4 個人情報を含む帳簿や書類・住民情報端末用 ICカ ー ド等は、鍵付き書庫等に保管

5 外への個人情報持出 し時は管理簿への記入と所長のチェックにより許可

6 シュレッダーを設置 し機密情報および個人情報は確実に廃棄

7 来訪者に対応する際も、執務スペースから機密情報 '個 人情報に関する書類は持ち出さず、回収 した個

人情報等に関する書類は執務スペースでのみ取扱 う

<パーテーション> <セキュリティーワイヤー>



【技術的安全管理措置】当社機器の情報セキユリテイ対策を厳格に行います

多くの個人情報を取扱う電子媒体は厳格なアクセス制限や運用方法の管理が必要であると考え

ており、技術的安全管理措置を講じ、セキュリティルールを連守することで不正アクセスやウィ

ルス等による個人情報漏洩が発生しないように尽力します。特に住宅管理システムについては、

アクセス権限者を限定し、当社の電子機器との接続を禁止する等、対策を講じて運用を行います。

技術的個人情報取扱いルール (案 )

当社のパソコンと住宅管理システム専用のパソコンは接続 しない

住宅管理システムについてもメーカー推奨のセキュリティ、データ漏洩防止ソフトを導入 し、

社外へのメールは自動的に暗号化設定 (豊中市と協議の上、実施)

住宅管理システムのアクセス者は届出した者とし、その他の者は一切のアクセスを禁止

住宅管理システム入力時はダブルチェックを徹底

CD、 US日 メモ リ等の記録媒体は、f建付の場所で管理 保管を行い、原則持出 し禁止

記録媒体は会社指定の暗号化∪SBを利用 し、個人所有のUSB等 の記録媒体の使用を禁止

職員が使用するパソコンについては、期限付きパスワー ドを設定、パスワー ドの付箋貼付け禁止

離席時は必ずログオフの実施、スクリーンセーバーによる強制自動ロック

添付ファイル付きのメール送信時は、添付ファイルを暗号化 したパスワー ド付きメールで送信

個人情報データをメール送信する際は、メール本文に個人情報を記載 しない

職員が使用する携帯電話についてもパスワー ドの設定や紛失防止のス トラップを使用

パソコンはハー ドディスクの暗号化、アンチウィルスソフ ト、エンドポイン トセキュリティソフ トを実装

Iセキュリテイルーザレブックによる職員啓発

HDグループで作成 している「就業者が守るべき情報セキュリティルールガイ ドブック」等の社

内資料を用いて情報セキュリティに関する事故事例等を社員に指導 して啓発 します。
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<就業者が守るべき情報セキュリティルールガイドブック(抜粋)>
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:当社パソコンの遠隔監視

ウィルス感染、第三者による不正使用、職員の私的な利用等を防ぐた

めに会社で貸与するパソコンの操作ログについて全て遠隔監視 して

います。また、「1睡 しいメールは開かない」等の心得も併せて周知 し

ています。
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当社は当然に再委託先や退職者に対しても守秘義務を徹底します

再委託先と新規取引を行う際にも「個人情報管理状況調査票」を用いて、プライバシーマークの

取得状況等、再委託先の個人情報管理体制が当社の「外注管理規程」の基準を満たしていること

を確認するなど、厳正に個人情報管理状況を調査 します。

再委託先での各種情報の漏えい、改ざんや認識の歯且鱚を防ぐために、契約書等に機密情報の開示

方法や情報管理方法等を明記することを社ぬ規程で定めています。

職員が退職する際には、業務上で知り得た情報を漏洩しないよう、注意喚起を行い、退職後の機

密保持に関する誓約書を締結します。

<個人情報管理状況調査票>

再委託先に対 し、予め機密保持に関する覚書を締結することにより、個

人情報を含む情報の適切な管理を要請 しています。

再委託先との契約時に「機密情報の開示範囲」「再委託等の可否」「機密

保持義務」「情報管理方法」「賠償責任等の取 り決め」等の項目を契約書

等に明記することを定めています。

定期的に個人情報保護に関するチェックシー トの配付等を行い、再委

託先の従業員についても意識向上に尽力します。

情報公開請求時には、社内規程に基づき速やかに対応します

情報公開請求を受けた際は、豊中市情報公開条例および施行規則の趣旨

を踏まえ、当社で定めている情報管理基本方針及び情報管理基本規程に

則り、迅速かつ適切に対応 し、公正で開かれた市政の一助となるべく努

めます。

豊中市より文書提出の指示を受けた場合等に備えて、文書の整理・保管・

管理を厳正に行い、依頼時に速やかに提出できるように準備 します。

情報管理基本方針主要内容 (抜粋 )

=二
登■≡■■■|

情報の活用と

業務の効率化

コンプライアンス

説明責任

情報管理の体系的、

総合的な取組み

<情報管理基本方針>

知識を集約 し、重要な経営資源として積極的に活用することで新た

な創造を行い、たゆまぬ企業活動の変革と業務の効率化に取 り組み

ながら、高い企業価値を実現する。

法と規制に則つた適正な企業活動を常に意識 し、法令や規程を逸脱

することのないよう適切な情報管理等の徹底と重要記録の保護・漏

えい防止に努める。そして万―の紛争等のリスクに対 しても、即座

に対応できるよう備える。

経営の透明性と説明責任を求める社会と調和 しながら、企業の役割

を果たすため、全てのステーク本ルダーより正確な情報を適切に評

価・理解されるよう積極的な情報開示を行う。

企業活動を安全且つ効率的に行うため、セキュリティを最大限考慮

した情報システムの活用により、情報を適切に保管・管理 し、信頼

性と安全性を確保するよう努める。

再委託先に対 しての個人情報保護の取組み



8 危機管理に関する提案事項

①緊急事態発生等への危機管理体制が整備されているか

緊急事態発生時のため、日常から事故防止・浦災に取組みます

I各種マニュアルの策定

「豊中市地域防災計画」や当社内マニュアルに貝ほつて、豊中市営住宅等の緊急事態に関する各

種マニュアルを整備 します。
<当社内マニュアル>
緊急時対応基本マニュアル

自然災害、人的災害を含む外部・内部要因に起因 して突発的・管理不十分

等により発生または発生可能性のある不測事態に対する対応手順要領

地震災害対応マニュアル

巨大地震等発生時に「誰が、いつ、何を、いつまでに、どのようにするか」

を明確にするための、基本方針 ・対応組織・参集基準・行動基準等

事業継続管理マニュアル

危機事象が発生 した際の事業継続を目的とし、復旧時の対応方針 ・手順、

平常時のBCP推 進体制事前対策などの基本的な考え方等

管理物件火災対応マニュアル

火災被害が発生 した場合の適切かつ迅速な対応、事務処理の知識、り災者
への対応方法、職員の危機管理意識の醸成、入居者の安全確保等

漏水発生時対応マニェアル

漏水が発生 して しまった場合の被害拡大の防止を目的とし、室内及び上階

での漏水対応、緊急連絡先等

重大事故対応マニュアル

停電等により入居者等のエレベーター内閉 じ込め事故が起きた場合等の

速やかな対応方法、緊急連絡先等の対応フロー
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ニュアル>

124時間365日 対応体制、連絡網の整備

・当社は、「2④安心安全な施設の維持管理を行う能力等」に記載の通り、24時間365日 対

応体制を整備しています。

・緊急事態発生時に備えて、当社は2つの連絡網 (①豊中市と指定管理者間の連絡網、②社内に

おける連絡網)を整備しています。

・①豊中市と指定管理者間の連絡網においては、火災・事件事故等発生対応と緊急修繕・設備故

障等対応に分けて作成 し、それぞれに適切な対応ができるよう準備しています。

フ冒― >

ざ牌紺卸紳
i吾こi

と
モ
ー

●
　

・●
・；
〓

浄 黄4

よ

・
一
一
一一
一
一
十
一

一一
一一一
一，

→

ー

→

ー 盟 →
I

ー

ー



I台風等暴風雨前の巡回

台風等によつて暴風・大雨等の異常気象が発生 し、

建物・設備・入居者への被害が懸念される場合は、

定期巡回の予定がなくても状況に応 じて巡回を

実施します。必要に応 じて土嚢や防潮板等の設置

等を行い、被害の最小限化に取組みます。

l災害リスク対応システムの導入

・管理センターに災害リスク対応システムを導入し、市営住宅等の災害リスクシミュレーション

の実施や災害発生時の危険箇所確認等を行うことで効果的に安全対策を実施します。

・他公営住宅 10契約でも本システムを採用した実績があり、自然災害リスク情報の事前把握や

災害発生時の状況確認等に活用しています。

災害 リスク対応システムの内容
概

要

国土交通省や防災科学技

システム

術研究所などの情報データの提供を受け、災害前後の対策を行うことができる

自然災害 リスクf情報 (ゆれやすさ、土砂災害、浸水想定

避難所、避難施設、特別警報発表地域、地震震度分布

被災懸念施設 リス トのアラー ト通知

被災地の航空写真、道路通行情報、道路交通規制情報

区域等 )取

得

情

報

活

用

方

法

地震時のゆれやすさ、液状化危険度、浸水危険度等の潜在的な自然災害リスクを確認 し、近隣の避難施

設情報と併せて入居者等へ情報提供

台風や大雨時に、本施設周辺の土砂災害や洪水発生危険度をリアルタイムでモニタリングし、応急対応

等に着手

震度4以上の地震発生時は、各国地を震度別にまとめたリス トを自動作成できるので、夜間・休日等も

含めた発災時の迅速な初動対応が可能
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く管理センター周辺の交通状況> <西谷住宅周辺の土砂災害警戒区域>

I参集レベルの設定

・危機発生時は、職員が速やかに参集して迅速な初動対応を行うことが重要と考えています。

・災害発生時の体制として、職員の安否確認を行つた後、以下の参集レベルに基づき、職員が管

理センター等へ参集し、緊急対応や復旧活動を迅速に開始できるよう備えます。

<本業務での参集レベル(案)>

台風、大雨、大雪、大津波警報
情報連絡に必要な職員が自動参集するとともに対策チーム編成や緊急対

応要員の増員を適宣実施、状況に応 じて速やかに対応可能な場所に待機

豊中市域で震度 4 管理センターでの初期活動に必要な職員が自動参集

豊中市域で震度 5弱 以上 管理センター職員の内、出来うる限 り全員が自動参集



l入居者、地域住民の自助 口共助意識の醸成

災害や台風、犯罪等の緊急事態等による入居者の被害を最小限とするため、以下の通 り自助 ・共

助意識を醸成 します。

【当社からの情報発信】

以下のような緊急事態等に関する知識醸成・意識啓発のための情報を発信します。

啓発方法 内容 (例 )

市営住宅

だより

・入居者等が必要となる緊急時の連絡先 リス ト

・地震対策 (家具の転倒防止、防災備品チェック等 )

・火災対策 (消 火器の使い方、自宅内での注意事項、初期消火方法等 )

'台風対策 (台風が来る前のチェックリス ト、ベランダ等の対策方法等 )

・防犯対策 (住宅に関する犯罪の危険個所、犯罪対策方法等)

掲示版への

掲出

台風が予沢1さ れた際の、発生時期や注意喚起

最寄 りの避難所や周辺のハザー ドマップ

ホーム

ページ

注意事項のトピックス、上記情報のすべて

豊中市の「防災情報」へのリンク

連絡先

マグネット

表面は指定管理者の連絡先

裏面は周辺住民と避難済みか否かを確認するための内容

園田団園
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【防災に関するイベント開催】

・防災士資格を所持した者がテキストや内容等を監修し、入居者の防災に関する意識を醸成

するための防災訓練・防災講習会を開催しています。

・当社職員による防災詰習会を開催し、防災意識の醸成を図つています。講習会では、座学

だけでなく、災害時に活用できるグッズをともに作成する等、役立つだけでなくコミュニ

ティ形成の一助ともなるべく工夫しています。

<防災講習会の実施イメージ>

I レジリエンス認証の取得

社内の防災体制等を継続的に改善 した結果、平成 30年 4月 、「国土強靭化貢献団体認

証 (レ ジリエンス認証 )」 を取得するに至つています。豊中市で緊急事態が発生 した際

も、人命を最優先として可能な限 り迅速に事業を継続 します。
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緊急事態発生時には、乱凍に対応して入居者等の安全を確保します

!設備異常時の対応

・建物の設備異常に関する緊急事態発生時には、当社技術職員又は地元協力事業者が駆け付

け、必要に応 じて入居者へ十分に負担区分の説明を行つた上で修繕等を実施 します。

・漏水やエレベーターヘの閉じ込め等の緊急事態には、夜間・休日であつてもすぐに復旧が

できるよう、事前に事業者と対応の流れについて協議を行つてフローを整備 しています。

I火災発生時の対応

・火災発生時には、夜間・休日であつても管理センター職員に連絡が入る仕組みとし、迅速

に消火活動を行うとともに、消防・警察等の関係機関と連携 して対応 します。

・他公営住宅では、迅速に火災対応や仮住居の用意等を行つて自治会から感謝状を受領 した

経験もあります。

<火災対応の流れ>

現地火災発生

119番通報 入居者等火災発見者による通報

発見者による通報、火災報知機等により覚知

責任者への緊急連絡、可能な限りの初期消火の対応

状況を自治体及び所管部門・本社バックアップ部門と情報共有

消防・警察等関係機関の対応

火災の規模に応 じて応援要員派遣

※結果を関係者等へ連絡 ※保険対応の要否を確認

関係者等の立会い (主に出火室の入居者等出火に関係がある者)

初期消火

消防・警察への連絡

現場検証

I緊急事態のレベルに応 じた対応

設備異常・火災を除 く緊急事態・災害発生時には、発生 した事象の レベルに応 じて、原則下表

の通 り対応 します。

<事故 災害時等の対応方針>

気象警報が発令 した場合

(事前準備対策)

台風、大雨、大雪警報発令

管理センターによる対応を

直ちに要する場合

機器停止、器物損壊、盗難、

傷害事件

管理センターでの解決が

困難な場合

気象情報及び交通情報を入手

対策チームの編成及び事前準備

緊急対応要員の増員

気象警報発令中の24時間監視

管理センター職員が現地で処置対応

状況に応 じ専門事業者へ対応依頼

警察・消防機関等への緊急通報

所管部門に対策チームを設置

地元協力事業者等への応援要請

警察 消防機関等への緊急通報

本社に災害対策本部を設置

被災地域外の支店・協力事業者等ヘ

全面的な応援要請

警察・消防機関等と連携 し対応

30分
以内

機器故障、不審者侵入、

急病人発生等

レベテレ0
事前

対応

レベル 1

-次
対応

管理センターで解決可能だ

が組織的対応が必要な場合

30分
以内

2時間

以内

レベル 2
二次

対応

6時間

以内

レベル 3
二次

対応



I大規模災害発生時の対応

・前頁の「レベル 3」 に該当するような大規模災害が発生 した場合は、安否確認システムにより

当社職員の安全を確認 し、入居者等の対応が出来る人員を確認・確保 します。

・対応が出来る人員を確保後、以下のように状況・必要性に応 じた災害対策組織を構築 して迅速

に対応に当たります。

<大規模災害発生時の組織 (例)>
本社災害対策本部          本部長 (社長)

統掻コ)こ 顧客対応班

本部長補佐

本社災害

本部統括

事業部災害対策班

広報担当

お客様からの

問合せ対応

非常食 飲料、

機材等の準備

非常用物資調達

緊急復 :日 班

管理物件の被害

状況調査支援

班長 (所管部門長 )

班長 (所長)

物件調査班

物件一覧表、

建築設備等確認

|

被害状況

報告集計

社員等の

安否確認

物件調査班、

緊急復旧班統括

現地災害対策班

自治会対応チーム

自治会長に対 して

被害状況の一次確認

自治会へ連絡がつかな

い物件の現地確認

公共機関からの

新情報収集

自治体との

連絡体制構築

現場確認チーム

職員等が適宜

被害状況を確認

設備停止物件、危険箇所

発生物件に注意文掲示

自治体窓日対応班  1管 理センター整理対応班

自治体・関係機関

との連絡
情報収集 整理

各班が収集 した情報を

自治体 ・社内へ報告

窓口来所者の

安全確保行動

全国ネットワークによる支援

豊中市の機能が停止した時は、全国展開している強みを生

かして支援を行います。被害を受けなかった地域から震災

対応経験がある社員の派遣や、遠隔からの情報収集、補給

物資の支援等のフオローで本施設の復旧を全面的に支援

します。

青森営業所

北陸支店

盛岡支店

東北支店
神戸支店   京阪支店

公共住宅管理部
神奈川す店

静岡営業所他
大阪支店

名古屋支店他

I企業総合賠償責任保険に加入

豊中市の指定で加入する保険に加え、当社は最高 100億 円まで補償可能な企業総合賠償責任保

険等に加入 しています。万が一管理業務上の過失等があり入居者等に損害が発生 した場合、この

保険による補償を行います。

※企業総合賠償責任保険等の内容詳細は、「2-⑥」参照

ライフライン

状況確認

各部門との

連絡調整

被害状況

報告集計

社員等の

安否確認

非常食 `飲料、

機材等の準備

1青報収集班

ライフライン

状況確認

建築設備等損傷

箇所の緊急修理
社員の

疾病対策

震災後の被害度

リス ト調査

ライフライン

復旧等支援

資格者による

応急危険度判定

調査に必要な

資機材調達



:緊急事態への対応事例

以下に当社が様々な災害等緊急事態に直面した際の対応実績の一部を記載します。

大 阪 (平成30年)の対応事例

日付 経過・状況

6月 18日 (月 )

7時 58分 地震発生

8時 03分 従業員安否確認

17時 OO分 被審状況一時報告

豊中市営住宅等でも団地の設備等

(昇降機、断水・水漏れ、躯体クラッ

ク、ガス停止、停電、人的被害等の

状況)を確認 し、可能な限 り復 1日 を

行つた上で 17時持点の状況を報告、

その後も復 1日 作業を行いました。

9時 OO分 現地災害対策本部および対策班を設置

18時 OO分 管理物件被薯状況の把握、報告、掲出

6月 19日 (火 ) 11時 30分 現地災害対策本部と各部支店対策班でTV会議

6月 20日 (水 ) 11時 OO分 公営住宅 646棟 の被害状況確認完了

東日本大震災 ( 成 23年)の対応事例

日付 経過・状況

3月 11日 (金 )

14時 46分 地震発生、従業員安否確認

刊6時 29分 本社災害対策本部設置

3月 可2日 (土 ) 東北支店より設備技術員 発電機等要請

3月 13日 (口 ) 管理物件被害状況確認完了率 96 H%(4, 92¬ 棟)

3月 14日 (月 ) 第一次支援隊を当社東北支店へ派遣

依頼から2週間程度

関西圏の公営住宅で、被災者の仮住まい (91戸 )を整備

※最低限の空家修繕、電気・ガス・水道の点検、付帯設備設置 (照明・コンロ・カーテ

ン等 )、 生活用品の搬入等を実施

大震災時の設備対応事例

エレベーター

停電になると、エレベーターが途中で停止 し、中に閉 じ込められる恐れがあるので、計画停

電の時間が近づいたらエレベーターに乗らず、階段などを極力利用するように掲示板や当社

管理員による案内等での周知を実施。

給水設備等
停電により給水ポンプが停止 し、断水する恐れがあるため、飲料水をやかんなどに汲み置き

したり生活用水を浴槽に溜める等の告知を実施。

オー トドア
停電時は手動で開 F堀 可能だが、高齢者等には開閉が難 しくなるので管理員と協力して補助を

実施。

お部屋内の

電気器具

アイロンや ドライヤーなどの電熱器具は使用中に停電になった場合、停電解消時に火災の原

因にもなりかねないため、コンセントからプラグを抜 〈よう注意喚起を実施。

台風等による暴風雨 (令和元年合風 19号 Ⅲ17号対応、平成 30 日 雨 )

事

前

準

備

台風前日までに当社職員にて、巡回 して目視で確認

公営住宅の専用ホームページに注意喚起文を掲示

管理センターに職員が複数名泊 り込み、緊急対応に備え待機

本来の時間外受付窓口での電話受付ではなく、職員が待機する管理センターで直接入居者の間合せを受付

け出来るよう設定

発

生

後

対

応

自治体に対応状況・被害状況を2時間毎に

発生翌日には現場の安全確認を行い、対応事項に優先順位を設けて業者等を手配すると同時に自治体への

報告を実施

暴風雨によって住まいに困窮 した方への仮住戸の募集業務を実施

入居者からの室内家財処分申込を受付

独自の被災者向け情報冊子を作成

入居者の安否確認を行うために世帯 リス トを準備 し、安否確認を当社職員にて実施



新型コロナウイルス等感染症発生予防に向けた取組みについて

新型コロナウィルス流行時は、感染の拡大状況・緊急事態宣言等の状況に応 じて対応を変化させ

ながら、感染者拡大を防止するとともに事業の継続に努めています。

,管理センターでの取組み

【新型コロナウィルス感染症に対する業務優先度等の検証】

人の住まいの管理という業務の特性を理解のうえ、予め業務の優先度・フェーズに応じた対

応方法やリスク等を検討し、継続が必要な業務の要否や対応方法を検証しました。

<豊中市営住宅等の検証表 (一部抜粋)>

継続必要業務 優先度 リスク フェーズ 要 否 対応方法

業務履行体制変更・

業務実施方法変更等

に関する連絡・周知

1

入居者にセンタ

ーの状況が伝わ

らない

当社従業員から感染者が発生 O 代替職員が履行

管理センター閉鎖 O 智守電、架電

緊急事態宣言・ロックダウン発令時 〇 署守電、架電

緊急補修対応

(火災・事故

災害 )

1

被害拡大、人命

に関わる被害ヘ

の発展

当社従業員から感染者が発生 O 時替職員が履行

管理センター閉鎖 × 再委託先へ依頼

緊急事態宣言・ロックダウン発令時 O 再委託先へ依頼

各種申請等受付

(駐車場含む)

3

入居者の家賃等

に関わる処理

当社従業員から感染者が発生 ○ 代替職員が履行

管理センター閉鎖 O 郵送受付

緊急事態宣言・ロックダウン発令時 O 郵送受付

高齢者見守 り活動等

(年 1回 )

4

感染拡大 当社従業員から感染者が発生 O も話で見守活動

管理センター閉鎖 × 実施時期を変更

緊急事態宣言・ロックダウン発令時 × 美1施時期を変更

【窓口での取組み】

中断の許されない業務も多数あるため、職員全員が在宅勤務とすることは出来ま

せんが、豊中市と相談の上で、スライド勤務 (通常8:45～ 17:45の とこ

ろを8:15～ 17:15へ 変更、従業員2班体制にて業務実施。 1週間交代)

を実施し、窓口でも以下の様々な感染防止対策を実施しました。

自 文書や当社作成文書で予防 や各相談窓口を掲示

社内定例会議の中止、書面報告へ変更

i公共住宅管理部計画推進課での取組み

上記検証表や東日本エリアの公営住宅管理センターでの情報を取 りまとめ、各管理センターヘ発

信することで、各管理センターが全国でどのような対応がなされているか、把握できるよう実施

しました。

<他公営住宅管理センター窓国の様子>

<受付に消毒備品を完備>  <透 明の板を受付に設置>  <

窓口での取組み内容 (例 )

入居者罹患が発党した 共用廊下・手摺 業手配準備

窓口に透明な板を設置 して 当社職員と来所者の会話による 染を防止

職 員同 士 が 密接 しな し よ つ に座席間 を 2 確保 す る な どの
カ

間対策 を実施m

管理センターの受付 ドアノブ・職員のデスク周 り等の消毒・拭取 り作業を毎日実施

入居者受付に消毒液・除菌シー ト を実施、頻繁に拭き取 り作業実施

ることにより勤務者負担の軽減 '入居者からの電話受付体制の確保を転送す



:当社全体での取組み

・社員への体調不良時の対応や感染予防策を速やかに指示するとともに、感染拡大の状況に伴つて

随時柔軟に勤務形態を変革 しています。

・現状、雇用削減は行わず、新卒は例年通 り110名以上採用 し、規程通 りの給与支給が可能な

経営状況です。

当社全体での取組み内容

緊

急

事

態

官

発

時

不要不急の出張や会議等の中止、在宅勤務 自宅待機の指示

在宅勤務

レッ ト・
遠隔会議が実施できるよう、環境を整備 (ソ フ トの導入、モバイルPC タ ブ

インカムの支給等 )

予防・清掃作業動画の作成・配信 (英語版も作成)

協力会社へ感染予防のために注意事項を指示

(特 に清掃会社には入居者接触箇所の消毒作業を指示 )

管理物件での点検・清掃の延期検討

社員のコロナ鬱を防止するための啓発

コールセンターで 2拠点による相互バックアップ体制 2チーム交代制勤務を実施

緊

急

事

態

宙
一
言

解

除

後

感染予防 (通勤時マスク着用・手洗い うがい等)の徹底

社員の出社を3割程度までと定め、時差出勤・テレワークを推進

感染拡大予 防 の た め 、 出社者 を チ ム 分 け し出社 が重 な う な じヽ よ つ 対応

着席、チーム毎に出社、テレビ会議を活用する等工夫社員間の距離を空けて

不特定多数が接角虫する可能性がある場所の消母

不特定多数の者が参加する社外研修、集会等への参加自粛

在宅勤務ができない従業員ヘヨロナ特別体暇の付与又は自宅待機での給与全額支給

社員へのマスク支給及び入居者対面が必要な社員へのフニイスシール ドの支給

<入室時の検混スペース>

感染が疑われる者
感染者と最後に接触 した日から2週間以上、在宅勤務又は

出勤停止

「<

主な対応対象

在宅勤務の強い推奨 (モ バイル PC・ Wi― Fi機器支給、

ウェブ会議、コミュニケーシヨンのためのチャットツール

等の環境を整備 )

全社員

自宅待機等を命 じる業務性質上在在宅勤務が出来ない者

スライ ド勤務・時差出勤を活用、短時間自宅勤務の実施業務性質上出勤が必要な者

コロナ特別休R眼 を付与閉校等による子の世話が必要な者等



適正な管理運営のための実施計画

1.空室募集計画 (予定)

2.サービス水準に係る計画

家賃等収納事務・滞納整理年間計画

3.保守点検等の年間実施計画

募集月 住戸選定 申込期間 抽選 日 資格審査 入居 日

5 3/31 5/6か ら5/19 6//10 6/28～ 7/1 8/ 5

9 7/30 9/1か ら9/14 10/ 7 10/26～ 29 12/ 6

1 11/24 1/4から1/17 2/ 1 2/16～ 21 3/24

業務の内容 年間計画

収入申告 7月 頃、回収 :8月 頃、実態調査 :9月 頃

家賃決定 2月 頃

減免等 :2月 頃、送付 :3月 頃

家賃等収納事務 :正確な事務処理・ 口座振替率の向上

滞納整理

度 :初期督促の強化

度 :債権者の特徴に応 じアプローチする

文書送付または訪問 (進捗状況に応 じて対応 )

業務の内容 年間計画

昇降機保守点検業務
。定期点検・・・月 1回予定

。定期調査 う。。年 1回予定

立体駐車設備保守J点検業務 ・機器 J点検・・・年 4回予定

ゴミ貯留排出機保守J点検業務 ・機器点検・・・年 3回予定

受水槽水質検査業務 。法定点検の実施・・・年 1回予定

受水槽高架水槽清掃点検業務 。清掃・・・年 1回

給水設備保守点検業務 。清掃・・・年 1回

消防設備保守点検業務
・機器点検・・・年 2回予定 (総合点検年 1回 を含む)

・消火器の詰替え 。・ 。年次計画に基づき実施予定

ゴミ処理等清掃管理業務

(対象施設 :三国、向丘、野

田第 2、 二葉第 2)

。日常ゴミ。

・不燃ゴミ・

・粗大ゴミ・

・植木水や り

・週 2回

・ 4週に 1回

。月 1回

・・夏週 3回

雑排水管清掃業務 。年次計画に基づき実施予定

樹木等維持管理業務
・除車業務 。・・年 3回予定

・剪定 。刈込 。・・年 2回予定

遊具点検業務 ・点検・・・年 1回予定


